
１．児童福祉法等の一部を改正する法律案について
（１）子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の

拡充

① 全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこ

ども家庭センターの設置及び身近な子育て支援の場（保育所等）によ

る相談機能の整備

（ⅰ）こども家庭センター

平成28年の児童福祉法等の改正以降、市町村（特別区を含む。以

下同じ において 児童福祉分野については子ども家庭総合支援拠。） 、

点、母子保健分野については子育て世代包括支援センターそれぞれ

の整備に御尽力いただいた結果、着実に整備は進んできており（令

和３年４月時点でいずれかが設置されている割合は、全体で９割程

度 また 一体的な運用にも取り組んでいただき 改めて感謝申し）、 、 、

上げる。

一方で 「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」、

（社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専

門委員会）によると、それぞれの相談機関が把握していた事案の情

報が適切に共有されず、深刻な事案に至ってしまった例も存在する

ことから、双方が一体となって対応していくことが今まで以上に求

められている。

このため、今般、児童福祉法等の一部を改正する法律案（以下

「改正法案」という ）において、児童福祉法と母子保健法を改正し、。

子ども家庭総合支援拠点 (児童福祉)と子育て世代包括支援センター

（母子保健）について、双方の設立の意義やこれまで果たしてきた

機能・役割を維持しながら、組織を一体化した相談機関（以下「こ

ども家庭センター という とすることとしている こども家庭セ」 。） 。

ンターについては、改正法案において市町村は、その設置に努める

こととし、また、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの一体的な相

談を行うこととしている。

こども家庭センターは、子ども・妊産婦等の実情把握、情報提供、

相談支援等を行うとともに、下記に記載するサポートプランの作成

も担うこととしている。これらを行ううえで、児童福祉・母子保健

一体のケース会議の開催など一体的な組織としての情報の共有を行

う。また、要対協調整機関としての関係機関との情報共有・調整や、

地域における子育て支援の資源 子ども食堂を行うNPO等 の把握・（ ）

創出・連携体制の構築も担うことを想定している。

その機能を果たすために必要な人員配置と人材確保を図っていく。
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なお こども家庭センター は法律上の名称であり 各自治体で独、「 」 、

自の名称を付すことも可能である。

※ 子どもや妊産婦等に利用しやすい形となるよう、物理的な場

所の一本化等は求めず、組織が一体的で、情報が確実に共有さ

れていればこども家庭センターとすることを想定している。

また、母子保健サービスや子育て支援施策について、支援を必要

とする妊産婦・子育て世帯・子どもに確実に支援を届けるためには、

支援の体系的なマネジメントが一層重要となる。このため、支援を

要する子どもや妊産婦等に対するサポートプランの作成を新たに市

町村の業務として位置づけ、こども家庭センターで把握した支援ニ

ーズを確実に支援につなげていくこととしている。

※ 母子保健法令に基づく現行の「支援プラン」は、作成を市町

村の業務として位置づけるが、その対象範囲など基本的な枠組

みは維持した上で、名称をサポートプランとすることを検討す

る。

こども家庭センターの設置などの施行は、改正法案では令和６年

４月とされているが、その円滑な施行のためには、施行を待たずに、

整備可能な自治体から取組を進めていただくことが重要である。令

和３年度補正予算で、安心こども基金を活用し、

・ 児童福祉と母子保健の相談機関を一体的に整備した場合の整

備費・改修費について補助率を嵩上げして（国9/10負担）支援

を行うほか、

・ 現行の補助事業を維持しつつ、児童福祉・母子保健双方の業

務を一体的に行うための統括支援員の配置に要する費用につい

て支援を行う

こととしており、各都道府県におかれては、管内市町村において出

来る限り早期に子ども家庭センターの整備が図られるよう、各市町

村に対して、補正予算の活用について働きかける等、格別の配慮を

お願いしたい。

このほか、支援を確実に受けられるようにするためには、妊娠時

に早期に支援に繋がる環境を整えていくことが重要である。特に、

健診未受診の妊婦等、社会から孤立した妊婦に対しては、家庭訪問

によるアウトリーチ型の状況把握の取組を推進することが重要であ

る。

このため、令和３年度補正予算において、虐待リスク等の高い妊

婦を早期に発見し、適切な支援につなげることを目的として、妊婦

健診未受診の妊婦等の家庭を訪問し、継続的に妊婦の状況を把握す

る「妊婦訪問支援事業」を新たに創設しているため、積極的に取組

2



を進めていただき、深刻な事案に至る前に必要な支援につなげてい

ただくようお願いしたい。

（ⅱ）身近な子育て支援の場（保育所等）による相談機能

核家族化の進行や、地域のつながりが希薄化するなか、子育て世

帯、特に未就園児を抱える子育て世帯の支援が必要な状況にあり、

身近な場所で、子育てに関する悩みについて気軽に相談できる場が

確保されることが重要となっている。

こうした背景を踏まえ、今般の改正法案では、こども家庭センタ

ーの設置とあわせて、未就園児のいる子育て世帯を含む全ての子育

て世帯にとって、物理的にも心理的にも相談しやすい相談支援機関

を、保育所等の身近な子育て支援の場を活用して、地域住民が日常

生活を営んでいる区域ごとに整備するよう努めなければならないこ

ととしており、こども家庭センターと連携を図りながら、子育て世

帯を支援していく体制の整備を行うこととしている。

令和４年度予算案では、改正法案の施行に先駆けて、まずは利用

者支援事業の基本型を実施する事業所において、こども家庭センタ

ーとの連携や身近な相談機関としての新たな機能に対応するために

必要な経費を計上しているので、各都道府県におかれては、本事業

を積極的に活用いただけるよう、管内市町村に対する周知等につい

て格別の配慮をお願いしたい。

② 訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成

の支援等、家庭支援事業の創設

（ⅰ）訪問による家事支援の創設

近年、児童虐待の相談対応件数が増加傾向にあるが、児童虐待の

防止等を図り、児童の健全な育成を図る上では、

・ 養育環境が深刻な状況となる前に、幅広い子育て世帯を対象

として、児童が育つ家庭環境・養育環境にかかる支援を提供す

るとともに、

・ 子育て世帯の養育環境等を把握し、支援の必要性が高い者を

適切な支援につなぐことが求められる。

そのような中、子育て世帯に対して家事等の生活支援を行う事業

については、児童福祉法に基づく養育支援訪問事業において、要保

護児童のいる家庭等、支援の必要性が高い子育て世帯を対象として

支援が提供されているが、

・ 対象者が要支援児童又は保護者に監護させることが不適当と

認められる児童及びその保護者並びに特定妊婦のいる家庭に限
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られていること

・ 保健師等の児童福祉の専門的な知識を持った者による専門的

な相談支援が中心となっていること

から、家事支援等の生活支援は、養育支援訪問の訪問先家庭の 1

0％に留まっており 家事支援等の生活支援を必要とする世帯に対し、

て十分な支援が行き届いていない状況にある。

こうした背景を踏まえ、今般の改正法案において、子育てに関す

る情報の提供や家事・養育に係る援助その他必要な支援を行う子育

て世帯訪問支援事業を市町村の事業として位置付けること等により、

ヤングケアラーを含む支援を要する幅広い子育て世帯を対象とした

生活支援を強化することとしている。

なお、本事業の制度化は、令和６年４月を予定しているが、その

円滑な施行のためには、施行を待たずに、整備可能な自治体から取

組を進めていただくことが重要であり、令和３年度補正予算で、安

心こども基金を活用し、先行して事業を実施出来るようにしている。

本事業の対象となる家庭については、

ア 保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であ

ると認められる児童のいる家庭及びそれに該当するおそれのあ

る家庭

イ 食事、生活環境等について不適切な養育状態にある家庭等、

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童のい

る家庭及びそれに該当するおそれのある家庭

ウ 若年妊婦等、出産後の養育について、出産前において支援を

行うことが特に必要と認められる妊婦のいる家庭

エ その他、市町村が特に支援が必要と認めた家庭と定め、要支

援・要保護児童のいる家庭はもちろん、支援を必要とする家庭

を幅広く対象にしているので、安易に支援の対象を限定するこ

となく、深刻な虐待事案に至る前段階で家庭を支える、という

本事業の趣旨を十分踏まえ、事業を実施いただくようお願いし

たい。

また、本事業の担い手となる訪問支援員の要件については、専門

職に限定することなく、家事又は育児支援を適切に実行する能力を

有する者であれば、幅広く参入できるようにしている。子どもの年

齢や家庭の状況によって、適当と考えられる訪問支援員は異なるこ

とから、本事業では、複数の事業者と委託契約を行うことを前提に

委託事業者ごとに事務費・管理費の支援を行うこととしている。事

業の実施に当たっては、必ずしも一つの事業者と委託契約を行うの

ではなく、支援ニーズに応じた多様な担い手の確保に努めていただ
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くようお願いしたい。

なお、この事業の創設に伴い、養育支援訪問事業は保健師等によ

る専門的な相談支援に特化したものへと見直す予定である。このた

め、養育支援訪問事業において、家事支援等の生活支援と専門的な

相談支援を合わせて取り組む場合のように、家事支援等と専門的な

相談支援の両方が必要となる事案については、養育支援訪問事業と

この子育て世帯訪問支援事業との両事業を適切に組み合わせて実施

するなど、支援を要する世帯のニーズに応じた柔軟な事業提供を行

っていただきたい。

（ⅱ）児童の居場所づくりの支援の創設

市町村の虐待相談対応の状況をみると、学齢期以降の相談対応件

数が全体の約５割を占めており、また、ネグレクトを理由とした相

談対応件数が心理的虐待に次いで多く全体の約３割を占めているこ

とから、未就学児だけではなく、学齢期以降であっても、不適切な

養育環境におかれ、支援が必要な子どもが一定程度存在している状

況である。

一方、学齢期以降の子どもへの支援に対しては、放課後児童健全

育成事業等があるものの、

・ 家庭の養育環境に問題があり、保護者が家庭にいても、適切

な養育が受けられない子ども

・ いじめや不登校等で学校に居場所がないと感じる子ども

に対して、学校や家庭に代わって、基本的な生活習慣の形成や食事

の提供、学習のサポート、課外活動の提供等を行う支援が十分にな

いのが現状となっている。

こうした背景を踏まえ、今般の改正法案において、児童育成支援

拠点事業として、養育環境等に関する課題を抱える学齢期の子ども

に対して安心・安全な居場所を提供し、

・ 基本的な生活習慣の形成や食事の提供、学習のサポート、課

外活動の提供等を行うことに加え、

・ 家庭が抱える課題を解決するため、必要に応じて、保護者へ

の寄り添い型の相談支援や関係機関との連絡調整を行う

事業を市町村の事業として位置付けることにより、学齢期の子ども

の支援を充実させていくこととしている。

なお、本事業の制度化は、令和６年４月を予定しているが、その

円滑な施行のためには、施行を待たずに、整備可能な自治体から取

組を進めていただくことが重要であり、令和３年度補正予算で、安

心こども基金を活用し、先行して事業を実施出来るようにしている。
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本事業は、家庭や学校に代わって子どもの健全な育成を支援する

ものであることから、行政機関や学校、医療機関等の関係機関との

日常的な連携を行いつつ、安心・安全な居場所を提供し、

ア 片付けや手洗い、うがい等の健康管理の習慣づけ、日用品の

使い方に関する助言等の基本的な生活習慣の形成

イ 食事の提供

ウ 宿題の見守りを含む学校授業のサポートや進学サポート等の

学習支援

エ 体験学習等の課外活動の提供

の支援を包括的に実施することを前提としている。事業の趣旨に鑑

み、地域の子どもの支援ニーズに応じて必要な支援が提供出来るよ

う整備いただきたい。

また、支援の対象者については、

ア 食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある

家庭の子ども等、養育環境に関して課題のある学齢期の子ども

及びその家庭

イ 不登校の子ども等、学校に居場所のない学齢期の子ども及び

その家庭

ウ その他、市町村が関係機関からの情報により支援を行うこと

が適切であると判断した学齢期の子ども及びその家庭

と定めており、基本的には学齢期の子どもを対象としつつも、ヤン

グケアラーの兄弟姉妹等、必要に応じて幼児もあわせて支援を提供

することが出来るようにしている。事業の実施に当たっては、各家

庭の状況を踏まえ、柔軟に支援を提供いただくようお願いしたい。

なお、より多くの地域で、家庭や学校に居場所のない学齢期の子

どもの居場所を整備するため、令和３年度補正予算では、事業の運

営費だけではなく、整備費についても計上している。当該事業の整

備に当たっては、既存の児童養護施設や児童館、児童家庭支援セン

ター等の子育て関連施設や空き家や賃貸物件を活用して実施するこ

とも有効であると考えられることから、改修費についても補助対象

としたうえで、制度施行までの間、補助率を通常の整備費よりも嵩

上げ（国２/３負担）し、集中的に支援することとしている。

各都道府県におかれては、円滑な制度施行に向けて、出来る限り、

令和４年度・令和５年度の２年度間で整備を進めていただくよう、

管内市町村に対して、本事業の積極的な活用について周知等をお願

いしたい。

（ⅲ）親子関係の形成の支援の創設
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子どものいる家庭の保護者の７割以上が子育てに対して負担や悩

みを抱えており、現在行われている親子関係に関する支援について

は、

・ 全ての保護者を対象として一定の時期に行われている両親学

級・育児学級と、

・ 児童養護施設等に入所している子どもの保護者に対する指

導・カウンセリングといった支援の必要性が特に高い家庭を対

象として行われている支援プログラム

に留まっており、支援の必要が特に高いとまでは言えないものの、

日常的な子どもとの関わり方について悩みや不安を抱え、子育てに

向き合うことが難しくなっている保護者に対して、不適切な養育状

況に陥る前に、可能な限り早期に子どもとの関わり方に関する支援

を行う必要がある。

このため、今般の改正法案により、新たに、親子間の適切な関係

の構築を目的として、講義やグループワークを通じて、

・ 子どもの不適切な行動への対応の仕方

・ 子どもをより良い行動へと導くためのほめ方・しかり方

等の子どもとの関わり方を学ぶためのペアレントトレーニング等を

市町村の事業として位置付けることにより、深刻な虐待事案等に至

る前に、親子の関係を形成するための取組を充実させていくことと

している。

なお、本事業の制度化は、令和６年４月を予定しているが、その

円滑な施行のためには、施行を待たずに、整備可能な自治体から取

組を進めていただくことが重要であり、令和３年度補正予算で、安

心こども基金を活用し、先行して事業を実施出来るようにしている。

本事業の対象者となる家庭は、

・ 保護者に監護させることが不適当であると認められる児童のいる家庭

及びそれに該当するおそれのある家庭

・ 保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童のいる家庭

及びそれに該当するおそれのある家庭

・ 乳幼児健診や乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により市町村が当該

支援を必要と認めた家庭

と定め 要支援・要保護児童のいる家庭はもちろん 支援を必要とする家庭、 、

を幅広く対象にしているので 安易に支援の対象を限定することなく 深刻、 、

な虐待事案に至る前段階で子どもとの関わり方を支援する という本事業の、

趣旨を十分踏まえ、事業を実施いただくようお願いしたい。

また 子どもとの関わり方について悩みを抱える保護者は 相談できる身、 、

近な親族や友人がなく 孤立して子育てをしている場合も多いと考えられる、
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ことから 子どもとの関わり方とあわせて 気兼ねなく相談できる横の繋が、 、

りを作ることも非常に大事な取組と考えている このため 事業の実施に当。 、

たっては 同じような悩みを抱えた保護者同士が相互に気軽に悩みや不安を、

共有し 情報の交換ができるよう 例えば ペアレントトレーニングの中で、 、 、

それぞれの保護者が自身の体験や気持ちを発表する時間を設けるなど 環境、

の整備に努めていただくようお願いする。

加えて 子どもとの関わり方について悩みを抱える保護者が参加しやすく、

するよう 別室での預かり保育の実施に努めていただくとともに 共働き家、 、

庭でも無理なく参加出来るよう 曜日や時間帯について配慮いただくようお、

願いする。

なお 本事業の実施に当たり人材の確保も必要であることから ペアレン、 、

トトレーニングの実施に必要な資格取得支援を行うこととしているので 本、

事業の担い手となる民間団体に対して 積極的に活用いただくよう 各都道、 、

府県におかれては、管内市町村を通じて周知等をお願いする。

（ⅳ）レスパイト・ケア（子育て短期支援事業、一時預かり）の拡充

（子育て短期支援事業）

市町村における家庭への支援の供給量は 令和元年度の実績を見ると 例、 、

えば、一時預かり事業が約521万人日、子育て短期支援事業のショートステ

イが約９万人日 養育支援訪問事業が約18万件となっている これは 要支、 。 、

援・要保護児童１人当たりで見ると、ショートステイは約0.39日/年、養育

支援訪問は約0.78件/年という水準であり、現行の市町村の子ども・子育て

支援が 支援を必要とする家庭に行き届いていない実態がうかがえる状況と、

なっている。

こうした状況を踏まえ 支援を必要とする家庭に対して支援が行き届くよ、

う 現行の市町村の子ども・子育て支援の内容の拡充とともに支援が安定的、

に実施されるための体制の構築が求められている。

子どもを養育することが一時的に困難となった場合等にレスパイト・ケア

を実施する子育て短期支援事業については 利用のない場合の事業者のリス、

ク軽減を図り 安心・安定して保護者がレスパイト・ケアを利用可能となる、

環境を整備するため、

・ 児童養護施設等の本体施設に附設する場合だけではなく、子育て短期

支援事業専用の居室を整備する場合の費用の補助を創設するとともに、

・ 現行の子育て短期支援事業の運営費支援である利用日数に応じた補助

に加え 事業の安定的な運営体制の構築を図る観点から 子育て短期支、 、

援事業専任の職員を配置した場合の費用の補助を創設する

ことにより レスパイト・ケアを希望する保護者が いつでも利用可能とな、 、

る受入体制を構築することとしている。
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また、子育て短期支援事業の活用場面の多様化を図るため、

・ 親子入所支援事業を創設し、子どもと離れることなくレスパイト・ケ

アを受けることを希望する家庭や、レスパイト・ケアとあわせて子ども

との関わり方や養育方法について支援が必要な家庭等に対して、親子を

一緒に受け入れて支援できるようにするほか、

・ 保護者の育児放棄や過干渉等により、子ども自身が一時的に保護者と

離れることを希望する際の受け入れ支援の創設や、

・ 個々の状況に応じた利用日数の設定の推進

等により、事業を充実させていくこととしている。

なお 施行は 令和６年４月施行を予定しているが 令和３年度補正予算、 、 、

で 安心こども基金を活用し 前倒しして事業を拡充しており 施設整備に、 、 、

ついては、制度施行までの間、補助率を通常の整備費よりも嵩上げ（国

２/３負担）し、集中的に支援することとしている。

各都道府県におかれては 円滑な制度施行に向けて 出来る限り 令和４、 、 、

年度・令和５年度の２年度間で整備を進めていただくよう 管内市町村に対、

して、本事業の積極的な活用について周知等をお願いしたい。

（一時預かり事業）

あわせて 改正法案において 児童福祉法上の一時預かり事業の定義規定、 、

を見直し 子育て負担の軽減目的の利用が当該事業に含まれることを明確化、

することなどにより、一層の利用促進を進めていく。

各市町村は 法律上の見直しにかかわらず 現行法でも子育て負担の軽減、 、

目的の一時預かり事業の利用は可能であることを改めて確認のうえ その利、

用が促進されるよう 事業実施方法の見直しなどを検討・実施されるようお、

願いしたい。

（ⅴ）家庭支援事業の利用勧奨・措置制度の創設

今般の改正法案で新設する子育て世帯訪問支援事業 児童育成支援拠点事、

業、親子関係形成支援事業を含む、家庭環境や養育環境を支える支援（以下、

家庭支援事業 ※ という については市町村事業として 基本的には利用（ ） 。） 、

者からの申請を契機として提供が開始されるものとなっており、

・ 生活能力が不安定な保護者や社会から孤立した保護者等、申請するこ

と自体が非常にハードルの高い家庭

・ 支援が必要であるにも関わらず、保護者の疾病・入院等により申請が

困難な家庭

等については、適切に支援が提供できない場合がある。

このため 今般の児童福祉法の改正においては 基本的には利用者の申請、 、

に基づき支援を提供することとしながらも、
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・ サポートプランを作成した家庭や児童相談所が家庭支援事業の実施が

適当であるとして市町村に通知した家庭、支援を行う必要があると認め

られる家庭が家庭支援事業を利用しない場合において、まずは市町村が

利用の勧奨及び利用の支援を行わなければならないこととし、

・ 利用勧奨及び利用の支援を行っても やむを得ない事由により 家庭、 、

支援事業の利用が著しく困難であると認める時は、家庭支援事業を利用

するよう行政処分 措置 として働きかけ 家庭支援事業による支援の（ ） 、

措置ができることとしている。

この利用勧奨及び措置制度は 令和６年４月より施行する予定であり 家、 、

庭支援事業の計画的な整備を進めるとともに 支援につながらない家庭に対、

。する適切な支援への結びつけと利用の支援に努めて頂くようお願いしたい

、（※）子育て短期支援事業、一時預かり事業、子育て世帯訪問支援事業

養育支援訪問事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業

また 家庭支援事業の提供にあたっては基本的に利用者負担を求めるもの、

となっているが 利用者負担を理由として支援の提供が困難となることがな、

いよう 所得や家庭の状況に応じて 利用者への負担額の軽減を講じるとと、 、

もに 利用の措置を行った場合についても負担額を軽減する措置を実施する、

こととしている。

なお、家庭支援事業の提供にあたっての利用者負担の軽減措置については、

令和３年度補正予算で 安心こども基金を活用し 実施出来るようにしてい、 、

る 各都道府県におかれては 利用者負担の軽減措置を積極的に活用いただ。 、

き 支援を必要とする家庭に確実に支援が行き届くよう 管内町村に対する、 、

周知等についてお願いする。

③ 児童発達支援センターの役割・機能の明確化

（ⅰ）児童発達支援センターの中核機能の明確化

主に未就学の障害児の発達支援を行う 児童発達支援センター について「 」

は 地域における中核的役割を果たすことが期待されているが 果たすべき、 、

機能や、一般の「児童発達支援事業所」との役割分担が明確になっていない。

このため 児童発達支援センターが 地域における障害児支援の中核的役、 、

割を担うことを明確化し 以下のような役割・機能を担うことにより 多様、 、

な障害のある子どもや家庭環境等に困難を抱えた子ども等に対し 適切な発、

達支援の提供につなげるとともに 地域全体の障害児支援の質の底上げを図、

ることとする。

＜「中核的役割」として明確化する具体的な役割・機能のイメージ＞

・ 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

・ 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテ

ーション機能（支援内容等の助言・援助機能）
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・ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

・ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

（ⅱ）児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化

障害児通所支援については 平成24年の法改正において 障害児や家族に、 、

とって身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう 障害種別毎に分かれ、

ていた給付体系をできる限り一元化したが 児童発達支援センターは 福祉、 「

型 と 医療型 肢体不自由児を対象 に分かれ 障害種別による類型とな」 「 」（ ） 、

っている。

これについて 児童発達支援センターの類型 福祉型・医療型 の一元化、 （ ）

を行うことにより 障害種別にかかわらず 身近な地域で必要な発達支援を、 、

受けられるようにすることを更に進めることとする。

一元化後の児童発達支援センターについては 現行の福祉型児童発達支援、

センターと同様に障害種別にかかわらず支援対象としつつ これまでの医療、

型児童発達支援センターのように診療所の機能を有している場合には 併せ、

て肢体不自由児への治療 リハビリテーション を行うことも可能とするこ（ ）

ととする。

④ 放課後等デイサービスの対象児童の見直し

放課後等デイサービスについては 学校教育法 昭和22年法律第26号 第一、「 （ ）

条に規定する学校 幼稚園及び大学を除く に就学している障害児 を対象と（ 。） 」

しており、義務教育終了後の年齢層（15～17歳）で、高校ではなく、専修学

校・各種学校へ通学している障害児は利用対象とはしていない そうした子ど。

も達の中には 学校終了後や休日に発達支援を特段に必要とせず自立的に過ご、

すことができる場合もあれば 障害の状態・発達段階や家庭環境等により発達、

支援を必要とする場合もある。

このため 専修学校・各種学校へ通学している障害児であっても 障害の状、 、

態・発達段階や家庭環境等の状況から 学校終了後や休日に自立的に過ごすこ、

、とが難しく、放課後等デイサービスによる発達支援を必要とするものとして

市町村長が認める場合については 放課後等デイサービスの給付決定を行うこ、

とを可能とすることとする。

（２）一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊

産婦等への支援の質の向上

① 一時保護所の環境改善

現在 一時保護所には独自の設備・運営基準が存在せず 児童養護施設の基、 、
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準を準用しているが 一時保護は子どもにとって不安の強い状況であり より、 、

手厚い対応が必要となることから、一時保護所について新たに独自の設備･運営

基準を策定することとする 具体的には 都道府県は 設備・運営等の内容の。 、 、

、一部は内閣府令で定める基準に従い、その他の内容は省令の基準を参酌して

条例で基準を定めることとする。

その基準等において 都市部等における慢性的な定員超過状態の解消は喫緊、

の課題であり 平均入所率が100%を超えている一時保護所がある自治体におい、

ては 定員超過解消のための計画を策定し 当該計画に沿って施設整備等を進、 、

めるものとする 国は計画を策定した自治体に対して支援の強化を図ることと。

し 令和３年度補正予算においては 安心こども基金を活用し 一時保護所の、 、 、

定員超過解消のための計画を策定した自治体に対して 整備費の補助率を嵩上、

げ（国9/10）する事業を計上している。

また 一時保護所におけるケアの質を外部の視点でチェックし 必要な改善、 、

につなげるため、一時保護所が第三者評価を受けることとする。

② 民間との協働による親子再統合の事業の実施や 里親支援センターを児童福、

祉施設として位置づけること等による児童相談所による支援の強化

（ⅰ）民間との協働による親子再統合の事業の実施

一時保護や施設の入所措置等の解除等に際して 在宅指導措置を含め 児、 、

童相談所が引き続き関わっていくこととなるが、その後の親子の関係をより良

いものとし 再保護などに至らないようにするためにも 親子関係の支援は重、 、

要である。

このため 児童相談所による保護者支援を行う中で 親子関係の支援の必要、 、

性が高い場合、都道府県等が実施する保護者支援プログラムを適切に活用し、

相談や必要な支援等を行うことができるよう 今般 改正法案において 親子、 、 、

再統合支援事業として制度化し 体制整備を図る なお この事業の実施を以、 。 、

て一時保護や施設等措置の解除を判断するのではなく、その後の親子関係の状

況を必ず評価した上で その後の対応を判断することの必要性について 社会、 、

的養育専門委員会においても指摘がされている。

本事業の制度化は 令和６年４月を予定しているが その円滑な施行のため、 、

には 施行を待たずに 実施可能な自治体から取組を進めていただくことが重、 、

要であり 令和３年度補正予算で 安心こども基金を活用し 先行して事業を、 、 、

実施出来るようにしている。

（ⅱ）新たな児童福祉施設として里親支援センターを創設

平成28年の児童福祉法等改正において規定された家庭養育優先原則の理念の

もと、子どもができる限り良好な家庭的環境にて養育されるよう里親委託の推

進を行うとともに、里親支援事業を通じて、里親への支援を実施してきた。
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一方 里親支援事業は 現行法において都道府県の業務として位置付けられ、 、

た上で 都道府県知事等が認めた者へ委託が可能とされているものの 実態と、 、

して虐待相談対応等に追われている児童相談所で業務が行われていることが多

く 里親家庭の養育環境を整え 委託された子どもの成育を十分に支援してい、 、

くためには、里親支援事業の民間委託を更に進める必要がある。

このため 改正法案において 都道府県社会的養育推進計画 に基づき整備、 「 」

を推進しているフォスタリング機関を新たに 里親支援センター として児童「 」

福祉施設に位置付け、都道府県等から委託を受けた里親支援事業の実施に要す

る費用について、都道府県等の支弁とそれに対する国の負担について児童福祉

法上に位置付けることとしている。

なお 里親支援センターの創設は 令和６年４月施行を予定しているが 児、 、 、

童福祉施設としての里親支援センターについては 里親とともに 委託された、 、

子どもの健全な成長を支えるものであることから 現在 予算事業 里親養育、 、 （

包括支援 フォスタリング 事業 のもとで行われている里親支援の実態を踏（ ） ）

まえつつ 支援の質を確保したものでなければならないと考えている 新たに、 。

里親支援センターに関する設備及び運営基準を定めることになるが、具体的な

基準の内容については、施行までの間に検討を進めていくこととしているので、

予めご承知置き願いたい。

③ 困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事の提供 その後の養育等に係る、

情報提供等を行う事業の創設

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について 社会保障審議会児童「 」（

部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会 によると 子どもの虐） 、

待死亡事例で最も多いのは０歳児であり そのうち月例０か月児の割合が４割、

を占めている また ０日死亡例をみると 10代の若年妊娠の割合が高く全体。 、 、

の３割を占め また予期せぬ妊娠の割合は 全体の６割を占めている状況であ、 、

る。

こうした０日児死亡事例の母親は 社会的孤立が顕著で 周囲に妊娠を告げ、 、

たり 公的機関や医療機関に把握されたりすることなく 助産師等の立ち会い、 、

なしに出産した事例が多く 妊娠期から出産後まで切れ目のない支援体制の整、

備が必要となっている。

このため 改正法案において 予期せぬ妊娠等により身近に頼れる人がいな、 、

い困難を抱える妊産婦等に対して、

・ 入所または通所により安心・安全な居場所の提供

・ 妊娠期の健康維持に係る相談支援 出産の可否を含む今後の生活・養育、

に関する方針の相談支援、メンタルケアの実施

・ 産科医療機関等への同行支援の実施

・ 出産後の母子の意向を踏まえた 母子生活支援施設等の施設への入所や、
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特別養子縁組、乳児院への入所を含む関係機関へのつなぎ

等を行う妊産婦等生活援助事業を創設することとしており 確実に支援につな、

がるよう 支援が必要な妊産婦等に対して 都道府県 市及び福祉事務所設置、 、 、

町村は利用の勧奨を行わなければならないこととする予定である。

なお 本事業の制度化は 令和６年４月を予定しているが その円滑な施行、 、 、

のためには 施行を待たずに 整備可能な自治体から取組を進めていただくこ、 、

とが重要であり 令和３年度補正予算で 安心こども基金を活用し 先行して、 、 、

事業を実施出来るようにしている。

あわせて 予期せぬ妊娠等に悩む妊産婦は 社会から孤立している場合が多、 、

く、また、住所も不安定である場合が多いと考えられることから、

・ 妊産婦支援に取り組む民間団体 医療機関 市町村等の関係機関と連携、 、

し、

・ 支援ニーズの把握に努めるとともに 圏域をまたぐ広域的な調整の実施、

体制の整備

を推進する必要があるため 困難を抱えた妊産婦等の支援に必要な関係機関と、

の連携を行うための連絡協議会の開催や支援ニーズを把握するための実態調査

等の実施に要する費用の支援を計上している。

各都道府県等におかれては 本事業を積極的に活用いただき 困難を抱えた、 、

、妊産婦等に適切な支援を提供するための居場所の整備や生活支援とあわせて

社会から孤立し支援につながらない妊産婦等の実態の把握及び関係機関との連

携に努めていただくよう、強くお願いする。

（３）社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強

化

（ⅰ）社会的養育経験者等に対する自立支援の強化

（児童自立生活援助事業の対象者の見直し）

児童養護施設等に入所している児童等や自立生活援助事業により自立援助ホ

ームに入所している児童等は 措置制度や予算事業による支援が 上限年齢の、 、

到達により一律に打ち切られる現状にある中で 施設退所時に 児童等の５割、 、

程度が生活費や学費に不安があると回答しているところである。

児童の施設の入所措置等の解除等にあたっては 18 20 22歳という年齢で、 、 、

迎える支援の区切りに対して 現在も児童養護施設等において作成する自立支、

援計画や 児童相談所等の関係機関との協議を踏まえ 施設等退所までの計画、 、

が策定されているものと承知しているが 年齢で一律に支援の提供を終了する、

のではなく 児童等の置かれている状況や児童等の意見・意向 関係機関との、 、

調整も踏まえた上で 自立生活援助事業として都道府県等が必要と判断する時、

点まで自立支援を提供できることとする。
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具体的には 20歳まで自立援助ホームや 措置延長により児童養護施設等に、 、

入所していた児童等又は里親等の委託を受けていた児童等は 20歳以降は 児、 、

童自立生活援助事業を活用し それまで入所していた児童養護施設等や自立援、

助ホーム 委託を受けていた里親などにより都道府県が必要と判断する時点ま、

で引き続き自立支援を受けることを可能とする。

なお 都道府県が必要と判断する時点については 改正児童福祉法施行まで、 、

に国として一定の考え方を示す予定であるが 自立生活援助事業の活用にあた、

っては 都道府県が施設等の関係者とのケース会議を開催することで 予め自、 、

立支援の必要性や支援の内容 支援の終了時点を決定することとし 自立支援、 、

を適切な期間提供するとともに 障害福祉制度など他の福祉制度へのつなぎも、

含めて、確実な自立を図ることとする。

（社会的養護自立支援拠点事業の創設）

また 施設入所していた児童等については 頼れる保護者がいないことも多、 、

く 施設退所等した児童等のうち ４年制大学に進学した者の２割程度が中退、 、

しており 就職した児童等の約１割が３か月で離職しているなど 施設等退所、 、

後の生活において課題や不安を抱えている児童等が存在しているため 施設等、

を退所した児童等に対しても相談支援や居場所の提供等の支援が必要となって

いる。

こうした施設等を退所した児童等のみならず 児童相談所等へ一時保護され、

たものの措置には至らず、在宅指導等のみを受けた児童等に対して、

・相互交流の場の提供、

・自立した生活に関する情報提供、就労に関する相談支援や助言、

・関係機関との連絡調整

、等を実施する場所として社会的養護自立支援拠点事業を創設することにより

自立支援の提供体制の強化を図ることとする なお 対象となる児童等の具体。 、

的な考え方については 改正児童福祉法施行までに国として一定の考え方を示、

す予定である。

また、社会的養護自立支援拠点事業は支援を希望する児童等からの申込に対し

て事業者が応じる形で事業が提供されることを基本とするが、自発的に事業を利

用しない児童等に 都道府県は 市町村 福祉事務所長及び児童相談所長から事、 、 、

業の実施が適当である旨の通知を受けた場合に 必要があると認めるときは 社、 、

会的養護自立支援拠点事業の実施の利用を勧奨しなければならないこととする。

なお、自立生活援助事業の改正と社会的養護自立支援拠点事業の制度化の他、

自立支援の体制の強化を図るため、措置解除者等の実態把握及び自立支援につい

て、都道府県が行わなければならない業務として明確化することとする。

改正法案における自立支援に資する事業の制度化は、令和６年４月を予定して

いるが 自立支援の提供体制の強化は急務であるため 施行を待たずに 自立支、 、 、
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援の提供体制の強化が可能な自治体から取組を進めていただくことが重要であり、

令和３年度補正予算で 安心こども基金を活用し 生活相談や就労相談等の自立、 、

支援を行う事業所の整備に資する事業や社会的養護経験者等の実態把握に係る調

査の実施や関係機関との連携の強化に資する事業を計上しているため、事業の積

極的な活用に向けて検討いただきたい。

（ⅱ）障害児入所施設の入所児童等の地域生活等への移行の推進

（障害児入所施設の入所児童の移行調整に関する責任主体の明確化）

平成24年施行の児童福祉法改正において 当時 障害児入所施設に入所できて、 、

いた18歳以上の障害者については 改正後は大人として相応しい より適切な支、 、

援を行っていくため 障害者施策で対応することとされたが 移行調整が十分進、 、

まず、18歳以上の者が障害児入所施設に留まっている状況がある。

障害児入所施設から成人としての生活への円滑な移行を促進するため、都道府

県及び政令市が移行調整の責任主体であることを明確化し、関係者との協議の場

を設け、地域資源の整備等を含めた総合的な調整を行うこととする。

（移行調整が著しく困難である場合の障害児入所施設の入所年齢の延長）

また 一定年齢以上の入所で移行可能な状態に至っていない場合や 強度行動、 、

障害等が18歳近くになって強く顕在化してきたような場合等に十分配慮する必要

があることから、現行法において障害児入所施設に入所できる児童の年齢が22歳

満了時 入所の時期として最も遅い18歳直前から起算して５年間の期間 までの（ ）

入所継続を可能とすることとする。

なお、障害児入所施設に入所する障害児等の移行調整については、都道府県、

市町村等の関係者ごとに具体的に取り組んでいただくべきこと等を手引書として

まとめ 障害児入所施設に入所する障害児等の新たな移行調整の枠組みの構築、「

について （令和３年12月23日障発1223第３号）を発出している。」

令和３年３月31日時点での、18歳以上で移行先が決まっていない者の人数は

470人となっており 各都道府県・指定都市におかれては 法改正を待たず 障、 、 、

害児入所施設の入所児童等の実態を把握しつつ、入所している18歳以上の者及び

18歳未満の児童の円滑な移行を図ることができるよう、上記の手引書を読み込ん

でいただき、市町村や施設等の関係機関との連携強化等に努められたい。

（４）児童の意見聴取等の仕組みの整備

全ての子どもについて 特に養育環境を左右する重大な決定に際し 子どもの、 、

意見・意向を聴き 子どもが参画する中で 子どもの最善の利益を考えて意思決、 、

定が為されることが必要である。

このため 改正法案において 都道府県は 引き続き 子どもの権利擁護の取、 、 、 、
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組みを推進するため、

① 子どもの権利擁護の環境整備を行うことを都道府県の業務として位置づけ、

② 都道府県知事又は児童相談所長が行う措置等の決定時において 子どもの、

意見聴取等を行うこととし、

③ 子どもの意見表明等を支援するための事業を制度に位置づけ その体制整、

備に努める

こととしている。

①子どもの権利擁護に係る環境整備については 都道府県知事又は児童相談所、

長が行う意見聴取等や入所措置等の措置、児童福祉施設等における処遇について、

児童福祉審議会による調査審議・意見具申その他の方法により 子どもの権利擁、

護に係る環境を整備することを、都道府県の業務とする。

②都道府県知事又は児童相談所長が行う在宅指導 里親委託 施設入所等の措、 、

置 指定発達支援医療機関への委託 一時保護の決定やこれらの措置の解除 更、 、 、

新等を行う際には 子どもの最善の利益を考慮するとともに 子どもの意見又は、 、

意向を勘案して措置等を行うために あらかじめ ※ 年齢 発達の状況その他、 （ ）、 、

の子どもの事情に応じ意見聴取その他の措置を講じなければならないこととする。

※ 一時保護など、緊急で意見聴取等の時間がない場合は、事後速やかに行う。

③意見表明等支援事業については ②の意見聴取等の義務の対象となっている、

子ども等を対象に 子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者 意見表明等支、 （

援員 が 意見聴取等により意見又は意向を把握するとともに それを勘案して） 、 、

児童相談所 都道府県その他関係機関との連絡調整等を行うこととする この意、 。

見表明等支援事業を担う機関の考え方については 改正法案の施行までに 先行、 、

（ 、 、 ）して実施しているモデル事業の実績 NPO 大学 弁護士など多様な機関が実施

を踏まえ、検討してお示ししたい。

なお ③意見表明等支援事業の制度化は 令和６年４月を予定しているが そ、 、 、

の円滑な施行のためには 施行を待たずに 実施可能な自治体から取組を進めて、 、

いただくことが重要であり 令和４年度予算で 児童虐待・ＤＶ対策等総合支援、 、

事業を活用し、先行して事業を実施出来るようにしている。

（５）一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入

一時保護の判断の適正性や手続の透明性の確保のため 一時保護開始時の司法、

審査を導入する 具体的には 裁判官が発付する一時保護状による方法とし 児。 、 、

童相談所は 親権者等が一時保護に同意した場合 請求までに一時保護を解除し、 、

た場合 親権者等がいない場合を除いて 保護開始から７日以内又は事前に裁判、 、

官に一時保護状を請求することとする。

本制度の導入に際して 児童虐待のおそれがあるとき等 一時保護の要件を法、 、

令上明確化し その要件に該当するときは 明らかに一時保護の必要がないと認、 、
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めるときを除き、裁判官は一時保護状を発付することとする。

一時保護状発付の請求が却下された場合は 一時保護を解除した際に子どもの、

生命及び心身に重大な危害が生じるおそれがあるときには 却下の翌日から３日、

以内に、児童相談所から不服申立てを行うことができることとする。

その他 所要の手続規定を改正法案において設けており これらの施行は 公、 、 、「

布の日から起算して３年以内の政令で定める日 としており 施行までに実務者」 、

から構成される作業チームで詳細を検討していくことを予定している。

（６）子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上

子ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた人材を

早期に輩出するため 一定の実務経験のある有資格者や現任者について 国の基、 、

準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格 ※ を導入す（ ）

る。

※ 社会的養育専門委員会 審議会 の報告書では 子ども家庭福祉ソーシャ（ ） 「

ルワーカー（仮称 」とされているが、名称は今後検討）

この新たな認定資格は 児童福祉司の任用要件を満たすものとして児童福祉法、

上位置づける ※１ また 現場への任用が進むよう 児童相談所のスーパーバ（ ）。 、 、

イザーになりやすい仕組み 概ね５年→概ね３年の実務経験 ※２ や施設等に（ （ ））

配置するインセンティブを設定する。

※１：認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。

※２：要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験が２年以上あるな

ど、実践的な能力がある場合に限ることとする。

新たな認定資格の取得状況その他の施行の状況を勘案するとともに、下記

※ の環境を整備しつつ 児童の福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とす（ ） 、

る支援を行う者に関して その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の、

在り方について 国家資格を含め 認定資格の施行 R6.4 後２年を目途として、 、 （ ）

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

※ その者が実施すべき業務の内容、必要な専門的な知識・技術や教育課程の

内容の明確化 養成するための必要な体制の確保 その者がその能力を発、 、

揮して働くことができる場における雇用の機会の確保

（７）児童をわいせつ行為から守る環境整備

児童と接する業務に従事する者が 児童に対してわいせつ行為を行い いった、 、

ん当該業務に係る免許の失効・取上げや資格の登録の取消等を受けた後 一定期、

間後に再度児童と接する業務に従事することにより わいせつ行為を繰り返す事、

案が発生していること等を背景に 令和３年５月に 児童へわいせつ行為を行い、 、

免許状が失効した教育職員等の情報が登録されたデータベースの構築等を行うこ
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とや 当該者の免許の再授与にあたって裁量をもたせること等を内容とする教員、

議員立法が成立したところ。

当該教員議員立法の附則として 児童生徒等と接する業務に従事する者の資格、

及び児童生徒等に性的な被害を与えた者に係る照会制度の在り方等について検討

を加えることなどの規定が盛りこまれているほか 参議院及び衆議院文教科学委、

員会の附帯決議において 児童生徒等に対してわいせつ行為を行った保育士の実、

態把握を進めるとともに 早期に保育士資格についても 議員立法における教育、 、

職員に関する仕組みと同様の仕組みを検討することとされている。

上記の状況を踏まえ 「地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討、

会 での議論も踏まえ 教員と同様 児童へわいせつ行為を行った保育士の資格」 、 、

管理の厳格化を内容とする改正を行うこととする。具体的な内容は以下のとおり。

・ 保育士の欠格事由に係る登録禁止期間を禁錮以上の刑に処せられた場合に

無期限、それ以外の場合には３年とすること

・ 保育士の取消事由に児童へわいせつ行為を行った場合を追加し 児童へわ、

いせつ行為を行ったことにより保育士登録を取り消された者については 保、

育士資格の再登録の際に審査を行う仕組みを導入すること

・ 児童へわいせつ行為を行った保育士等の情報に係るデータベースを整備し、

雇用主が保育士の雇用の際に当該情報を活用できるようにすること 等

※ 施行日は 令和５年４月１日を予定 データベースの整備に関するものは、 （

公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日を予

定）

今後の保育士の具体的な資格管理の在り方等については 法改正の内容を踏ま、

えてお示ししていくことを考えているところ 保育士の資格管理を行う都道府県、

を中心に 各種の調査依頼等に御協力いただくことをお願いするため 御承知お、 、

き願いたい。

また 児童へのわいせつ行為を行ったベビーシッターの対策等のため 社会保、 、

障審議会児童部会子どもの預かりサービスの在り方に関する専門委員会での議論

を踏まえ、

・ 事業停止命令等を受けた認可外保育施設の名称等を公表できることとする

こと

・ 都道府県知事が事業停止命令等を行うために必要がある場合には 他の都、

道府県 知事に対して 当該命令等の対象となるべき施設の設置者に関す、

る情報等の提供を求めることができることとすること

を内容とする改正を行うこととしている

（施行日は、公布の日から起算して３月を経過した日を予定）

19



児童福祉法等の一部を改正する法律案の概要

改正の趣旨

改正の概要

施行期日

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支
援のための体制強化等を行う。

１．子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、母子保健法】
①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこども家庭センター（※）の設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）によ
る相談機能の整備に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サポートプラン）を作成する。

※子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを見直し。

②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村
が必要に応じ利用勧奨・措置を実施する。

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型
（福祉型、医療型）の一元化を行う。

２．一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上【児童福祉法】
①一時保護所の設備・運営基準を策定して一時保護所の環境改善を図る。児童相談所による支援の強化として、民間との協働による親子再統合の事業の実施
や、里親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を行う。

②困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等を行う事業を創設する。
３．社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化【児童福祉法】
①児童自立生活援助の年齢による一律の利用制限を弾力化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。
②障害児入所施設の入所児童等が地域生活等へ移行する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの入所継続を可能とする。
４．児童の意見聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】
児童相談所等は入所措置や一時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意見・意向を勘案して措置を行うため、児童の意見聴取等の措置を講ずることとす

る。都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を行う。
５．一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入【児童福祉法】
児童相談所が一時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は保護開始から７日以内に裁判官に一時保護状を請求する等の手続を設け
る。
６．子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上【児童福祉法】
児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任用要件に追加する。

７．児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）【児童福祉法】
児童にわいせつ行為を行った保育士の資格管理の厳格化を行うとともに、ベビーシッター等に対する事業停止命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、
所要の改正を行う。

1令和6年4月1日（ただし、5は公布後3年以内で政令で定める日、７の一部は公布後3月を経過した日、令和５年４月１日又は公布後2年以内で政令で定める日）

※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、
その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

妊産婦 子育て世帯
（保護者）

子ども

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

○児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○把握・情報提供、必要な調査・指導等
○支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○保健指導、健康診査等

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成

○ 市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の設立の意義
や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ 子ども家庭総合支援拠点：635自治体、716箇所、子育て世代包括支援センター：1,603自治体、2,451箇所 （令和３年４月時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※ 児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、母子保健の相談等を市区町村の行わな

ければならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携

2
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子育て短期支援事業
➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を
可とする。

➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進め
る。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。
例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う
例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

市区町村の計画的整備

子ども・子育て交付金

の充当

3
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○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業
➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。

児童発達支援センターの役割・機能の強化

＜制度の現状＞
○ 主に未就学の障害児の発達支援を行う「児童発達支援センター」については、地域における中核的役割を果たすことが期待されているが、
果たすべき機能や、一般の「児童発達支援事業所」との役割分担が明確でない。

○ 障害児通所支援については、平成24年の法改正において、障害児や家族にとって身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう、障害種
別毎に分かれていた給付体系をできる限り一元化したが、児童発達支援センターは「福祉型」と「医療型」（肢体不自由児を対象）に分か
れ、障害種別による類型となっている。

【現 行】

医療型児童発達支援

福祉型児童発達支援センター児童発達支援

【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援

【対象】肢体不自由児
【支援内容】福祉的支援＋治療（リハビリテーション）

【改正案】

児童発達支援センター

その他の児童発達支援事業所

児童発達支援 【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援（＋肢体不自由児の治療（＊））
＊ これまで医療型で行ってきた治療（リハビリテーション）
は引き続き実施可能

一
元
化

医療型児童発達支援センター

※福祉型と医療型を「児童発達支援センター」に一元化642か所

95か所

7,852か所

※ か所数は令和2年10月時点。児童発達支援は国保連データ、福祉型及び医療型の
児童発達支援センターは社会福祉施設等調査によるか所数。

＜改正案の内容＞
① 児童発達支援センターが、地域における障害児支援の中核的役割を担うことを明確化する。
⇒ これにより、多様な障害のある子どもや家庭環境等に困難を抱えた子ども等に対し、適切な発達支援の提供につなげるとと
もに、地域全体の障害児支援の質の底上げを図る。
＜「中核的役割」として明確化する具体的な役割・機能のイメージ＞

① 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

② 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容等の助言・援助機能）

③ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

② 児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化を行う。
⇒ これにより、障害種別にかかわらず、身近な地域で必要な発達支援を受けられるようにする。

その他の児童発達支援事業所

4
21



○ 放課後等デイサービスについては、「学校教育法（昭和22年法律第26号）第一条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学し
ている障害児」を対象としており、義務教育終了後の年齢層（15～17歳）で、高校ではなく、専修学校・各種学校へ通学している障害児
は利用することができない。そうした子ども達の中には、学校終了後や休日に発達支援を特段に必要とせず自立的に過ごすことができる場
合もあれば、障害の状態・発達段階や家庭環境等により発達支援を必要とする場合もある。

※ 本件は、平成30年地方分権改革推進提案における自治体の提案を踏まえたもの。

○ このため、専修学校・各種学校へ通学している障害児であっても、障害の状態・発達段階や家庭環境等の状況から、学校終了後や休日

に自立的に過ごすことが難しく、放課後等デイサービスによる発達支援を必要とするものとして、市町村長が認める場合については、放

課後等デイサービスの給付決定を行うことを可能とする。

放課後等デイサービスの対象児童の見直し

○ 学校教育法第１条に規定する
学校（幼稚園・大学を除く）
・小学校
・中学校
・高校
・特別支援学校

現 行

○ 学校教育法第１条に規定する
学校（幼稚園・大学を除く）
・小学校
・中学校
・高校
・特別支援学校

・専修学校
・各種学校

見直し後

○ 障害の状態・発達段階や家庭環境等の状況から、学校終了後や休日に自立的に過ごすことが難しく、放課後等デイサービスによる
発達支援を必要とするものとして、市町村長が認める場合

見直しの内容

対象者のイメージ

※ 施行期日：令和６年４月１日

5

都道府県等・児童相談所による支援の強化

○ 児童相談所の業務負荷が著しく増大する中で、民間と協働し、支援の強化を図る必要がある。

○ このため、民間に委託した場合の在宅指導措置の費用を施設等への措置の費用と同様に義務的経費にするとともに、

① 措置解除等の際に親子の生活の再開等を図るため、親子再統合支援事業を制度に位置づける。

② 家庭養育の推進により児童の養育環境を向上させるため、里親支援センターを児童福祉施設として位置づける。

○ 妊婦に対する寄り添いや心理的ケア、出産支援、産後の生活支援など支援を必要とする妊婦に対する包括的な支援事
業を制度に位置づける。

＜里親支援センターの設置＞

➢ 里親の普及啓発、里親の相談に応じた必要な援助、入所児童と里親相互の交流の場の提供、里親の選定・調整、委託
児童等の養育の計画作成といった里親支援事業や、里親や委託児童等に対する相談支援等を行う。

➢ 里親支援の費用を里親委託の費用と同様に義務的経費とする。

＜親子再統合支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 親子の再統合（親子関係の再構築等）が必要と認められる児童とその保護者を対象

➢ 児童虐待の防止に資する情報の提供、相談、助言等を行う。

例）ピア・カウンセリング、心理カウンセリング、保護者支援プログラム 等

6

＜妊産婦等生活援助事業（都道府県等の事業※都道府県、市、福祉事務所設置町村）＞

➢ 家庭生活に支障が生じた特定妊婦等とその子ども（親に頼ることができない、出産に備える居宅がない等）を対象

➢ 住居に入居させ、又は事業所等に通所、訪問により、食事の提供などの日常生活の支援を行う。養育に関する相談・
助言、関係機関との連絡調整（産後の母子生活支援施設等へのつなぎ等）、特別養子縁組の情報提供等を行う。
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＜社会的養護自立支援拠点事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 措置解除者等や自立支援を必要とする者（※）を対象
※ 例えば、一時保護をされたが措置には至らなかった場合、施設に入所等しながら退所後を見据えた利用を行う場合、施設の退所等の後に利用する場合

➢ 相互の交流を行う場所を開設し、対象者に対する情報の提供、相談・助言、関係機関との連絡調整等を行う。

○ 施設入所等の措置等を解除された者等（措置解除者等）の実情を把握し、その自立のために必要な援助を行うことに
ついて、都道府県が行わなければならない業務にするとともに、

① 児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等を弾力化する、

② 生活・就労・自立に関する相談等の機会や措置解除者等の間の相互相談等の場を提供する事業を制度に位置づける。
※ 措置解除者等：年間7,964人（平成30年度）

社会的養育経験者の自立支援

18歳 20歳 22歳
18歳 20歳 22歳

措置延長

児童自立生活援助事業

【現行】 【見直し後】

措置延長

児童自立生活援助事業

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：高等学校の生徒、大学生、
その他の生徒又は学生で満20
歳に達した日から満22歳に達
する年度の末日までの間の者
で満20歳に達する日の前日ま
でに自立生活援助を利用して
いた措置解除者等

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：満20歳以上の措置解除者等
で高等学校の生徒、大学生そ
の他のやむを得ない事情によ
り自立生活援助の実施が必要
と都道府県知事が認めた者

7

別途予算対応

児童自立生活援助事業

＜児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等の弾力化＞

➢ 年齢要件について都道府県知事が認めた時点まで児童自立生活援助の実施を可能（※）にするとともに、教育機関に在
学していなければならない等の要件を緩和する。
※ 満20歳以降も児童自立生活援助事業を活用して同じ施設等に入所等し続けることを可能とする。

Ⓐ Ⓑ
Ⓑ

Ⓑ

Ⓐ

＜制度の現状＞
○ 平成24年施行の児童福祉法改正において、当時、障害児入所施設に入所できていた18歳以上の障害者については、改正後は大人として
相応しい、より適切な支援を行っていくため、障害者施策で対応することとされたが、移行調整が十分進まず、18歳以上の者が障害児入
所施設に留まっている状況がある。

障害児入所施設からの円滑な移行調整の枠組みの構築

【福祉型障害児入所施設に入所中の18歳以上で移行先が決定していない者の現状（年代別）】

248

133

53 27 9
0

50
100
150
200
250
300

18～19歳 20～29 30～39 40～49 50歳以上

人
数 n=470人

出典：厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課
障害児・発達障害者支援室調べ（令和３年３月３１日時点）

※１ 移行先が決まっているため、令和３年度中に退所予定の者を除く

※２ 470人（過齢児）のうち、22歳までの者は313人（うち19歳以下
の者248人、20歳～22歳の者は65人）、23歳以上の者は157人。

＜改正案の内容＞
① 障害児入所施設から成人としての生活への移行調整の責任主体（都道府県及び政令市）を明確化する。

＜都道府県・政令市が取り組む内容＞

① 関係者との協議の場を設ける

② 移行調整及び地域資源の整備等に関する総合的な調整を行う 等

② 一定年齢以上の入所で移行可能な状態に至っていない場合や、強度行動障害等が18歳近くになって強く顕在化して
きたような場合等に十分配慮する必要があることから、22歳満了時（入所の時期として最も遅い18歳直前から起算し
て５年間の期間）までの入所継続を可能とする。
（注）現行法において入所できる児童の年齢は原則18歳未満。20歳未満まで入所の延長が可能。

※ １８歳以上で移行先が決定していない者については、令和３年１２月に都道府県・政令市等に対し、①地域のグループホーム等への移行調整や、②児者転換（障害児入所施設
から障害者支援施設への転換）、③児者併設（障害児入所施設を分割した一方を障害者支援施設として併設）等の対応を加速するよう手引きを示し、取組を進めている。

8
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子どもの意見聴取等の仕組みの整備

＜児童相談所や児童福祉施設における意見聴取等＞

➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う在宅指導、里親委託、施設入所等の措置、指定発達支援医療機関への委託、一時保
護の決定時等（※）に意見聴取等を実施
※ 措置等の解除、停止、変更、期間の更新の時点についても同様。一時保護など緊急で意見聴取等の時間がない場合は事後も許容。

➢ 子どもの最善の利益を考慮するとともに、子どもの意見又は意向を勘案して措置等を行うために、あらかじめ、年
齢、発達の状況その他の子どもの事情に応じ意見聴取その他の措置を講じなければならない。

＜意見表明等支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 児童相談所長等の意見聴取等の義務の対象となっている子ども等を対象

➢ 子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意見表明等支援員）が、意見聴取等により意見又は意向を把握するとと
もに、それを勘案して児童相談所、都道府県その他関係機関との連絡調整等を行う。

＜子どもの権利擁護に係る環境整備＞

➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う意見聴取等や入所措置等の措置、児童福祉施設等における処遇について、都道
府県の児童福祉審議会等（※）による調査審議・意見具申その他の方法により、子どもの権利擁護に係る環境を整備する
ことを、都道府県等の業務とする。
※ 児童福祉法に基づき都道府県に設置され、子ども等の福祉に関する事項を調査審議し、また関係行政機関に意見具申することができる。

○ 都道府県等において、引き続き、子どもの権利擁護の取組みを推進するため、

① 子どもの権利擁護の環境整備を行うことを都道府県等の業務として位置づけ、

② 都道府県知事又は児童相談所長が行う措置等の決定時において、子どもの意見聴取等を行うこととし、

③ 子どもの意見表明等を支援するための事業を制度に位置づけ、その体制整備に努めることとする。

9

一時保護の開始時の司法審査等

一
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６
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月

親権者等の意に反する場合、延長
（２ヶ月ごと）に際し家裁の承認
が必要（家事審判）（H30.4施行）

一
時
保
護
解
除

一時保護した場合、一時保護開始から
７日以内に児童相談所は裁判所に一時保護
状を請求する必要がある。ただし、親権者
等が一時保護に同意する場合等は除く。
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＜一時保護開始時の適正手続の確保（司法審査）＞
〇 一時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保のため、一時保護開始の判断に関する司法審査を導入する。

裁判官が発付する一時保護状による方法（事前又は保護開始から７日以内に児童相談所は書面で請求）とする。

対象として、親権者等が一時保護に同意した場合や請求までに一時保護を解除した場合等は除く。

児童虐待のおそれがあるときなど、一時保護の要件を法令上明確化。その要件に該当するときは、明らかに一時
保護の必要がないと認めるときを除き、裁判官は一時保護状を発付する。

一時保護状発付の請求が却下された場合、一時保護を解除した際に子どもの生命及び心身に重大な危害が生じる
おそれがあるときには、児童相談所からの不服申立手続を設ける（却下の翌日から３日以内にその取消を請求）

＜一時保護所の設備・運営基準の策定等＞
〇 ケアの困難度が高い子どもの入所という一時保護所の特性を踏まえ、新たに設備･運営基準を策定し、下記の内容
を規定する。
・平均入所率が100%を超えている一時保護所がある自治体は、定員超過解消のための計画を策定。その場合には、国が重点的に支援を実施し、
施設整備等を進めることにより、一時保護所の環境改善を目指す。

・一時保護所におけるケアの質を外部の視点でチェックし、必要な改善につなげるため、一時保護所が第三者評価を受けることとする。

○ 児童相談所が措置を講じるに当たって、地方自治体、医療機関、医学に関する大学、児童福祉施設、子どもが在籍
する学校など関係機関から、情報の提供や意見の開陳など必要な協力を求めることができることを明記する。
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子ども家庭福祉の認定資格

※対象となる保育士の範囲は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ今後検討

社会福祉士
精神保健
福祉士

一定の実務経験のある有資格者のルート

子ども家庭福祉指定研修（100時間程度）

現任者のルート

※当分の間の経過措置

子ども家庭福祉分野の

相談援助の実務経験

４年

：認定機関が認定するカリキュラム

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

保育士の

実務経験

４年

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

試験 ※認定機関が実施。指定研修等の効果も測定する
実践的な内容

※子ども家庭福祉の現場で働きながらの受講や試験となるため、現場の
意見も聴きながら内容は今後検討

相談援助の実務経験

２年

子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上

○子ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた人材を早期に輩出するため、まずは、一定の実務経験の
ある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格（※）を導入する。
※社会的養育専門委員会（審議会）の報告書では「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」とされているが、名称は今後検討

○この新たな認定資格は、児童福祉司の任用要件を満たすものとして児童福祉法上位置づける（※１）。また、現場への任用が進むよ
う、児童相談所のスーパーバイザーになりやすい仕組み（概ね５年→概ね３年の実務経験（※２））や施設等に配置するインセン
ティブを設定する。
※１：児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について的確な措置を実施するのに十分な知識等を有する者として規定し、認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。

※２：要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験があるなど、子ども家庭福祉の実践的な能力がある場合に限ることとする。

○新たな認定資格の取得状況その他の施行の状況を勘案するとともに、下記（※）の環境を整備しつつ、児童の福祉に関し専門的
な知識及び技術を必要とする支援を行う者に関して、その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、
国家資格を含め、認定資格の施行（R6.4）後２年を目途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。（◎）
※その者が実施すべき業務の内容、必要な専門的な知識・技術や教育課程の内容の明確化、養成するための必要な体制の確保、その者がその能力を発揮して働くことができる場における雇用の機会の確保

11

※上記の（◎）参照

⑤そのほか、わいせつ行為を行ったベビーシッターについては、児童福祉法に基づく事業停止命令等の情報について公表できること等を規定することに
より、利用者への情報提供を図る。

改正事項 保育士（児童福祉法）（現行） 教員（教育職員免許法等） 保育士（児童福祉法）（見直し案）

①
欠
格
期
間

禁錮以上の刑に処
せられた場合

執行を終わった日等から起算して２
年

期限なし
※ただし、刑法における刑の消滅規定によ
る制限あり

期限なし
※ただし、刑法における刑の消滅規定
による制限あり

罰金の刑に処せら
れた場合

児童福祉関係法律の規定による場合
に、執行を終わった日等から起算し
て２年

ー
児童福祉関係法律の規定による場合に、
執行を終わった日等から起算して３年

登録取消・免許状
失効等による場合

登録取消の日から起算して２年 免許状失効等の日から３年 登録取消の日から起算して３年

②
登
録
取
消
等
の
事
由

登録の取消・免許
状失効等を行わな
ければならない場
合

＜取消事由＞
・欠格事由に該当するに至った場合
・虚偽等に基づく登録を受けた場合

＜取消事由＞
・欠格事由に該当するに至った場合
・教職員が懲戒免職等の処分を受けた場合
（わいせつ行為を行った場合には、原則
として懲戒免職とするよう求めている）

＜取消事由＞
・欠格事由に該当するに至った場合
・虚偽等に基づく登録を受けた場合
・わいせつ行為を行ったと認められる
場合

登録の取消・免許
状失効等を行うこ
とができる場合

＜取消事由＞
・信用失墜行為の場合
・秘密保持義務違反の場合

＜取消事由＞
・教員にふさわしくない非行の場合
・故意による法令違反の場合

＜取消事由＞
・信用失墜行為の場合
・秘密保持義務違反の場合

③わいせつ行為を行っ
た者の再登録等の制限

欠格期間経過後は再登録の申請が可
能

わいせつ行為を行ったことにより免許状が
失効等した者については、その後の事情か
ら再免許を授与するのが適当である場合に
限り、再免許を授与することができる (※)

わいせつ行為を行ったことにより登録
を取り消された者等については、その
後の事情から再登録が適当である場合
に限り、再登録することができる

④わいせつ行為により
登録取消・免許状失効
した者の情報把握
（データベースの整
備）

ー

わいせつ行為により免許状が失効等した者
の情報が登録されたデータベースを整備す
るなどわいせつ行為を行った教員の情報を、
教員を雇用する者等が把握できるような仕
組みを構築する（※）

わいせつ行為により保育士の登録を取
り消された者等の情報が登録された
データベースを整備するなどわいせつ
行為を行った保育士の情報を、保育士
を雇用する者等が把握できるような仕
組みを構築する

注 わいせつ行為とは、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第57号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する「児童生徒性暴力等」を指す。
※ 法の規定に基づく対応 12

児童をわいせつ行為から守る環境整備
（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）
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市区町村の母子健康包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点を再編し、妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的相談を行う機能を有す
る機関の整備等を推進するとともに、支援を必要とする妊産婦、子育て世帯、子どもを対象とした新たな家庭支援（訪問支援等）を推進して
いくことで、包括的な支援体制の構築を図る。

新たな子育て家庭支援の基盤を早急に整備していくための支援

目 的
令和３年度第１次補正予算額：６０２億円（安心こども基金に計上）

支援内容

(訪問家事育児支援) (子どもの居場所支援)

１．母子保健と児童福祉の相談支援機関を再編した一体的な相談支援体制の整備の推進

（１）母子保健と児童福祉の一体的相談支援機関の整備に必要な整備費・改修費の支援
【母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業】

（２）母子保健と児童福祉の一体的相談支援機関における子育て世帯等を対象としたサポートプランの
作成や地域づくり、ネットワーク構築等の推進 【母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業】

（３）若年等リスクを抱えた妊婦家庭を訪問し、状況把握等を行う取組の推進【妊婦訪問支援事業】

２．支援を必要とする妊産婦、子育て世帯、子どもを対象とした新たな家庭支援の推進

（１）子育て世帯等を対象とした訪問家事・育児支援の推進【子育て世帯訪問支援臨時特例事業】

（２）ペアレント・トレーニングの提供等、親子関係形成支援の推進【保護者支援臨時特例事業】

（３）家庭や学校に居場所のない子どもの居場所支援の推進
【子どもの居場所支援整備事業／子どもの居場所支援臨時特例事業】

（４）子育て世帯のレスパイト支援の充実（親子入所支援・利用料減免等）
【子育て短期支援整備事業／子育て短期支援臨時特例事業／一時預かり利用者負担軽減事業】

３．支援の必要性の高い妊産婦・子どもへの支援体制の強化

（１）支援の必要性の高い妊産婦の滞在型支援の推進
【特定妊婦等支援整備事業／特定妊婦等支援臨時特例事業】

（２）児童相談所一時保護所の定員超過解消に向けた受け皿整備に必要な整備費・改修費の支援
【児童相談所一時保護所等整備事業】

（３）社会的養護経験者（ケアリーバー）に対する自立支援体制の整備
【社会的養護自立支援整備事業／社会的養護自立支援実態把握事業】

(親子関係形成支援)

都道府県・指定都市・児童相談所設置市・市町村（NPO法人等に委託可）

実施主体

令和３年度～令和５年度末

実施期間

(支援の必要性の高い妊産婦の支援) (社会的養護経験者の自立支援)
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妊産婦、子育て世帯、子どもの誰１人取り残すことなく、相談を受け適切な支援につなぐためには、母子保健の相談機関（子育て世代
包括支援センター）と児童福祉の相談機関（市区町村子ども家庭総合支援拠点）双方のより一層の連携強化が必要である。このため、母
子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図るうえで必要な整備費等の支援を行うとともに、統括支援員を配置し、母子保
健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図ることにより、母子保健・児童福祉双方の相談機関の連携強化の一層の推進を図
る。

事業概要

母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業・運営事業（概要）

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業（整備費）

【事業内容】
母子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図る市町村が行う子育て世代包括支援センター及び市区町村子ども家庭総
合支援拠点の整備費等の支援を行う。

【実施主体】
市町村

【補助割合】
国９／１０、市町村１／１０

【補助基準額】
整備費・改修費 １か所当たり 17,392千円
開設準備経費 児童福祉・母子保健いずれか片方のみ整備する場合 １か所3,578千円

児童福祉・母子保健双方を整備する場合 １か所7,333千円

パターン① 移管改修整備する場合 パターン② 追加改修整備する場合

児童福祉
（母子保健）

母子保健
（児童福祉）

パターン③ 新規整備する場合

児童福祉 母子保健児童福祉 母子保健

母子保健児童福祉
一体的相談支援機関

距離が離れている等を
理由に連携が不十分

未整備 未整備 未整備

既存の相談機関を
移管統合

母子保健児童福祉
一体的相談支援機関

母子保健児童福祉
一体的相談支援機関

母子保健(又は児童福祉)
の相談機関を改修

一体的な相談機関
として新規整備

（参考）整備のイメージ
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母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業（運営費）

【事業内容】
統括支援員を配置し、母子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図る市町村の相談支援機関に対して、統括支援員
の配置に必要な費用の支援を行うとともに、訪問支援や子どもの居場所支援等の家庭・養育環境支援に係るニーズ把握や周知広報、
人材育成等、制度の円滑な導入に資する費用の支援を行う。

【実施主体】
市町村

【補助割合】
国２／３、都道府県１／６、市町村１／６

【補助基準額】
・一体的相談支援機関運営支援 １か所当たり 6,272千円
（児童人口１万人以上の相談支援機関に限る）

・家庭・養育環境支援の円滑導入支援 １市町村当たり 3,208千円

母子保健（子育て世代包
括支援センター）

○保健師等

○利用者支援専門員

○困難事例に対応する専門職

児童福祉（市区町村子ど
も家庭支援総合拠点）

○子ども家庭支援員

○心理担当支援員

○虐待対応専門員

○ 母子保健・児童福祉をともにマネジメントできる責
任者や母子保健と児童福祉双方に十分な知識を有する統
括支援員の配置を行うこと

○ 母子保健と児童福祉双方の職員が、常に情報共有で
きる環境を整備すること

○ 母子保健と児童福祉双方の業務について、それぞれ
の職員が協働して対応するとともに、責任者や統括支援
員が確認を行う体制を整備すること

○ 地域の妊産婦・子育て世帯・子どもの支援に取り組
む地域資源（社会福祉法人・NPO法人等）の創出や連携
の推進

統括支援員の配置による
母子保健と児童福祉の連携の強化

（参考）統括支援員の配置による一元的マネジメント体制の構築のイメージ

一体的運営の例

15

○ 妊婦届の提出時に妊婦の状態等を確認し、若年、経済的不安、生育歴、パートナー・家庭の状況から、孤立した育児に
陥るなど育児が困難になることが予測される妊婦や、妊婦健診未受診の妊婦に対し、その家庭を訪問し、継続的に妊婦の状
況を把握することによりハイリスク妊婦を早期に発見し、適切な支援につなげることを目的とする。

目 的

◆ 対象者
妊婦健診未受診の妊婦その他継続的な状況把握が必要な妊婦

◆ 内 容
若年、経済的不安、生育歴、パートナー・家庭の状況から、孤立した育児に陥るなど育児が困難になることが予測される妊
婦や、妊婦健診未受診の妊婦の家庭を訪問し、妊婦の状態を把握するとともに必要な支援に繋げる。

内 容

◆ 実施主体 ：市町村
◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２
◆ 補助単価案：１回あたり 9,080円

民間委託する場合 年額564,000円

実施主体・補助率等

妊婦訪問支援事業（概要）

令和３年度第１次補正予算額 ６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

16
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○ 家事・育児等に対して不安・負担を抱えながら子育て等を行う家庭が増加しており、子どもの養育だけではなく、保護者（妊産婦を含
む）自身が支援を必要とする家庭が増加している。

○ こうした需要に対応するため、訪問支援員（仮称）が、家事・育児等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケア
ラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援を実施することにより、家庭や養
育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ。

事業概要

子育て世帯訪問支援臨時特例事業（概要）

・家事支援（食事の準備、洗濯、掃除、買い物の代行支援等）

・育児支援（保育所等の送迎支援や地域の母子保健施策・子育て支援施策等の情報提供等を含む）

家事・育児等に対して不安・負担を抱えた要支援家庭及び支援の必要性の高い妊産婦

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

実施主体

市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可）

支援対象

支援内容

補助割合

国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

補助基準額
訪問支援費用 １時間当たり 1,500円（3,000円）

交通費 １件当たり 930円（1,860円）

事務費（管理費）１事業所当たり 564,000円

※所得等に応じた利用者負担軽減を行った場合には、訪問支援費用及び交通費について
補助額の加算を実施。
括弧書きは生活保護世帯に対して利用者負担軽減を実施した場合の補助基準額 家事支援のイメージ 育児支援のイメージ

（参考）支援の様子

17

不登校の子ども等を含め、家庭や学校に居場所がない学齢期以降の子どもに対する居場所の整備に必要な整備費・改修費の支援を行うと
ともに、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供、子ども・家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎ
を行う等の子どもの居場所に関する総合的な支援を実施する。

子どもの居場所支援整備事業・子どもの居場所支援臨時特例事業（概要）

食事の支援の様子中高生向けのフリースペースの様子 専門職による面談の様子

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

【実施主体】
市町村

【補助割合】
国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

【補助基準額】
１か所当たり 17,392千円

子どもの居場所支援整備事業（整備費）

【実施主体】
市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可）

【支援対象】
家庭や学校に居場所がない学齢期以降の子ども

【支援内容】
①安心・安全な居場所の提供

②生活習慣（手洗い・うがい、歯磨き）の形成

③学習（宿題の見守り等を含む）の支援

④食事の支援

⑤課外活動の提供

⑥専門職による支援計画の策定 など

【補助割合】
国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

【補助基準額】
①基本分 専門職を配置しない場合 １か所当たり 14,592千円

専門職を配置した場合 １か所当たり 15,850千円

②賃借料支援加算 １か所当たり 3,000千円

③開設準備経費加算 １か所当たり 4,000千円

子どもの居場所支援臨時特例事業（運営費）

事業概要

支援のイメージ

市町村

居場所支援
事業所

相談
利用案内
・勧奨

支援の
提供

利用

関係機関

要対協
学校
医療機関 等

情報共有等
の連携

事業
委託

（参考）支援の様子
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子どもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている子育て家庭に対して、親子の関係性や発達に応じた子どもとの関わり方等を学
ぶための講義、グループワーク、個別のロールプレイ等を内容としたペアレントトレーニングを提供することにより、健全な親子関係の
形成を支援するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士の横のつながりの構築を支援する。

事業概要

保護者支援臨時特例事業（概要）

子どもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている子育て家庭に対するペアレントトレーニングの実施

子どもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えた子育て家庭

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

実施主体

市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可）

支援対象

支援内容

補助割合

国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

補助基準額

・ペアレントトレーニング １人当たり 16,400円（32,800円）

・保護者指導支援プログラム資格取得支援 １市町村当たり 100,000円

支援イメージ

※所得等に応じた利用者負担軽減を行った場合には、補助額の加算を実施。
括弧書きは生活保護世帯に対して利用者負担軽減を実施した場合の補助基準額

19

レスパイトケアを必要とする子育て家庭が安定して利用出来るよう、子育て短期支援事業の受け皿整備を推進するための整備費・改修費の支援を
行うとともに、専用人員の配置や、親子利用等多様化する支援ニーズに対応した支援の提供等を行い、併せて子育て短期支援事業及び一時預かり事
業について、所得等に応じた利用者負担の軽減措置を講じることで、家庭・養育環境の支援を強化する。

事業概要

子育て短期支援整備事業・子育て短期支援臨時特例事業・一時預かり利用者負担軽減事業（概要）
令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

【事業内容】 子育て短期支援事業の安定的な提供体制の整備を推進するため、子育て短期支援専用の居室の整備に要する費用の支援を行う事業

【実施主体】 市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可）

【補助割合】 国２／３、市町村１／１２、事業者１／４ 【補助基準額】 定員１人当たり 2,416千円

子育て短期支援整備事業（整備費）

【事業内容】

◆事業内容 子育て短期支援事業の専従する職員を配置し、正当な理由無く、子育て短期支援の利用を断らない施設に対して、専従職員の配置
に要する費用の支援を行う事業

◆補助基準額 １施設当たり 年額6,433千円

◆事業内容 レスパイトケアとあわせて、子どもの養育方法や関わり方について支援が必要な親子を短期間入所させ、支援を行う事業

◆補助基準額 １世帯当たり 日額9,600円

◆事業内容 保護者の育児放棄や過干渉等により、一時的な避難を希望する子どもを短期間受け入れ、支援を行う事業

◆補助基準額 児童１人当たり 日額4,200円

◆事業内容 支援を必要とする子育て家庭が適切に支援に繋がるよう、所得等に応じた利用者負担軽減を行った際の減免相当額を支援する事業

◆補助基準額 生活保護世帯 日額5,000円 年収360万円未満世帯 日額3,500円
住民税非課税世帯 日額4,000円 その他要支援児童のいる世帯 日額2,500円

【実施主体】 市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可） 【補助割合】 国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

子育て短期支援臨時特例事業（運営費）

専用人員配置支援

親子入所等支援

入所希望児童支援

利用者負担軽減支援

【事業内容】 支援を必要とする子育て家庭が適切に支援に繋がるよう、所得等に応じた利用者負担軽減を行った際の減免相当額を支援する事業

【補助基準額】 生活保護世帯 日額3,000円 年収360万円未満世帯 日額2,100円
住民税非課税世帯 日額2,400円 その他要支援児童のいる世帯 日額1,500円

【実施主体】 市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可） 【補助割合】 国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

一時預かり利用者負担軽減事業
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○ 定員超過が常態化している一時保護所がある自治体においては、一時保護所の新設や既存施設の改築等により、定員拡大を図

ることが急務。

○ 一時保護所の定員超過解消を図る自治体を支援するため、定員超過解消のための計画を策定した場合には、一時保護所の新

設・改築、児童養護施設等に一時保護専用施設を設置する整備費の補助率を嵩上げする（１/２→９/１０）

１．概要

２．対象自治体

①平均入所率が100％を超えている一時保護所がある自治体（当該補助の希望の有無に関わらず計画の策定）

②平均入所率が90％を超えている一時保護所がある自治体（当該補助を希望する自治体は計画の策定）

３．実施主体等

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】

・児童相談所一時保護所の整備等 本体分（定員1人当たり）12,934千円 ＋ 各加算

・児童養護施設等に一時保護専用施設を設置する整備等

（児童養護施設の場合）

本体分（定員1人当たり）6,602千円 ＋ 一時保護専用施設設置加算（定員1人当たり）18,722千円（最大） ＋ その他加算

・児童相談所一時保護所の生活環境改善のための改修 1か所当たり8,000千円

・一時保護専用施設の改修 1か所当たり21,900千円

児 童 相 談 所 一 時 保 護 所 等 整 備 事 業

令和３年度第１次補正予算額 ６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）
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予期せぬ妊娠等、支援の必要性の高い妊産婦に対して、出産や今後の生活について落ち着いて考えることのできる居場所の提供を行う
とともに、産婦本人の養育方針や養育の不安等に応じて必要な支援機関へとつなぐ体制を構築することにより、妊産婦の孤立化を防ぎ、
虐待の重篤事案の防止を図る。

特定妊婦等支援整備事業・特定妊婦等支援臨時特例事業（概要）

【事業内容】
支援の必要性の高い妊産婦に対する安定的な支援の推進を図る
ため、心理的ケアや生活相談支援等を行う居場所の整備に必要な
整備費と改修費の支援を行う。

【実施主体】 都道府県、市、福祉事務所設置町村

【補助割合】 国２／３、都道府県等１／１２、事業者１／４

【補助基準額】 ＜整備費＞ 8,588千円 × 定員（世帯数）
＜改修費＞ １世帯当たり 8,588千円

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）
事業概要

特定妊婦等支援整備事業（整備費） 特定妊婦等支援臨時特例事業（運営費）

【事業内容】
支援の必要性の高い妊産婦を通所又は宿泊で受け入れて、心理
的ケアや生活相談支援等を行うための看護師等の配置や妊産婦を
受け入れた際に要する生活費等の支援を行うとともに、支援ニー
ズ等の実態把握や関係機関との連携に必要な費用の支援を行う。

【実施主体】 都道府県、市、福祉事務所設置町村
（社会福祉法人やNPO法人に委託可）

【補助割合】 国１／２、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所
設置市１／２
国１／２、都道府県１／４、市・福祉事務所設置町村
１／４（市及び福祉事務所設置町村が実施する場合）

【補助基準額】
基本分単価 １か所当たり 32,753千円
開設準備費加算 １か所当たり 4,000千円（上限額）
賃借料加算 １か所当たり 3,000千円（上限額）

実態把握・関係機関連携経費支援
１自治体当たり 5,085千円

（参考）支援の様子

（支援のイメージ）
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児童養護施設等の入所措置等が解除された社会的養護経験者（ケアリーバー）に対して生活相談や就労相談等の自立支援を行う事業所
の整備を推進するとともに、児童養護施設等を退所した児童の実態調査等を行う費用を補助することで、どの地域であっても必要な支援
が確実に提供される環境の整備を図る。

社会的養護自立支援整備事業・社会的養護自立支援実態把握事業（概要）

実態把握

施策・ケアの評
価・検討

施策・ケア
の改善

措置解除

≪社会的養護自立支援事業所のイメージ≫

事業概要
令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

社会的養護自立支援整備事業（整備費）

【事業内容】
社会的養護経験者に対して生活相談や就労相談等の自立支援を
行う事業所の整備に必要な整備費・改修費等の支援を行う。

【実施主体】
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助割合】
国２／３、都道府県等１／１２、事業者１／４

【補助基準額】
１か所当たり 17,392千円

社会的養護自立支援実態把握事業

【事業内容】
都道府県等が施設入所措置等で関わってきたケアリーバーの支援
ニーズ等を把握するための実態調査やヒアリングの実施、自立支援
に必要な関係機関との連携を行うための連絡協議会の開催に必要な
費用の支援を行う。

【実施主体】
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助割合】
国１／２、都道府県等１／２

【補助基準額】
１自治体当たり 3,000千円

社会的養護自立支援
事業所

児童養護施設、自立援助ホーム、里親等

社会的養護経験者

生活・対人関係に関する相談
就労・職場関係に関する相談
法的なトラブルに関する相談
メンタルケアを含む医療の相談

通所

≪自立支援に必要な関係機関の協議会≫≪実態把握のサイクル≫

アウトリーチ 23

利 用 者 支 援 事 業

利用者支援事業は、子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に
利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づく
り等を行うものである。

３つの事業類型

○主として市町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する
相談に応じ、地域における保育所や各種の保育サービスに関する情報
提供や利用に向けての支援などを行う

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置

※子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て支援コース）の「利用
者支援事業（特定型）」の研修を修了している者が望ましい

○主として市町村保健センター等で、保健師等の専門職が、妊娠期
から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する妊産婦等から
の様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握し、支援を必要とす
る者が利用できる母子保健サービス等の情報提供を行うとともに、
関係機関と協力して支援プランの策定などを行う

《職員配置》母子保健に関する専門知識を有する保健師、助産師等を１名
以上配置 ※職員は専任が望ましい

【利用者支援】
地域子育て支援拠点等の身近な場所で、
○子育て家庭等から日常的に相談を受け、個別のニーズ等を把握
○子育て支援に関する情報の収集・提供
○子育て支援事業や保育所等の利用に当たっての助言・支援
→当事者の目線に立った、寄り添い型の支援

【地域連携】
○より効果的に利用者が必要とする支援につながるよう、地域の関係機
関との連絡調整、連携・協働の体制づくり
○地域に展開する子育て支援資源の育成
○地域で必要な社会資源の開発等
→地域における、子育て支援のネットワークに基づく支援

○基本型は「利用者支援」と「地域連携」の２つの柱で構成している。

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置
※子ども・子育て支援に関する事業（地域子育て支援拠点事業など）の一定
の実務経験を有する者で、子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て
支援コース）の「利用者支援事業（基本型）」の研修を修了した者等

基本型 特定型 （いわゆる「保育コンシェルジュ」）

母子保健型

○主な補助単価（令和４年度予算案）

【基本事業】

○実施か所数の推移
（単位：か所数）○負担割合 国（２/３）、都道府県（１/６）、市町村（１/６）

○実施主体 市町村（特別区を含む）

基本型 特定型 母子保健型

7,604千円 3,078千円 14,209千円

夜間開所 休日開所 出張相談支援 機能強化取組 多言語対応 特別支援対応 多機能型事業
一体的相談機関
連携等加算（新規）

1,408千円 758千円 1,082千円 1,877千円 805千円 751千円 3,231千円 300千円

※母子保健型は、職員が専任の場合

令和３年度予算 1,691億円の内数 → 令和４年度予算案 1,800億円の内数
（子ども・子育て支援交付金（内閣府）及び重層的支援体制整備事業交付金（厚生労働省））

【令和４年度新規】

基本型 特定型 母子保健型 合計

Ｒ１年度 ８０５ ３８９ １，３３０ ２，５２４

Ｒ２年度 ８８８ ３９４ １，５８２ ２，８６４

【加算事業】
基本型を実施する自治体が、一体的相談機関との連
携やかかりつけ機関としての新たな機能に対応するた
めに必要な経費を支援

【開設準備経費】改修費等 4,000千円 24
31



別
添
２

９
 

 

母
子
保

健
・
児

童
福

祉
一

体
的
相

談
支
援

機
関

整
備

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

妊
産
婦

、
子

育
て

世
帯

、
子
ど
も

の
誰
１

人
取

り
残

す
こ
と

な
く

、
相

談
を
受

け
適
切

な
支
援

に
つ

な
ぐ
た

め
に
は

、
子

育
て

世
代
包

括
支
援

セ
ン

タ
ー
（
母
子

保
健
法

第
2
2
条

に
規
定

す
る
母

子
健

康
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

い
う

、
以

下
同

じ
。

）
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

（
児

童
福

祉
法

第
1
0

条
の
２

に
規
定

す
る

拠
点

を
い
う

、
以
下

同
じ

。
）

双
方
の

よ
り
一

層
の

連
携

強
化
が

必
要
で

あ
る

。
 

こ
の
た

め
、
子

育
て

世
代

包
括
支

援
セ
ン

タ
ー

と
子

ど
も
家

庭
総
合

支
援

拠
点

の
一
元

的
な
マ

ネ
ジ

メ
ン
ト

体
制
の

構
築

に
向

け
て
、

子
育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン
タ
ー

及
び

子
ど

も
家
庭

総
合
支

援
拠

点

双
方
の

機
能
を

一
体

的
に

有
す
る

施
設
（

以
下

、
一

体
的
相

談
支
援

機
関

と
い

う
。
）

の
整
備

に
要

す

る
費
用

を
支
援

す
る

こ
と

に
よ
り

、
子
育

て
世

代
包

括
支
援

セ
ン
タ

ー
と

子
ど

も
家
庭

総
合
支

援
拠

点

の
双
方

が
情
報

共
有

を
徹

底
し
、

協
働
し

て
妊

産
婦

、
子
育

て
世
帯

、
子

ど
も

の
状
況

把
握
、

相
談

支

援
等
を

行
う
等

、
連

携
強

化
の
一

層
の
推

進
を

図
る

。
 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

以
下
に

掲
げ
る

方
法

に
よ

り
、
市

町
村
が

一
体

的
相

談
支
援

機
関
の

整
備

を
行

う
事
業

。
 

①
 
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
と

子
ど

も
家

庭
総
合

支
援
拠

点
双

方
の

機
能
を

一
体
的

に
有
す

る
施
設

の
創

設
を

行
う

場
合
（
既

存
の

子
育

て
世
代

包
括
支

援
セ

ン
タ

ー
と
子

ど
も

家
庭
総

合
支
援

拠
点

の
一

体
化
を

図
る
た

め
、

双
方

と
も
に

移
転
し

、
新

た
に

整
備
す

る
場

合
を
含

む
）

 

②
 
既

存
の
子

育
て

世
代

包
括
支

援
セ
ン

タ
ー

を
改

築
し
、

新
た
に

子
ど

も
家

庭
総
合

支
援
拠

点
の
機

能
を
整

備
す

る
こ

と
に
よ

り
、
一

体
的

相
談

支
援
機

関
の
整

備
を

行
う

場
合
（

子
ど

も
家
庭

総
合
支

援
拠

点
を

移
転
し

、
子
育

て
世

代
包

括
支
援

セ
ン
タ

ー
に

統
合

す
る
場

合
を

含
む
）

 

③
 
既

存
の
子

ど
も

家
庭

総
合
支

援
拠
点

を
改

築
し

、
新
た

に
子
育

て
世

代
包

括
支
援

セ
ン
タ

ー
の
機

能
を
整

備
す

る
こ

と
に
よ

り
、
一

体
的

相
談

支
援
機

関
の
整

備
を

行
う

場
合
（

子
育

て
世
代

包
括
支

援
セ

ン
タ

ー
を
移

転
し
、

子
ど

も
家

庭
総
合

支
援
拠

点
に

統
合

す
る
場

合
を

含
む
）

 

 （
２
）

整
備
対

象
施

設
 

整
備

対
象

施
設

は
、

「
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
設

置
運

営
に

つ
い

て
」

（
平

成
2
9

年
3
月

3
1
日

雇
児

発
0
3
3
1
第
５

号
厚

生
労
働

省
雇
用
均

等
・
児

童
家

庭
局

長
通
知

）
に
基

づ
く

子

育
て
世

代
包
括

支
援

セ
ン

タ
ー
及

び
「
市

区
町

村
子

ど
も
家

庭
総
合

支
援

拠
点

の
設
置

運
営
等

に
つ

い
て
」
（
平
成

2
9
年

3
月

3
1
日

雇
児

発
0
3
3
1
第

4
9
号

厚
生

労
働
省

雇
用
均
等
・
児
童

家
庭

局
長

通
知

）
に
基

づ
く

子
ど
も

家
庭
総

合
支
援

拠
点

が
、
同
一
の

施
設
・
場

所
に
お

い
て
一

体
的
に

整
備

さ
れ

る
施

設
と

し
、

一
体

的
な

運
営

体
制

の
構

築
に

向
け

て
、

以
下

に
掲

げ
る

取
組

（
別

添
３

０
 

「
母
子

保
健
・
児
童

福
祉

一
体
的

相
談
支

援
機

関
運

営
事
業

」
第
５
（
１

）
統

括
支
援

員
の
配

置
要

件
と
同

じ
）
に

努
め

な
け

れ
ば
な

ら
な
い

も
の

と
す

る
。

 

安
心
こ

ど
も
基

金
管

理
運

営
要
領

（
令
和

４
年

２
月

21
日

最
終

改
正
）

（
抄
）

 
①

 
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

及
び

子
ど

も
家

庭
総

合
支

援
拠

点
の

双
方

の
業

務
を

マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
で

き
る

責
任

者
を
配

置
す
る

こ
と

。
 

②
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

双
方

の
業

務
に

つ
い

て
十

分
な

知
識

を
有

す
る

統
括

支
援

員
を

配
置

す
る

こ
と

。
た

だ
し

、
市

町
村

の
実

情
に

応

じ
て
、

①
の
責

任
者

と
兼

務
す
る

こ
と
が

で
き

る
も

の
と
す

る
。

 

③
 

リ
ス

ク
要

因
を

抱
え

る
妊

産
婦

・
子

育
て

世
帯

・
子

ど
も

や
、

特
定

妊
婦

、
要

支
援

・
要

保
護

児
童

等
の

ケ
ー

ス
や

支
援

の
状

況
を

、
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

及
び

子
ど

も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

の
担

当
職

員
が

、
常

に
情

報
共

有
で

き
る

環
境

を
整

備
す

る
こ

と
。

例

え
ば
、

ケ
ー
ス

会
議

の
定

期
的
な

開
催
等

が
考

え
ら

れ
る
。

 

④
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

そ
れ

ぞ
れ

の
職

員
が

双
方

の
業

務
に

つ
い

て
協

働
し

て
対

応
す

る
と

と
も

に
、

①
の

責
任

者
や

②
の

統
括

支
援

員

が
確
認

を
行
う

体
制

を
整

備
す
る

こ
と
。

 

⑤
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

双
方

の
職

員
に

対
し

て
、

互
い

の
事

務
の

理
解

や
各

分
野

の
知

識
の

向
上

に
向

け
て

、
母

子
保

健
・

児
童

福
祉

双

方
の
研

修
を
実

施
す

る
な

ど
、
職

員
の
質

の
向

上
に

努
め
る

こ
と
。

 

⑥
 

地
域

の
妊

産
婦

・
子

育
て

世
帯

・
子

ど
も

の
支

援
に

取
り

組
む

地
域

資
源

（
社

会
福

祉
法

人
・
N
P
O
法
人

等
）

の
創

出
や
連

携
に
努

め
る

こ
と

。
 

 （
３
）

事
業
の

実
施

主
体

 

市
町
村

 

 （
４
）

整
備
対

象
施

設
の

設
置
主

体
 

市
町
村

 

 （
５
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。
た

だ
し
、
令
和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、
令

和
６
年

度
中

に
完

了
が

見
込

ま
れ

る
場

合
に

は
、

施
設

整
備

が
完

了
す

る
月

の
末

日
又

は
令

和
７

年
３

月

3
1
日
の

い
ず

れ
か
早

い
日
と
す

る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 種
目

 
補
助
基

準
額

 

本
体
工

事
 

１
施
設

当
た
り

 
1
7
,
3
9
2
千
円

 

特
殊
附

帯
工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
1
6
,
5
7
2
千
円

 

地
域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算

 
１
施
設

当
た
り

 
1
2
,
1
0
4
千
円

 

開
設
準

備
（

２
（

１
）
①

に
よ
り

整

備
を
行

う
場
合

）
 

１
施
設

当
た
り

 
 
7
,
3
3
3
千
円

 

開
設
準

備
（

２
（

１
）
②

又
は
③

に
１
施
設

当
た
り

 
 
3
,
5
7
8
千
円
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よ
り
整

備
を
行

う
場

合
）

 

解
体
撤

去
工
事

 
1
施
設

当
た
り

 
 

 
9
9
0
千
円

 

仮
設
施

設
整
備

工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
 
1
,
7
5
6
千
円

 

※
 
大

規
模
修

繕
等

に
つ

い
て
は

、
対
象

経
費

の
実

支
出
額

を
基
準

額
と

す
る

こ
と
。

 

※
 
特

殊
附

帯
工
事

に
つ

い
て
は

、
「

次
世
代

育
成

支
援
対

策
施

設
整
備

交
付

金
に
お

け
る

特
殊
附

帯
工
事

の
取
扱

い
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
0
年
６

月
1
2
日
 

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
4
号
）

を
準

用
し

て
整
備

す
る
こ

と
。

 

※
 
地

域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算
に

つ
い

て
は
、

「
次

世
代
育

成
支

援
対
策

施
設

整
備
交

付
金

に
お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進
等

を
図
る

た
め

の
ス

ペ
ー
ス

（
地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス
）

の
整
備

に
つ

い
て

」

（
平
成

2
0
年

６
月

1
2
日

雇
児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
）

の
「
Ⅰ

地
域
に

密
着

し
た

独
自
の

事
業
を

実

施
す
る

た
め
の

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
の
整

備
」

を
準

用
し
て

整
備
す

る
こ

と
。

 

※
 
豪

雪
地
帯

対
策

特
別

措
置
法

（
昭

和
3
7
年
法

律
第

7
3
号

）
第

2
条

第
2
項
の

規
定
に

基
づ

き

指
定
さ

れ
た
特

別
豪

雪
地

域
、
奄

美
群
島

振
興

開
発

特
別
措

置
法
（

昭
和

2
9
年
法
律

第
1
8
9
号
）

第
1
条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群
島

、
離
島

振
興

法
（

昭
和

2
8
年
法

律
第

7
2
号

）
第

2
条
第

1
項

の
規

定
に

基
づ

き
指
定

さ
れ
た

離
島

振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法

（
昭
和

4
4
年
法

律
第

7
9
号
）
第

4
条
第

1
項

に
規

定
さ
れ

た
小
笠

原
諸

島
又

は
沖
縄

振
興
特

別

措
置
法

（
平
成

1
4
年
法

律
第

1
4
号
）

第
3
条
第

1
項
第

3
号
に

規
定
さ

れ
た
離
島

の
い
ず

れ
か

に
所
在

す
る
場

合
は

、
基

準
額
（

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
を
除

く
）
に
対

し
て

、
0
.
0
8
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

基
準
額

を
加

算
す

る
こ
と

。
（
小

数
点

以
下

切
捨
て

。
）

 

 （
２
）

補
助
率

 

 
 
 

国
９
／

１
０

、
市

町
村
１

／
１
０

 

 （
３
）

補
助
対

象
事

業
（

整
備
区

分
）

 

創
設
、
改
築

、
改

修
、
大

規
模
修

繕
等
（
そ
の

他
、
民
間
資

金
等
の

活
用

に
よ

る
公
共

施
設
等

の

整
備
等

の
促
進

に
関

す
る

法
律
（

平
成

1
1
年
法

律
第

1
1
7
号
）
第

８
条

第
１

項
の
規

定
に
よ

り
選

定
さ
れ

た
選
定

事
業

者
が

、
同
法

第
1
4
条
第
１

項
の
規
定

に
よ
り

整
備

し
た

施
設
を

市
町
村

が
買

収
す
る

事
業
を

含
む

も
の

と
す
る

。
）

 

 ４
 
対

象
経
費

 

 

種
目

 
対
象
経

費
 

本
体
工

事
費

 
施
設
の

整
備
に

必
要

な
工

事
費
又

は
工
事

請
負

費
及

び
工
事

事
務
費
（

工
事

施
工
の

た
め
直

接
必

要
な

事
務
に

要
す
る

費
用

で
あ

っ
て
、
旅

費
、
消
耗

品
費
、

通
信
運

搬
費

、
印
刷

製
本

費
及
び

設
計
監

督
料

等
を

い
い
、
そ
の

額
は
、
工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

の
2
.
6
％

に
相

当
す

る
額

を
限

度
額

と
す

る
。

以
下

同

じ
）
。

 

た
だ
し

、
別

の
補

助
金
等

又
は
こ

の
種
目

と
は

別
の

種
目
に

お
い
て

別
途

交

付
対

象
と

す
る

費
用

を
除

き
（

以
下

同
じ

。
)
、

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

に

は
、
こ
れ

と
同
等

と
認

め
ら
れ
る

委
託
費
、
分
担

金
及
び
適

当
と
認

め
ら

れ
る

購
入
費

等
を
含

む
（

以
下

同
じ
。
）
。

 

特
殊
附

帯
工
事

費
 

特
殊
附

帯
工
事

費
に

必
要

な
工
事

費
又
は

工
事

請
負

費
 

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
加
算

 

地
域

に
密

着
し

た
独

自
の

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

場
等

を
確

保
す

る
整

備
で
あ

っ
て

、
平

成
2
0
年

６
月

1
2
日
雇

児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
厚
生

労
働

省
雇

用
均
等
・
児
童
家

庭
局

長
通
知
「
次

世
代
育

成
支

援
対
策
施

設
整
備

交
付

金
に

お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進

等
を

図
る

た
め

の
ス

ペ
ー

ス
（

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
）
の
整

備
に
つ

い
て
」
に
定
め

る
基
準

に
適

合
す

る
整
備

に
必
要

な
事

費
又

は
工
事

請
負
費

及
び

工
事

事
務
費

 

開
設
準

備
費

 
一
体
的

相
談
支

援
機

関
の

開
設
準

備
に
必

要
な

費
用

 

解
体

撤
去

工
事

費

及
び

仮
設

施
設

整

備
工
事

費
（
改

築
・

大
規

模
修

繕
等

の

場
合
が

対
象
）
※

大

規
模

修
繕

等
に

つ

い
て
は
、
仮
設
施

設

整
備
費

の
み
対

象
 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な
賃

借
料
、

工
事

費
又

は
工

事
請
負
費

 

 ５
 
留

意
事
項

 

（
１
）

次
に
掲

げ
る

費
用

に
つ
い

て
は
、

対
象

と
し

な
い
も

の
と
す

る
。

 

①
 
土

地
の
買

収
又

は
整

地
に
関

す
る
費

用
 

②
 

既
存

建
物

の
買

収
（

既
存

建
物

を
買

収
す

る
こ

と
が

建
物

を
新

築
す

る
こ

と
よ

り
、

効
率

的
で
あ

る
と
認

め
ら

れ
る

場
合
に

お
け
る

当
該

建
物

の
買
収

を
除
く

。
）

に
要

す
る
費

用
 

③
 
職

員
の
宿

舎
に

要
す

る
費
用

 

④
 
そ

の
他
施

設
整

備
費

と
し
て

適
当
と

認
め

ら
れ

な
い
費

用
 

 （
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の
交

付
を
受

け
取
得

し
た

財
産

に
つ
い

て
、
取
り

壊
し

等
の
財
産

処
分
を

行
う

場
合

に
は
、
平

成
2
0
年
４

月
1
7
日

雇
児

発
第

0
4
1
7
0
0
1
号
「
厚
生

労
働

省
所

管
一
般

会
計
補

助
金

等
に

係
る
財

産
処
分

に
つ

い

て
」
に

よ
る

財
産
処

分
の

承
認
手

続
き

等
が
必

要
で

あ
る
の

で
、

厚
生
労

働
省

又
は
各

地
方

厚
生
局

若
し
く

は
地
方

厚
生

（
支

）
局
と

事
前
に

相
談

す
る

こ
と
。
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別
添
３

０
 

 

母
子
保

健
・
児

童
福

祉
一

体
的
相

談
支
援

機
関

運
営

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

子
育
て

世
代
包

括
支

援
セ

ン
タ
ー

（
母
子

保
健

法
第

2
2
条
に
規

定
す

る
母

子
健
康

包
括
支

援
セ

ン

タ
ー
を

い
う

、
以

下
同
じ

。
）
及

び
子
ど

も
家

庭
総

合
支
援

拠
点
（
児

童
福
祉

法
第

1
0
条
の

２
に
規

定

す
る
拠

点
を
い

う
、

以
下

同
じ
。

）
双
方

の
よ

り
一

層
の
連

携
強
化

を
図

る
た

め
、
子

育
て
世

代
包

括

支
援
セ

ン
タ
ー

及
び

子
ど

も
家
庭

総
合
支

援
拠

点
双

方
の
機

能
を
一

体
的

に
有

す
る
施

設
（
以

下
、

一

体
的
相

談
支
援

機
関

と
い

う
。
）

に
お
い

て
、

母
子

保
健
と

児
童
福

祉
双

方
に

十
分
な

知
識
を

有
す

る

統
括
支

援
員
を

配
置

す
る

際
の
必

要
な
費

用
の

補
助

等
に
よ

り
、
子

育
て

世
代

包
括
支

援
セ
ン

タ
ー

と

子
ど
も

家
庭
総

合
支

援
拠

点
の
双

方
の
連

携
強

化
の

一
層
の

推
進
を

図
る

。
 

ま
た
、

別
添

3
1
～
3
8
に

掲
げ
る

事
業
（

以
下

、
家

庭
・
養

育
環
境

支
援

事
業

と
い
う

。
）
の

円
滑

な
導
入

に
資
す

る
経

費
の

一
部
を

補
助
す

る
こ

と
に

よ
り
、

支
援
が

必
要

な
妊

産
婦
、

子
育
て

世
帯

、

子
ど
も

へ
の
包

括
的

な
支

援
体
制

の
構
築

を
図

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

統
括
支

援
員

の
配

置
支
援

 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
と

子
ど

も
家

庭
総

合
支

援
拠

点
双

方
が

常
に

情
報

共
有

を
行

い
、
双
方
の

業
務

を
協
働

で
対
応

す
る
等

、
一
体
的

な
取
組

を
強
化

す
る

た
め

統
括
支

援
員
の

配
置

を
行
う

。
 

（
２
）

家
庭
・

養
育

環
境

支
援
事

業
の
円

滑
導

入
支

援
 

家
庭
・
養

育
環
境

支
援

事
業
の
実

施
に
当

た
っ

て
必

要
と
な

る
地
域

資
源

の
創

出
や
地

域
住
民

等

へ
の
周

知
・
広

報
の

実
施

等
、
事

業
の
円

滑
な

導
入

に
資
す

る
取
組

を
行

う
。

 

 ３
 
事

業
の
実

施
主

体
 

市
町
村
（
た

だ
し

、
２
（
１

）
に

掲
げ
る

統
括

支
援
員

の
配
置

支
援
に

つ
い

て
は

、
児

童
人
口

1
0
,
0
0
0

人
以
上

を
管
轄

す
る

一
体

的
相
談

支
援
機

関
等

に
限

る
）

 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ５
 
実

施
要
件

 

（
１
）

統
括
支

援
員

の
配

置
支
援

 

以
下
の

い
ず
れ

の
要

件
も

満
た
す

市
町
村

と
す

る
。

 

①
 
「

子
育
て

世
代

包
括

支
援
セ

ン
タ
ー

の
設

置
運

営
に
つ

い
て
」

（
平
成

2
9
年

3
月

3
1
日

雇
児
発

0
3
3
1
第
５
号

厚
生
労
働

省
雇
用

均
等
・
児

童
家
庭

局
長
通

知
）
に

基
づ
く
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

業
務

及
び

「
市

区
町

村
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

の
設

置
運

営

等
に
つ

い
て
」

（
平
成

2
9
年

3
月

3
1
日

雇
児
発

0
3
3
1
第

4
9
号
厚
生

労
働

省
雇
用

均
等
・

児
童

家
庭

局
長

通
知

）
に

基
づ

く
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

の
業

務
双

方
に

つ
い

て
、

マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
で

き
る

責
任

者
を
配

置
す
る

こ
と

。
 

②
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

双
方

の
業

務
に

つ
い

て
十

分
な

知
識

を
有

す
る

統
括

支
援

員
を

配
置

す
る

こ
と

。
た

だ
し

、
市

町
村

の
実

情
に

応

じ
て
、

①
の
責

任
者

と
兼

務
す
る

こ
と
が

で
き

る
も

の
と
す

る
。

 

③
 

リ
ス

ク
要

因
を

抱
え

る
妊

産
婦

・
子

育
て

世
帯

・
子

ど
も

や
、

特
定

妊
婦

、
要

支
援

・
要

保
護

児
童

等
の

ケ
ー

ス
や

支
援

の
状

況
を

、
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

及
び

子
ど

も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

の
担

当
職

員
が

、
常

に
情

報
共

有
で

き
る

環
境

を
整

備
す

る
こ

と
。

例

え
ば
、

ケ
ー
ス

会
議

の
定

期
的
な

開
催
等

が
考

え
ら

れ
る
。

 

④
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

そ
れ

ぞ
れ

の
職

員
が

協
働

し
て

対
応

す
る

と
と

も
に

、
①

の
責

任
者

や
②

の
統

括
支

援
員

が
確

認
を

行
う

体
制

を

整
備
す

る
こ
と

。
 

⑤
 

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
子

ど
も

家
庭

総
合

支
援

拠
点

双
方

の
職

員
に

対
し

て
、

互
い

の
事

務
の

理
解

や
各

分
野

の
知

識
の

向
上

に
向

け
て

、
母

子
保

健
・

児
童

福
祉

双

方
の
研

修
を
実

施
す

る
な

ど
、
職

員
の
質

の
向

上
に

努
め
る

こ
と
。

 

⑥
 

地
域

の
妊

産
婦

・
子

育
て

世
帯

・
子

ど
も

の
支

援
に

取
り

組
む

地
域

資
源

（
社

会
福

祉
法

人
・
N
P
O
法
人

等
）

の
創

出
や
連

携
に
努

め
る

こ
と

。
 

な
お
、
子

育
て
世

代
包

括
支
援
セ

ン
タ
ー

及
び

市
区

町
村
子

ど
も
家

庭
総

合
支

援
拠

点
そ
れ
ぞ

れ

の
業
務

を
民
間

委
託

し
て

い
る
場

合
に
も

支
援

の
対

象
と
す

る
が

、
そ

の
場
合

に
は

、
定
期

的
な

連

絡
協

議
会

の
開

催
等

に
よ

り
委

託
先

民
間

機
関

も
含

め
て

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
と

子

ど
も
家

庭
総
合

支
援

拠
点

の
一
体

的
対
応

を
図

る
も

の
と
す

る
。

 

 （
２
）

家
庭
・

養
育

環
境

支
援
事

業
の
円

滑
導

入
支

援
 

以
下
に

掲
げ
る

取
組

に
よ

り
、
家
庭
・
養

育
環

境
支

援
事
業

の
円
滑

な
導

入
に

資
す
る

事
業
で

あ

る
こ
と

。
 

①
 

家
庭

・
養

育
環

境
支

援
事

業
を

行
う

た
め

の
地

域
資

源
の

創
出

や
地

域
住

民
等

を
対

象
と

し
た
周

知
・
広

報
の

実
施

 

②
 
ニ

ー
ズ
把

握
等

調
査

の
実
施

 

③
 
家

庭
・
養

育
環

境
支

援
事
業

の
担
い

手
の

確
保

に
向
け

た
研
修

等
の

実
施

 

④
 
シ

ス
テ
ム

改
修

等
の

実
施

 

⑤
 
そ

の
他
、

家
庭

・
養

育
環
境

支
援
事

業
の

円
滑

な
導
入

支
援
に

資
す

る
取

組
の
実

施
 

 ６
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
統

括
支
援

員
の

配
置

支
援

 
 

１
か

所
当

た
り

 
6
,
2
7
2
千
円

（
年

額
）

 

 
 
た

だ
し
配

置
期

間
が

1
2
か

月
に

満
た
な

い
場
合
に

は
、
上
記

補
助
基

準
額
に
「
事

業
実

施

月
数
（

※
）
÷

1
2
月

」
を
乗
じ

た
額
（

千
円

未
満

切
り
捨

て
）
を

補
助

基
準

額
と
す

る
。

 

（
※

）
「

事
業

実
施

月
数

」
と

は
、

統
括

支
援

員
を

配
置

し
た

日
の

属
す

る
月
か

ら
統
括

支
援
員

の
配

置
が

な
さ

れ
な

く
な

っ
た

日
の

前
日

が
属

す
る

月
ま

で
と
す

る
。

 

②
 
家

庭
・
養
育

環
境
支

援
事
業

の
円
滑

導
入

支
援

 
１
市

町
村
当

た
り

 
3
,
2
0
8
千

円
（

年
額
）
 

 （
２
）

補
助
率

 

 
 
 

国
２
／

３
、

都
道

府
県
１

／
６
、

市
町

村
１

／
６
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 ７
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議
費

、
光
熱

水
費

）
、

改
修
費

、
備
品

購
入

費
、

役
務
費

（
通
信

運
搬

費
、

広
告
費

、
保
険

料
）
、

報
償
費

、
委
託

料
、

使
用

料
及
び

賃
借
料

、
共

済
費

、
扶
助

費
、
補

助
金

、
負

担
金

 

  ８
 
留

意
事
項

 

○
 
本

事
業
の

補
助

を
受

け
た
市

町
村
に

つ
い

て
は

、
子
育

て
世
代

包
括

支
援

セ
ン
タ

ー
及
び

市
区

町

村
子
ど

も
家
庭

総
合

支
援

拠
点
双

方
の
業

務
に

つ
い

て
、
一

体
的

に
事
務

を
実

施
す
る

観
点
か

ら
、

以
下
の

体
制
の

整
備

等
を

行
う
こ

と
が
望

ま
し

い
。

 

①
 
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
及

び
市

区
町

村
子
ど

も
家
庭

総
合

支
援

拠
点
双

方
の
業

務
を

一

体
的
に

対
応
す

る
機

関
と

し
て
、

設
置
要

綱
等

の
規

定
を
整

備
す
る

こ
と

。
 

②
 
組

織
定
員

上
、

一
体

的
相
談

機
関
を

置
い

た
う

え
で
、

職
員
に

対
し

て
必

要
な
人

事
発
令

を
行

う

こ
と
。

 

 

○
 
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
及

び
市

区
町

村
子
ど

も
家
庭

総
合

支
援

拠
点
双

方
の
担

当
職

員

が
同
一

の
施
設

・
場

所
で

業
務
を

実
施
し

て
い

な
い

場
合
で

あ
っ
て

も
、

次
に

掲
げ
る

取
組
等

を
行

っ
て
い

る
場
合

に
は

、
一

体
的
に

業
務
を

行
っ

て
い

る
も
の

と
み
な

す
こ

と
。

 

・
 
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
及

び
市

区
町

村
子
ど

も
家
庭

総
合

支
援

拠
点
双

方
の
担

当
職

員
が
参

加
し
て

、
要

保
護

児
童
、

要
支
援

児
童

、
特

定
妊
婦

な
ど
リ

ス
ク

の
高

い
子
ど

も
や
家

庭

に
つ
い

て
情
報

の
共

有
を

図
る
ケ

ー
ス
会

議
な

ど
の

開
催

 

・
 
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
及

び
市

区
町

村
子
ど

も
家
庭

総
合

支
援

拠
点
双

方
の
担

当
職

員
が
共

通
し
て

情
報

の
閲

覧
が
出

来
る
庁

内
シ

ス
テ

ム
の
整

備
 

 

別
添
３

１
 

 

子
育
て

世
帯
訪

問
支

援
臨

時
特
例

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

 
 
家

事
・
育

児
等

に
対

し
て
不

安
や
負

担
を

抱
え

る
子
育

て
家
庭

、
妊

産
婦

、
ヤ
ン

グ
ケ
ア

ラ
ー

等
が

い
る
家

庭
の
居

宅
を

、
訪

問
支
援

員
が
訪

問
し

、
家

庭
が
抱

え
る
不

安
や

悩
み

を
傾
聴

す
る
と

と
も

に
、

家
事

・
育

児
等

の
支
援

を
実
施

す
る

こ
と

に
よ
り

、
家
庭

や
養

育
環

境
を
整

え
、
虐

待
リ

ス
ク

等
の
高

ま
り
を

未
然
に

防
ぐ

こ
と

を
目
的

と
す
る

。
 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

（
３
）
に
規
定

す
る

支
援

対
象
の

家
庭
を

訪
問

支
援

員
が
訪

問
し
、
以
下

の
支

援
を
実

施
す
る

事
業
。
 

①
 
家

事
支
援

（
食

事
の

準
備
、

洗
濯
、

掃
除

、
買

い
物
の

代
行
支

援
等

）
 

②
 

育
児

支
援

（
保

育
所

等
の

送
迎

支
援

や
一

時
的

な
子

ど
も

の
保

育
地

域
の

母
子

保
健

施
策

・

子
育
て

支
援
施

策
等

の
情

報
提
供

等
を
含

む
）

 

 
 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

市
町
村

 

な
お
、

市
町
村

が
認

め
た

者
へ
委

託
等
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
。

 

 （
３
）

支
援
対

象
 

 
 
次

の
い
ず

れ
か

に
該

当
す
る

家
庭
と

す
る

。
 

①
 

保
護

者
の

な
い

児
童

又
は

保
護

者
に

監
護

さ
せ

る
こ

と
が

不
適

当
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

児

童
の
い

る
家
庭

及
び

そ
れ

に
該
当

す
る
お

そ
れ

の
あ

る
家
庭

 

②
 

食
事

、
生

活
環

境
等

に
つ

い
て

不
適

切
な

養
育

状
態

に
あ

る
家

庭
等

、
保

護
者

の
養

育
を

支

援
す

る
こ

と
が

特
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

児
童

の
い

る
家

庭
及

び
そ

れ
に

該
当

す
る

お
そ

れ
の

あ
る
家

庭
 

③
 

若
年

妊
婦

等
、

出
産

後
の

養
育

に
つ

い
て

、
出

産
前

に
お

い
て

支
援

を
行

う
こ

と
が

特
に

必

要
と
認

め
ら
れ

る
妊

婦
の

い
る
家

庭
 

④
 
そ

の
他
、

市
町

村
が

特
に
支

援
が
必

要
と

認
め

た
家
庭

 

 （
４
）

訪
問
支

援
員

の
要

件
 

次
の
い

ず
れ
の

要
件

も
満

た
す
者

で
あ
る

こ
と

。
 

①
 
家

事
又
は

育
児

支
援

を
適
切

に
実
行

す
る

能
力

を
有
す

る
者

 

②
 
以

下
ア
～

ウ
に

掲
げ

る
欠
格

事
由
の

い
ず

れ
に

も
該
当

し
な
い

者
 

 
ア

 
禁

錮
以

上
の

刑
に

処
せ

ら
れ

、
そ

の
執

行
を

終
わ

り
、

又
は

執
行

を
受

け
る

こ
と

が
な

く

な
る
ま

で
の
者

 

 
イ

 
児

童
福

祉
法

、
児

童
売

春
、

児
童

ポ
ル

ノ
に

係
る

行
為

等
の

規
制

及
び

処
罰

並
び

に
児

童

の
保
護

等
に
関

す
る

法
律
（
平
成

1
1
年

法
律
第

5
2
号
）
そ

の
他
国

民
の

福
祉

に
関
す

る
法
律

（
児
童

福
祉
法

施
行

令
（

昭
和

2
3
年

政
令
第

7
4
令

）
第

3
5
条

の
５
各

号
に

掲
げ
る

法
律
に

35



限
る
。
）
の
規

定
に

よ
り

罰
金
の

刑
に
処

せ
ら

れ
、
そ

の
執

行
を
終

わ
り

、
又

は
執
行

を
受
け

る
こ
と

が
な
く

な
る

ま
で

の
者

 

 
ウ
 

児
童
虐

待
の

防
止

等
に
関

す
る
法

律
（

平
成

1
2
 年

法
律

第
8
2
 号

）
第
２

条
に
規

定
す

る

児
童
虐

待
又
は

児
童

福
祉

法
第

3
3
 
条

の
1
0
 
に
規

定
す
る

被
措
置

児
童

等
虐

待
を
行

っ
た
者

そ
の
他

児
童
の

福
祉

に
関

し
著
し

く
不
適

当
な

行
為

を
し
た

者
 

 （
５
）

事
業
の

実
施

方
法

 

訪
問
支

援
の
実

施
に

当
た

っ
て
は

、
以
下

の
①

～
⑤

に
留
意

し
て
実

施
す

る
こ

と
。

 

①
 
本

事
業
を

実
施

す
る

者
（
以

下
、
実

施
者

と
い

う
。
）

及
び
訪

問
支

援
員

は
、
児

童
及
び

そ

の
保
護

者
等
の

個
人

情
報

の
保
護

に
つ
い

て
十

分
配

慮
す
る

と
と
も

に
、

正
当

な
理
由

な
く
、

そ
の
業

務
上
知

り
得

た
家

庭
等
の

情
報
を

漏
ら

し
て

は
な
ら

な
い
。

 

②
 
訪

問
し
た

家
庭

が
家

事
・
育

児
支
援

等
以

外
の

支
援
も

必
要
で

あ
る

と
考

え
ら
れ

る
場
合

に

は
、
市

町
村
に

連
絡

し
、

必
要
な

支
援
に

適
切

に
繋

ぐ
よ
う

努
め
る

こ
と

。
な

お
、
こ

の
場
合

に
、
業

務
上
知

り
得

た
情

報
を
市

区
町
村

と
共

有
す

る
こ
と

に
つ
い

て
は

、
上

記
の
正

当
な
理

由
に
該

当
す
る

も
の

で
あ

る
こ
と

。
 

③
 
訪

問
支
援

員
は

、
常

に
実
施

者
が
発

行
す

る
身

分
証
明

書
を
携

行
し

、
訪

問
時
に

必
ず
提

示

さ
せ
る

こ
と
。

 

④
 
実

施
者
は

、
研

修
等

の
実
施

に
よ
り

、
常

に
訪

問
支
援

員
の
質

の
向

上
に

努
め
る

こ
と
。

 

⑤
 
利

用
者
負

担
額

は
、

対
象
家

庭
の
収

入
の

状
況

に
応
じ

て
決
定

す
る

こ
と

し
、
所

得
の
把

握

に
つ
い

て
は
、

保
護

者
の

同
意
を

得
た
上

で
、

他
の

支
援
制

度
の
利

用
等

に
よ

り
把
握

し
た

所

得
情
報

を
活
用

す
る

な
ど

、
実
施

主
体
で

あ
る

市
町

村
及
び

利
用
者

の
負

担
と

な
ら
な

い
形
で

運
用
す

る
こ
と

と
し

て
差

し
支
え

な
い
。

 

 （
６
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
訪

問
支
援

費
用

 

 １
市
町

村
あ
た

り
 

 
延
べ

利
用
時

間
数

 
×

 
3
,
0
0
0
円

 

 
延
べ

利
用
件

数
 

 
×

 
1
,
8
6
0
円

 

 （
ⅰ

）
利

用
者

負
担

軽
減

を
実

施
す

る
場

合
 

上
記

に
よ

り
算

出
し

た
額

の
合

算
額

か
ら

、
以
下

の
ア
～

エ
に
該
当

す
る

世
帯

に
対
し

て
定
め

る
利

用
者

負
担

額
の

合
算

額
を

控
除

し
た

額
 

な
お

、
利

用
者

に
対

し
て

利
用

者
負

担
額

を
上

回
る

負
担

を
求

め
て

は
な

ら
な

い
も

の
と

す

る
。

 

 

（
ⅱ

）
利

用
者

負
担

軽
減

を
実

施
し

な
い

場
合

 

以
下
の

ア
～
ウ

の
該

当
の

有
無
に

関
わ
ら

ず
、
一
律

に
上

記
に

よ
り

算
出

し
た

額
の

合
算

額
か

ら
そ

の
他

世
帯

の
利

用
者

負
担

額
を

控
除

し
た

額
 

 

ア
 
生

活
保
護

世
帯

（
支

援
を
受

け
た
日

に
お

い
て

生
活
保

護
法
（

昭
和

2
5

年
法
律

第
1
4
4

号
）
第

６
条
第

１
項

に
規

定
す
る

被
保
護

者
）

 

イ
 
住

民
税
非

課
税

世
帯

（
保
護

者
及
び

当
該

保
護

者
と
同

一
の
世

帯
に

属
す

る
者
が

地
方
税

法
（
昭
和

2
5
年
法
律

第
2
2
6
号
）
の

規
定

に
よ
る

市
町
村

民
税
を

課
さ

れ
な

い
者
（

ア
に

掲
げ
る

者
を
除

く
。

）
）

 

ウ
 
住

民
税
所

得
割

課
税

額
7
7
,
1
0
1
円

未
満
世

帯
（
年
収

3
6
0
万

円
未

満
世
帯
相

当
）
（

保

護
者
及

び
当
該

保
護

者
と

同
一
の

世
帯
に

属
す

る
者

に
つ
い

て
、
地

方
税

法
の

規
定
に

よ
る

市
町
村

民
税
の

同
法

第
2
9
2
条
第

１
項

第
２
号

に
掲
げ
る

所
得
割

の
額

を
合

算
し
た

額
（
以

下
、
市

町
村
民

税
所

得
割

合
算
額

と
い
う

。
）

が
7
7
,
1
0
1

円
未
満

で
あ

る
者

（
ア
及

び
イ

に
掲
げ

る
者
を

除
く

。
）

）
 

エ
 
ア

～
ウ
に

該
当

し
な

い
、
そ

の
他
世

帯
 

 （
利
用

者
負
担

額
）

 

 
延

べ
利

用
時

間
数

 
×

 
延

べ
利

用
件

数
 

×
 

生
活

保
護

世
帯

 
0
円

 
0
円

 

住
民

税
非

課
税

世
帯

 
3
0
0
円

 
1
9
0
円

 

住
民

税
所

得
割

課
税

額

7
7
,
1
0
1
円
未

満
世
帯

 

6
0
0
円

 
5
3
0
円

 

そ
の

他
世

帯
 

1
,
5
0
0
円

 
9
3
0
円

 

 

②
事
務

費
・
管

理
費

 

１
委
託

事
業
所

あ
た

り
 

 
5
6
4
,
0
0
0
円

 

 （
２
）

補
助
率

 

国
１
／

２
、
都

道
府

県
等

１
／
４

、
市
町

村
１

／
４

 

 ４
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議

費
、
光

熱
水

費
）

、
備

品
購
入

費
、

役
務

費
（

通
信

運
搬

費
、

広
告

料
、

保
険

料
）

、
報

償
費
、

委
託
料

、
使
用

料
及

び
賃

借
料
、

共
済
費

、
扶

助
費

、
補
助

金
、
負

担
金

 

 ５
 
留

意
事
業

 

本
事
業

は
２
（

３
）

で
定

め
る
対

象
と
な

る
家

庭
以

外
の
家

庭
に
対

し
て

支
援

を
提
供

す
る
こ

と
を

妨
げ
る

も
の
で

は
な

い
が

、
そ
の

場
合
、

当
該

家
庭

に
か
か

っ
た
経

費
に

つ
い

て
は
補

助
対
象

外
と

す

る
。
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別
添
３

２
 

 

保
護
者

支
援
臨

時
特

例
事

業
 

 １
 
事

業
の
目

的
 

子
ど
も

と
の
関

わ
り

方
や

子
育
て

に
悩
み

や
不

安
を

抱
え
て

い
る
保

護
者

に
対

し
、
親

子
の
関

係
性

や
発
達

に
応
じ

た
子

ど
も

と
の
関

わ
り
方

等
を

学
ぶ

た
め
の

ペ
ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ
ン

グ
を
実

施
す

る

と
と
も

に
、
同

じ
悩

み
や

不
安
を

抱
え
る

保
護

者
同

士
が
相

互
に
悩

み
や

不
安

を
相
談

・
共
有

し
、

情

報
の
交

換
が
で

き
る

場
を

設
け
る

こ
と
に

よ
り

、
健

全
な
親

子
関
係

の
形

成
を

図
る
こ

と
を
目

的
と

す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

事
業
内

容
は
以

下
の

通
り

と
す
る

。
 

①
ペ
ア

レ
ン
ト

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

 

子
ど
も

と
の
関

わ
り

方
や

子
育
て

に
悩
み

・
不

安
を

抱
え
た

保
護
者

が
、

親
子

の
関
係

性

や
発
達

に
応
じ

た
子

ど
も

と
の
関

わ
り
方

等
の

知
識

や
方
法

を
身
に

つ
け

る
た

め
、
当

該
保

護
者
に

対
し
て

、
講

義
、

グ
ル
ー

プ
ワ
ー

ク
、

個
別

の
ロ
ー

ル
プ
レ

イ
等

を
内

容
と
し

た
ペ

ア
レ
ン

ト
ト
レ

ー
ニ

ン
グ

を
実
施

す
る
と

と
も

に
、

同
じ
悩

み
や
不

安
を

抱
え

る
保
護

者
同

士
が
相

互
に
悩

み
や

不
安

を
相
談
・
共
有

し
、
情

報
の
交
換

が
で
き

る
場

を
設

け
る
こ

と
で
、

健
全
な

親
子
関

係
の

形
成

に
向
け

た
支
援

を
行

う
。

 

②
保
護

者
指
導

支
援

プ
ロ

グ
ラ
ム

資
格
取

得
支

援
 

ペ
ア

レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
を

実
施

す
る

際
に

必
要

な
人

材
の

養
成

に
必

要
な

費
用

の

支
援
を

行
う
。

 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

市
町
村

 

な
お
、

市
町
村

が
認

め
た

者
へ
委

託
等
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
。

 

 

（
３
）

事
業
の

対
象

者
 

事
業
の

対
象
者

は
以

下
の

通
り
と

す
る
。

 

①
 
ペ
ア

レ
ン

ト
ト
レ

ー
ニ
ン
グ

 

親
子
の

関
係
性

や
子

ど
も

と
の
関

わ
り
方

等
に

不
安

を
抱
え

て
い

る
1
8

歳
未

満
の
子

ど

も
を
養

育
す
る

家
庭

で
、

次
の
各

号
の
い

ず
れ

か
に

該
当
す

る
家
庭

と
す

る
。

 

（
ⅰ
）

保
護
者

に
監

護
さ

せ
る
こ

と
が
不

適
当

で
あ

る
と
認

め
ら
れ

る
児

童
の

い
る
家

庭
及

び
そ
れ

に
該
当

す
る

お
そ

れ
の
あ

る
家
庭

 

（
ⅱ
）

保
護
者

の
養

育
を

支
援
す

る
こ
と

が
特

に
必

要
と
認

め
ら
れ

る
児

童
の

い
る
家

庭
及

び
そ
れ

に
該
当

す
る

お
そ

れ
の
あ

る
家
庭

 

（
ⅲ
）

乳
幼
児

健
診

や
乳

児
家
庭

全
戸
訪

問
事

業
の

実
施
そ

の
他
に

よ
り

市
町

村
が
当

該
支

援
を
必

要
と
認

め
た

家
庭

 

②
 
保
護

者
指

導
支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
資
格

取
得

支
援

 

ペ
ア
レ

ン
ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
の
実

施
の
た

め
に

資
格

等
の
取

得
が
必

要
な

者
。

 

 （
４
）

事
業
実

施
方

法
 

実
施
に

当
た
っ

て
は

以
下

に
留
意

す
る
こ

と
。

 

①
ペ
ア

レ
ン
ト

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

 

（
ⅰ
）

ペ
ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ
ン

グ
の
内

容
は

以
下

の
内
容

を
考
慮

し
つ

つ
、

地
域
の

実
情

に
応
じ

て
設
定

す
る

こ
と

。
 

a
.
 
子
ど

も
の

ほ
め
方

 

b
.
 
子
ど

も
の

行
動
の

理
解
と
要

因
の
把

握
 

c
.
 
子
ど

も
に

対
す

る
効

果
的
な

指
示
の

出
し

方
 

d
.
 
子
ど

も
の

不
適
切

な
行
動
へ

の
対
応

 

（
ⅱ
）

ペ
ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ
ン

グ
の
実

施
に

当
た

っ
て
は

、
以
下

の
項

目
を

参
考
に

し
つ

つ
、
地

域
の
実

情
に

応
じ

て
実
施

す
る
こ

と
。

 

a
.
 
ペ

ア
レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン
グ

実
施
者

と
し

て
、

子
ど
も

に
か
か

わ
る

業
務

に
従
事

し

て
い
た

経
験
を

有
す

る
者

で
あ
っ

て
、
適

切
に

実
施

で
き
る

と
市
町

村
が

認
め

た
者
を

置
く
こ

と
。

 

b
.
 
ペ

ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

実
施

者
は

利
用

者
同

士
が

相
互

に
気

軽
に

悩
み

や
不

安

を
相
談

・
共
有

し
た

り
、

情
報
の

交
換
が

で
き

る
よ

う
配
慮

す
る
こ

と
。

 

c
.
 
定

員
は

1
0
名
程

度
を
目
安

に
、
原

則
と

し
て

グ
ル
ー

プ
で
実

施
す

る
こ

と
。

 

d
.
 
１
講

座
当

た
り
、

概
ね
５
～

８
回
（

各
回

9
0
分
～
1
2
0
分

程
度
）

を
目

安
に
、

実
施

す
る
こ

と
。

 

e
.
 
事
業

を
実

施
す
る

際
に
は
、

各
市
区

村
に

お
け

る
広
報

資
料
等

を
使

用
す

る
こ
と

で
、

事
業
の

周
知
を

図
る

こ
と

。
 

f
.
 
未

就
園

児
の

い
る

家
庭

を
対

象
と

し
て

事
業

を
実

施
す

る
場

合
、

別
室

に
て

保
育

士

等
に
よ

る
預
か

り
保

育
の

実
施
に

努
め
る

こ
と

。
 

g
.
 
学

齢
期

以
降

の
子

ど
も

を
養

育
す

る
家

庭
を

対
象

と
し

て
事

業
を

実
施

す
る

場
合

、

必
要
に

応
じ
て

当
該

子
ど

も
に
対

し
て
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を
行

う
よ
う

努
め

る
こ

と
。

 

h
.
 
利

用
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
利

用
者

及
び

そ
の

家
庭

の
情

報
や

受
講

者
の

状
況

に

つ
い
て

、
関
係

機
関

と
連

携
し
情

報
の
共

有
を

図
る

こ
と
。

 

②
 
保
護

者
指

導
支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
資
格

取
得

支
援

 

本
事
業

は
、
ペ

ア
レ

ン
ト

ト
レ
ー

ニ
ン
グ

の
実

施
に

当
た
り

必
要
な

人
材

確
保

を
行
う

た
め
の

支
援
で

あ
る

こ
と

か
ら
、

本
事
業

を
活

用
し

て
資
格

の
取
得

を
行

う
場

合
に
は

、

市
町

村
は

資
格

取
得

者
に

対
し

て
ペ

ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

へ
の

積
極

的
な

従
事

を

要
件
と

し
て
設

定
す

る
こ

と
。

 

 

（
５
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
ペ
ア

レ
ン

ト
ト
レ

ー
ニ
ン
グ
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次
に
よ

り
算
出

し
た

額
の

合
算
額

か
ら
利

用
者

が
負

担
す
べ

き
額
の

合
算

額
を

控
除
し

た
額
。

な
お
、
利

用
者
負

担
軽

減
を
実
施

し
な
い

場
合

は
、
そ
の
他

世
帯
に

準
じ

た
扱

い
と
し
、
利
用
者

負
担
軽

減
を
実

施
し

た
場

合
は
、
利

用
者

が
負
担

す
べ
き
額

を
上
回

る
負

担
を

求
め
て

は
な
ら

な

い
も
の

と
す
る

。
 

 

１
市
町

村
あ
た

り
 

 
 
延

べ
利
用

者
数

 
×

 
3
2
,
8
0
0
円

 

（
※
）

延
べ
利

用
者

数
と

は
、
１

利
用
者

が
１

講
座

（
全
８

回
程
度

）
を

利
用

し
た
場

合
、
１

人
と
カ

ウ
ン
ト

す
る

。
 

 

（
ⅰ

）
利

用
者

負
担

軽
減

を
実

施
す

る
場

合
 

上
記

に
よ

り
算

出
し

た
額

の
合

算
額

か
ら

、
以
下

の
ア
～

エ
に
該
当

す
る

世
帯

に
対
し

て
定
め

る
利

用
者

負
担

額
の

合
算

額
を

控
除

し
た

額
 

な
お

、
利

用
者

に
対

し
て

利
用

者
負

担
額

を
上

回
る

負
担

を
求

め
て

は
な

ら
な

い
も

の
と

す

る
。

 

 （
ⅱ

）
利

用
者

負
担

軽
減

を
実

施
し

な
い

場
合

 

以
下
の

ア
～
ウ

の
該

当
の

有
無
に

関
わ
ら

ず
、
一
律

に
上

記
に

よ
り

算
出

し
た

額
の

合
算

額
か

ら
そ

の
他

世
帯

の
利

用
者

負
担

額
を

控
除

し
た

額
 

 

ア
 
生

活
保
護

世
帯

（
支

援
を
受

け
た
日

に
お

い
て

生
活
保

護
法
（

昭
和

2
5

年
法
律

第
1
4
4

号
）
第

６
条
第

１
項

に
規

定
す
る

被
保
護

者
）

 

イ
 
住

民
税
非

課
税

世
帯

（
保
護

者
及
び

当
該

保
護

者
と
同

一
の
世

帯
に

属
す

る
者
が

地
方
税

法
（
昭
和

2
5
年
法
律

第
2
2
6
号
）
の

規
定

に
よ
る

市
町
村

民
税
を

課
さ

れ
な

い
者
（

ア
に

掲
げ
る

者
を
除

く
。

）
）

 

ウ
 
住

民
税
所

得
割

課
税

額
7
7
,
1
0
1
円

未
満
世

帯
（
年
収

3
6
0
万

円
未

満
世
帯
相

当
）
（

保

護
者
及

び
当
該

保
護

者
と

同
一
の

世
帯
に

属
す

る
者

に
つ
い

て
、
地

方
税

法
の

規
定
に

よ
る

市
町
村

民
税
の

同
法

第
2
9
2
条
第

１
項

第
２
号

に
掲
げ
る

所
得
割

の
額

を
合

算
し
た

額
（
以

下
、
市

町
村
民

税
所

得
割

合
算
額

と
い
う

。
）

が
7
7
,
1
0
1

円
未
満

で
あ

る
者

（
ア
及

び
イ

に
掲
げ

る
者
を

除
く

。
）

）
 

 
 
 
エ

 
ア

～
ウ
に

該
当
し
な

い
、
そ

の
他

世
帯

 

 （
利
用

者
負
担

額
）

 

 
延

べ
利

用
回

数
 

×
 

生
活

保
護

世
帯

 
0
円

 

住
民

税
非

課
税

世
帯

 
3
,
2
0
0
円

 

住
民

税
所

得
割

課
税

額

7
7
,
1
0
1
円
未

満
世
帯

 

6
,
5
6
0
円

 

そ
の

他
世

帯
 

1
6
,
8
0
0
円

 

 ②
 
保
護

者
指

導
支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
資
格

取
得

支
援

 

１
市
町

村
当
た

り
 
1
0
0
,
0
0
0
円

 

 

（
２
）

補
助
率

 

国
１
／

２
、
都

道
府

県
１

／
４
、

市
町
村

１
／

４
 

 ４
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議

費
、
光

熱
水

費
）

、
備

品
購
入

費
、

役
務

費
（

通
信

運
搬

費
、

広
告

料
、

保
険

料
）

、
報

償
費
、

委
託
料

、
使
用

料
及

び
賃

借
料
、

共
済
費

、
扶

助
費

、
補
助

金
、
負

担
金

 

 ５
 
留

意
事
項

 

ペ
ア
レ

ン
ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
に
つ

い
て
２
（

３
）
①

で
定
め

る
対
象

と
な

る
家

庭
以
外

の
家
庭

に
対

し
て

支
援

を
提

供
す

る
こ

と
を

妨
げ

る
も

の
で

は
な

い
が

、
そ

の
場

合
、

当
該

家
庭

に
か

か
っ

た
経

費
に
つ

い
て
は

補
助

対
象

外
と
す

る
。
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別
添
３

３
 

 

子
ど
も

の
居
場

所
支

援
整

備
事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

家
庭
や

学
校
に

居
場

所
の

な
い
子

ど
も
を

対
象

と
し

た
居
場

所
の
提

供
や

家
庭

環
境
・
養
育
環

境
の

維
持
改

善
を
目

的
と

し
て

、
子
ど

も
と
そ

の
家

庭
が

抱
え
る

多
様
な

課
題

に
応

じ
た
支

援
を
包

括
的

に

実
施
す

る
居
場

所
を

整
備

す
る
た

め
の
支

援
を

提
供

す
る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

家
庭
や

学
校
に

居
場

所
の

な
い
子

ど
も
と

そ
の

家
庭

が
抱
え

る
多
様

な
課

題
に

応
じ
た

支
援
を

、

包
括
的

に
実
施

す
る

居
場

所
の
整

備
に
必

要
な

整
備

費
と
改

修
費
の

支
援

を
行

う
。

 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

市
町
村

 

 

（
３
）

整
備
対

象
施

設
の

設
置
主

体
（
事

業
者

）
 

市
町
村

又
は

市
町
村

が
適

当
と
認

め
た
者

 

 

（
４
）

整
備
基

準
 

 
事
業

所
の
整

備
に

当
た

っ
て
は

、
以
下

の
①

～
④

の
設
備

を
設
け

る
も

の
と

す
る
。

 

①
 
相

談
室

 

②
 
対

象
者
が

集
ま

る
こ

と
が
で

き
る
設

備
 

③
 
事

務
室

 

④
 
キ

ッ
チ
ン

、
浴

室
、

学
習
ス

ペ
ー
ス

な
ど

、
そ

の
他
支

援
の
実

施
に

必
要

な
設
備

 

 

３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

 
（
１

）
補
助

基
準

額
 

種
目

 
補
助
基

準
額

 

本
体
工

事
 

１
施
設

当
た
り

 
1
7
,
3
9
2
千
円

 

特
殊
附

帯
工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
1
6
,
5
7
2
千
円

 

地
域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算

 
１
施
設

当
た
り

 
1
2
,
1
0
4
千
円

 

解
体
撤

去
工
事

 
1
施
設

当
た
り

 
 

 
9
9
0
千
円

 

仮
設
施

設
整
備

工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
 
1
,
7
5
6
千
円

 

※
 
大

規
模
修

繕
等

に
つ

い
て
は

、
対
象

経
費

の
実

支
出
額

を
基
準

額
と

す
る

こ
と
。

 

※
 
特

殊
附

帯
工
事

に
つ

い
て
は

、
「

次
世
代

育
成

支
援
対

策
施

設
整
備

交
付

金
に
お

け
る

特
殊
附

帯
工
事

の
取
扱

い
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
0
年
６

月
1
2
日
 

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
4
号
）

を
準

用
し

て
整
備

す
る
こ

と
。

 

※
 
地

域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算
に

つ
い

て
は
、

「
次

世
代
育

成
支

援
対
策

施
設

整
備
交

付
金

に
お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進
等

を
図
る

た
め

の
ス

ペ
ー
ス

（
地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス
）

の
整
備

に
つ

い
て

」

（
平
成

2
0
年

６
月

1
2
日

雇
児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
）

の
「
Ⅰ

地
域
に

密
着

し
た

独
自
の

事
業
を

実

施
す
る

た
め
の

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
の
整

備
」

を
準

用
し
て

整
備
す

る
こ

と
。

 

※
 
豪

雪
地
帯

対
策

特
別

措
置
法

（
昭

和
3
7
年
法

律
第

7
3
号

）
第

2
条

第
2
項
の

規
定
に

基
づ

き

指
定
さ

れ
た
特

別
豪

雪
地

域
、
奄

美
群
島

振
興

開
発

特
別
措

置
法
（

昭
和

2
9
年
法
律

第
1
8
9
号
）

第
1
条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群
島

、
離
島

振
興

法
（

昭
和

2
8
年
法

律
第

7
2
号

）
第

2
条
第

1
項

の
規

定
に

基
づ

き
指
定

さ
れ
た

離
島

振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法

（
昭
和

4
4
年
法

律
第

7
9
号
）
第

4
条
第

1
項

に
規

定
さ
れ

た
小
笠

原
諸

島
又

は
沖
縄

振
興
特

別

措
置
法

（
平
成

1
4
年
法

律
第

1
4
号
）

第
3
条
第

1
項
第

3
号
に

規
定
さ

れ
た
離
島

の
い
ず

れ
か

に
所
在

す
る
場

合
は

、
基

準
額
（

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
を
除

く
）
に
対

し
て

、
0
.
0
8
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

基
準
額

を
加

算
す

る
こ
と

。
（
小

数
点

以
下

切
捨
て

。
）

 

  
（
２

）
補
助

率
 

 
 
 

 
国
２

／
３

、
市

町
村
１

／
１
２

、
事

業
者

１
／
４

 

  
（
３

）
補
助

対
象

事
業

（
整
備

区
分
）

 

創
設

、
増

築
、

増
改

築
、

改
築

、
改

修
、

大
規

模
修

繕
等

（
そ

の
他

、
民

間
資

金
等

の
活

用

に
よ
る

公
共
施

設
等

の
整

備
等
の

促
進
に

関
す

る
法

律
（
平
成

1
1
年

法
律
第

1
1
7
号
）
第

８
条

第
１
項

の
規
定

に
よ

り
選

定
さ
れ

た
選
定

事
業

者
が

、
同
法

第
1
4
条
第

１
項

の
規
定

に
よ
り

整

備
し
た

施
設
を

市
町

村
が

買
収

す
る
事
業

を
含

む
も

の
と
す

る
。
）

 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
だ
し

、
令

和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、

令
和
６

年
度

中
に
完

了
が
見

込
ま

れ
る

場
合
に

は
、
施

設
整
備

が
完
了
す

る
月
の

末
日

又
は

令
和
７

年
３

月
3
1
日

の

い
ず
れ

か
早
い

日
と

す
る

。
 

 ５
 
対

象
経
費

 

種
目

 
対
象
経

費
 

本
体
工

事
費

 
施

設
の

整
備

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

工
事

事
務

費
（

工

事
施

工
の

た
め

直
接

必
要

な
事

務
に

要
す

る
費

用
で

あ
っ

て
、

旅
費

、
消

耗

品
費

、
通

信
運

搬
費

、
印

刷
製

本
費

及
び

設
計

監
督

料
等

を
い

い
、

そ
の

額

は
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費
の

2
.
6
％

に
相

当
す

る
額
を

限
度
額

と
す

る
。

以
下
同

じ
）
。

 

た
だ

し
、

別
の

補
助

金
等

又
は

こ
の

種
目

と
は

別
の

種
目

に
お

い
て

別
途

交
付
対

象
と
す

る
費

用
を

除
き
（
以
下

同
じ

。
)
、
工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と
認

め
ら

れ
る

委
託

費
、

分
担

金
及

び
適

当
と

認
め

ら
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れ
る
購

入
費
等

を
含

む
（

以
下
同

じ
。
）
。

 

特
殊
附

帯
工
事

費
 

特
殊
附

帯
工
事

費
に

必
要

な
工
事

費
又
は

工
事

請
負

費
 

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
加
算

 

地
域

に
密

着
し

た
独

自
の

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

場
等

を
確

保
す

る
整

備
で
あ

っ
て
、

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
8
号
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家

庭
局

長
通

知
「

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付

金
に

お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進

等
を

図
る

た
め

の
ス

ペ
ー

ス
（

地
域

交
流

ス

ペ
ー

ス
）

の
整

備
に

つ
い

て
」

に
定

め
る

基
準

に
適

合
す

る
整

備
に

必
要

な

事
費
又

は
工
事

請
負

費
及

び
工
事

事
務
費

 

解
体

撤
去

工
事

費

及
び

仮
設

施
設

整

備
工

事
費
（

改
築

・

大
規

模
修

繕
等

の

場
合
が

対
象
）
※
大

規
模

修
繕

等
に

つ

い
て
は

、
仮
設

施
設

整
備
費

の
み
対

象
 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な
賃

借
料
、

工
事

費
又

は
工
事

請
負
費

 

 ６
 
留

意
事
項

 

 
（
１

）
次
に

掲
げ

る
費

用
に
つ

い
て
は

、
対

象
と

し
な
い

。
 

 
 
 

①
 
土

地
の

買
収

又
は
整

地
に
関

す
る

費
用

 

 
 
 

②
 
既

存
建

物
の

買
収
（

既
存
建

物
を

買
収

す
る
こ

と
が
建

物
を

新
築

す
る
こ

と
よ
り

、
効

率
的

で
あ
る

と
認
め

ら
れ

る
場

合
に
お

け
る
当

該
建

物
の

買
収
を

除
く
。

）
に

要
す

る
費
用

 

 
 
 

③
 
職

員
の

宿
舎

に
要
す

る
費
用

 

 
 
 

④
 
そ

の
他

施
設

整
備
費

と
し
て

適
当

と
認

め
ら
れ

な
い
費

用
 

 （
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の

交
付
を

受
け
取

得
し

た
財

産
に
つ

い
て

、
取

り
壊
し

等
の
財

産
処
分

を
行

う
場

合
に
は

、
平

成
2
0

年
４
月

1
7
日

雇
児

発
第

0
4
1
7
0
0
1
号

「
厚

生
労
働

省
所
管

一
般
会

計
補

助
金

等
に
係

る
財
産

処

分
に
つ

い
て
」

に
よ

る
財

産
処
分

の
承
認

手
続

き
等

が
必
要

で
あ
る

の
で

、
厚

生
労
働

省
又
は

各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

支
局
と

事
前

に
相

談
す
る

こ
と
。

 

 （
３
）

「
次
世

代
育

成
支

援
対
策

施
設
整

備
交

付
金

交
付
要

綱
」
（

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

厚
生
労

働

省
発
雇

児
第

0
6
1
2
0
0
1
号

厚
生
労

働
省
事

務
次

官
通

知
の
別

紙
）
に

基
づ

く
交

付
金
の

対
象
と

な

る
補

助
対

象
経

費
と

本
事

業
に

よ
る

補
助

対
象

経
費

が
重

複
す

る
こ

と
が

な
い

よ
う

留
意

す
る

こ
と
。

 

別
添
３

４
 

 

子
ど
も

の
居
場

所
支

援
臨

時
特
例

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

家
庭
や

学
校
に

居
場

所
の

な
い
子

ど
も
に

対
し

て
、
子
ど
も

と
そ
の

家
庭

が
抱

え
る
多

様
な
課

題
に

応
じ
て

、
生
活

習
慣

の
形

成
や
学

習
の
サ

ポ
ー

ト
、

進
路
等

の
相
談

支
援

、
食

事
の
提

供
を
行

う
と

と

も
に
、

子
ど
も

・
家

庭
の

状
況

を
ア
セ
ス

メ
ン

ト
し

、
関
係

機
関
へ

の
つ

な
ぎ

を
行
う

等
の
支

援
を

包

括
的
に

提
供
す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

以
下
の

①
、
②

の
全

部
も

し
く
は

一
部
の

取
組

を
行

う
こ
と

と
す
る

。
 

①
 
子

ど
も
の

居
場

所
支

援
臨
時

特
例
事

業
 

「
児
童

指
導
担

当
職

員
」

を
配
置

し
、
以

下
の

（
ⅰ

）
～
（

ⅵ
）
に

掲
げ

る
取

組
を
包

括
的
に

実
施
す

る
も
の

と
す

る
。

 

た
だ
し

、
支
援

を
常

時
提

供
し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い

わ
け
で

は
な
く

、
支

援
対

象
者
か

ら
支
援

を
求
め

ら
れ
た

際
に

、
確

実
に
支

援
を
提

供
で

き
る

体
制
を

整
備
す

る
こ

と
。

 

（
ⅰ
）

安
心
・

安
全

な
居

場
所
の

提
供
（

※
２

）
 

（
ⅱ
）

生
活
習

慣
の

形
成

（
片
付

け
や
手

洗
い

、
う

が
い
等

の
健
康

管
理

の
習

慣
づ
け

、
日
用

品

の
使
い

方
に
関

す
る

助
言

等
）

 

（
ⅲ
）

学
習
の

支
援

（
宿

題
の
見

守
り
、

学
校

の
授

業
や
進

学
の
た

め
の

サ
ポ

ー
ト
等

）
 

（
ⅳ
）

食
事
の

提
供

（
※

３
、
４

、
５
）

 

（
ⅴ
）

課
外
活

動
の

提
供

（
調
理

実
習
、

農
業

体
験

、
年
中

行
事
の

体
験

や
学

校
訪
問

等
）

 

（
ⅵ
）

学
校
、

医
療

機
関

、
民
生

委
員
・

児
童

委
員

等
の
関

係
機
関

と
日

常
的

に
連
携

を
行
い

、

事
業

の
趣

旨
や

各
機

関
が

把
握

し
て

い
る

子
ど

も
の

情
報

が
共

有
さ

れ
や

す
い

関
係

の
構

築
 

（
※
１

）
（

ⅰ
）
～
（
ⅵ

）
の

取
組
を

通
じ

て
家
庭

へ
の
支

援
が
必

要
と

判
断

さ
れ
る

場
合
に

は
、

保
護
者

へ
の
家

庭
の

状
況

の
聞
き

取
り
等

を
通

じ
て

、
家
庭

環
境
の

把
握

に
努

め
る
こ

と
。

 

（
※
２

）
居
場

所
に

お
け

る
支
援

を
行
う

際
、

必
要

に
応
じ

て
家
庭

、
学

校
、

そ
の
他

の
場
所

と

本
事
業

の
実
施

場
所

と
の

間
の
送

迎
支
援

を
行

う
こ

と
。

 

（
※
３

）
食
事

の
提

供
に

当
た
っ

て
は
、

食
育

の
観

点
に
配

慮
す
る

と
と

も
に

、
衛
生

管
理
及

び

事
故
防

止
の
徹

底
を

図
る

こ
と
。

 

（
※
４

）
提
供

す
る

食
事

は
、
必

ず
居
場

所
で

調
理

さ
れ
た

食
事
で

あ
る

こ
と

を
要
し

な
い
。

 

（
※
５

）
居
場

所
に

て
食

事
の
提

供
を
含

め
た

各
種

支
援
を

包
括
的

に
提

供
す

る
こ
と

を
目
的

と

し
た
事

業
で
あ

る
た

め
、

宅
食
に

よ
り
食

事
を

提
供

す
る
こ

と
は
不

可
と

す
る

。
 

②
 
児

童
指
導

専
門

職
員

配
置
支

援
事
業

 

子
ど

も
及

び
そ

の
家

庭
を

対
象

と
し

た
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

ク
の

業
務

に
従

事
し

て
い

た
経

験

を
持
ち

、
十
分

な
ソ

ー
シ

ャ
ル
ワ

ー
ク
ス

キ
ル

を
有

す
る
「

児
童
指

導
専

門
職

員
」
を

配
置
し

、

以
下
の

（
ⅰ
）

～
（

ⅳ
）

に
掲
げ

る
取
組

を
包

括
的

に
実
施

す
る
も

の
と

す
る

。
 

（
ⅰ
）

支
援
計

画
（

※
１

）
の
策

定
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（
ⅱ
）

学
校
、

要
保

護
児

童
対
策

地
域
協

議
会

等
の

関
係
機

関
に
お

け
る

会
議

へ
の
出

席
等

 

（
ⅲ
）

子
ど
も

の
家

庭
へ

の
訪
問

を
含
め

た
支

援
（

※
２
）

 

（
ⅳ
）

そ
の
他

、
居

場
所

に
お
け

る
子
ど

も
に

必
要

な
支
援

 

（
※
１

）
支
援

計
画

は
、

居
場
所

に
お
け

る
子

ど
も

へ
の
支

援
を
中

心
に

考
え

た
も
の

で
あ
る

こ

と
。

 

（
※
２

）
事
業

所
に

お
け

る
保
護

者
へ
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト
等

の
支
援

だ
け

で
は

な
く
、

必
要
に

応

じ
て
、

子
ど
も

の
家

庭
を

訪
問
し

、
家
庭

環
境

の
把

握
や
保

護
者
へ

の
相

談
支

援
を
実

施
す

る
こ
と

。
 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

市
町
村

 

な
お
、

市
町
村

が
認

め
た

者
へ
委

託
等
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
。

 

 

（
３
）

支
援
対

象
者

 

①
 
食

事
、
衣
服

、
生
活

環
境
等

に
つ
い

て
、
不

適
切
な
養

育
状
態

に
あ

る
家

庭
の
子

ど
も
等

、
養

育
環
境

に
関
し

て
課

題
の

あ
る
学

齢
期
の

子
ど

も
及

び
そ
の

家
庭

 

②
 
不

登
校
の

子
ど

も
等

、
学
校

に
居
場

所
の

な
い

学
齢
期

の
子
ど

も
及

び
そ

の
家
庭

 

③
 
そ

の
他
、
市
町

村
が

関
係
機

関
か
ら

の
情

報
に

よ
り
支

援
を
行

う
こ

と
が

適
切
で

あ
る
と

判
断

し
た
学

齢
期
の

子
ど

も
及

び
そ
の

家
庭

 

 

（
４
）

事
業
実

施
場

所
 

児
童
養

護
施
設

、
児

童
館

、
児
童

家
庭
支

援
セ

ン
タ

ー
等
の

子
育
て

関
連

施
設

や
そ
の

他
市
町

村
が
子

ど
も
の

居
場

所
支

援
を
行

う
場
所

と
し

て
適

当
と
認

め
た
場

所
（

空
き

家
や
賃

貸
物
件

の

活
用
を

含
む
。

）
 

 （
５
）

事
業
実

施
体

制
 

事
業
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
①

児
童

指
導

担
当
職

員
は
必

置
と

し
、

②
児
童

指
導
専

門
職
員

は
地
域

の
実

情
や

そ
の
他

支
援
の

必
要

性
を

考
慮
し

て
配
置

す
る

も
の

と
す
る

。
 

な
お
、

職
員
の

配
置

に
あ

た
っ
て

は
、
研

修
の

実
施

等
に
よ

り
、
従

事
す

る
職

員
の
質

の
担
保

を
図
る

こ
と
。

 

①
 
児

童
指
導

担
当

職
員

 

（
ⅰ
）

児
童
福

祉
事

業
及

び
そ
れ

に
類
す

る
業

務
に

従
事
し

て
い
た

経
験

を
持

つ
者

 

（
ⅱ
）

専
従
の

常
勤

職
員

（
常
勤

的
非
常

勤
職

員
を

含
む
）

で
あ
る

こ
と

が
望

ま
し
い

。
 

な
お
、

児
童
指

導
担

当
職

員
の
配

置
に
あ

た
っ

て
は

、
児
童

の
支
援

に
従

事
す

る
同
種

の
職

員
の
処

遇
を
考

慮
し

た
上

で
配
置

す
る
こ

と
。

 

②
 
児

童
指
導

専
門

職
員

 

（
ⅰ
）

子
ど
も

を
対

象
と

し
た
ソ

ー
シ
ャ

ル
ワ

ー
ク

の
業
務

に
従
事

し
て

い
た

者
 

な
お
、

児
童
指

導
専

門
職

員
は
、

支
援
計

画
の

策
定

や
要
保

護
児
童

対
策

地
域

協
議
会

等

関
係
機

関
と
の

会
議

へ
の

出
席
等

、
十
分

な
ソ

ー
シ

ャ
ル
ワ

ー
ク
ス

キ
ル

が
求

め
ら
れ

る

こ
と
か

ら
、
社

会
福

祉
士

又
は
精

神
保
健

福
祉

士
の

資
格
を

有
す
る

こ
と

が
望

ま
し
い

。
 

 

（
６
）

開
所
日

数
 

開
所

す
る

日
数

は
、

そ
の

地
域

に
お

け
る

学
校

の
授

業
の

休
業

日
そ

の
他

の
状

況
等

を
考

慮

し
、
年

間
2
5
0
 
日
以

上
開
所
す

る
こ
と

。
 

た
だ
し

、
実
態

と
し

て
2
5
0
日
開

所
す

る
必
要

が
な
い
場

合
に
は

、
特

例
と

し
て

2
0
0
日
以

上

の
開
所

で
も
本

事
業

の
対

象
と
す

る
。

 

 

（
７
）

開
所
時

間
 

原
則
、
1
2
時

か
ら

2
0
時

を
目
途

と
し
て

開
所

す
る

も
の
と

す
る
が

、
そ

の
地

域
に
お

け
る
学

校
の
授

業
の
終

了
の

時
刻

そ
の
他

の
状
況

等
を

考
慮

し
て
定

め
る
も

の
と

す
る

。
 

 ３
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ４
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
子

ど
も
の

居
場

所
支

援
臨
時

特
例
事

業
 

１
か

所
当
た

り
 
1
4
,
5
9
2
千

円
 

 
 
 

 
賃
借

料
支

援
 

１
か
所

当
た
り

 
 
3
,
0
0
0
千
円

（
上
限

）
 

 
開
設

準
備
経

費
支

援
 

１
か
所

当
た
り

 
 
4
,
0
0
0
千
円

（
上
限

）
 

②
 
児

童
指
導

専
門

職
員

配
置
支

援
事
業

 
 

１
か

所
当
た

り
 
 
1
,
2
5
8
千

円
 

 

（
２
）

補
助
率

 

 
 
国

１
／
２

、
都

道
府

県
１
／

４
、
市

町
村

１
／

４
 

 ５
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議
費

、
光
熱

水
費

）
、

改
修
費

、
備
品

購
入

費
、

役
務
費

（
通
信

運
搬

費
、

広
告
費

、
保
険

料
）
、

報
償
費

、
委
託

料
、

使
用

料
及
び

賃
借
料

、
共

済
費

、
扶
助

費
、
補

助
金

、
負

担
金

 

 ８
 
留

意
事
項

 

（
１
）

母
子

及
び
父

子
並

び
に
寡

婦
福
祉

法
（

昭
和

3
9
 
年
法
律

第
1
2
9
 
号

）
に
基

づ
く
ひ

と
り

親
家

庭
の
子

ど
も
に

対
す

る
生

活
・
学

習
支
援

事
業

、
生

活
困
窮

者
自
立

支
援

法
（

平
成

2
5
年
法

律

第
1
0
5
号
）
に

基
づ

く
生

活
困
窮

世
帯
の

子
ど

も
に

対
す
る

学
習
・

生
活

支
援

事
業
、

そ
の
他

関

連
す
る

施
策
と

の
連

携
を

図
る
と

と
も
に

、
支

援
対

象
児
童

の
重
複

を
防

ぐ
こ

と
。

 

 （
２
）

事
業
の

実
施

に
よ

り
知
り

得
た
個

人
情

報
は

、
規
定

を
置
く

な
ど

の
措

置
を
図

る
こ
と

で
適

切

に
保
管

す
る
と

と
も

に
、

児
童
指

導
担
当

職
員

や
児

童
指
導

専
門
職

員
に

対
し

て
個
人

情
報
の

取

り
扱
い

等
に
つ

い
て

、
守

秘
義
務

を
課
す

こ
と

。
ま

た
、
事

業
の
全

部
又

は
一

部
を
委

託
し
て

実

施
す
る

場
合
に

は
、

委
託

先
と
の

契
約
に

お
い

て
定

め
る
こ

と
。

 

 （
３
）

支
援
対

象
者

の
情

報
の
共

有
に
あ

た
っ

て
は

、
本
人

の
同
意

を
得

た
上

で
実
施

す
る
こ

と
。
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別
添
３

５
 

 

子
育
て

短
期
支

援
整

備
事

業
 

 １
 
事

業
の
目

的
 

児
童
福

祉
法
（

昭
和

2
2
年
法
律

第
1
6
4
号
）
第
６

条
の
３

第
３
項

に
規

定
す

る
市
町

村
が
実

施
す

る

子
育
て

短
期
支

援
事

業
（

別
添

3
5
の
「

子
育

て
短

期
支
援

臨
時
特

例
事

業
の

実
施
に

つ
い
て

」
に

基
づ

く
子
育

て
短
期

支
援

臨
時

特
例
事

業
を
含

む
。

以
下

同
じ
。

）
の
実

施
に

当
た

り
、
保

護
者
が

レ
ス

パ

イ
ト
・

ケ
ア
の

必
要

性
を

感
じ
た

と
き
に

安
定

し
て

利
用
す

る
こ
と

が
で

き
る

よ
う
、

子
育
て

短
期

支

援
事
業

の
安
定

的
な

提
供

体
制
の

整
備
を

推
進

す
る

た
め
、

子
育
て

短
期

支
援

事
業
専

用
の
居

室
の

整

備
に
要

す
る
費

用
の

一
部

を
補
助

す
る
こ

と
に

よ
り

、
こ
れ

ら
の
児

童
及

び
そ

の
家
庭

の
福
祉

の
向

上

を
図
る

こ
と
を

目
的

と
す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

 
（
１

）
事
業

内
容

 

児
童

養
護

施
設

、
母

子
生

活
支

援
施

設
、

乳
児

院
、

保
育

所
、

フ
ァ

ミ
リ

ー
ホ

ー
ム

等
住

民

に
身

近
で

あ
っ

て
、

適
切

に
保

護
す

る
こ

と
が

で
き

る
施

設
（

以
下

、
施

設
と

い
う

。
）

に
お

い
て

、
子

育
て

短
期

支
援

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

専
用

の
居

室
を

整
備

す
る

た
め

の
費

用
の

一
部
を

補
助
す

る
。

 

 
（
２

）
事
業

の
実

施
主

体
 

 
 
 

 
市
町

村
 

 
（
３

）
整
備

対
象

施
設

の
設
置

主
体
（

事
業

者
）

 

 
 
 

 
市
町

村
又

は
市

町
村
が

適
当
と

認
め

た
者

 

（
４
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。
た

だ
し
、
令
和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、
令

和
６

年
度
中

に
完
了

が
見

込
ま

れ
る
場

合
に
は

、
施

設
整

備
が
完

了
す
る

月
の

末
日

又
は
令

和
７
年

３

月
3
1
日

の
い

ず
れ
か

早
い
日
と

す
る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

 
（
１

）
補
助

基
準

額
 

種
目

 
補
助
基

準
額

 

本
体
工

事
 

定
員
１

人
当
た

り
 
2
,
4
1
6
千
円

 

初
度
設

備
相
当

加
算

 
定
員
１

人
当
た

り
 

 
 
9
6
千
円

 

特
殊
附

帯
工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
 
1
6
,
5
7
2
千
円

 

地
域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算

 
１
施
設

当
た
り

 
 
1
2
,
1
0
4
千
円

 

解
体
撤

去
工
事

 
定
員
１

人
当
た

り
 

 
1
2
0
千
円

 

仮
設
施

設
整
備

工
事

 
定
員
１

人
当
た

り
 

 
2
1
7
千
円

 

※
 
大

規
模
修

繕
等

に
つ

い
て
は

、
対
象

経
費

の
実

支
出
額

を
基
準

額
と

す
る

こ
と
。

 

※
 
特

殊
附

帯
工
事

に
つ

い
て
は

、
「

次
世
代

育
成

支
援
対

策
施

設
整
備

交
付

金
に
お

け
る

特
殊
附

帯
工
事

の
取
扱

い
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
0
年
６

月
1
2
日
 

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
4
号
）

を
準

用
し

て
整
備

す
る
こ

と
。

 

※
 
地

域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算
に

つ
い

て
は
、

「
次

世
代
育

成
支

援
対
策

施
設

整
備
交

付
金

に
お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進
等

を
図
る

た
め

の
ス

ペ
ー
ス

（
地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス
）

の
整
備

に
つ

い
て

」

（
平
成

2
0
年

６
月

1
2
日

雇
児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
）

の
「
Ⅰ

地
域
に

密
着

し
た

独
自
の

事
業
を

実

施
す
る

た
め
の

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
の
整

備
」

を
準

用
し
て

整
備
す

る
こ

と
。

 

※
 
豪

雪
地
帯

対
策

特
別

措
置
法

（
昭

和
3
7
年
法

律
第

7
3
号

）
第

2
条

第
2
項
の

規
定
に

基
づ

き

指
定
さ

れ
た
特

別
豪

雪
地

域
、
奄

美
群
島

振
興

開
発

特
別
措

置
法
（

昭
和

2
9
年
法
律

第
1
8
9
号
）

第
1
条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群
島

、
離
島

振
興

法
（

昭
和

2
8
年
法

律
第

7
2
号

）
第

2
条
第

1
項

の
規

定
に

基
づ

き
指
定

さ
れ
た

離
島

振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法

（
昭
和

4
4
年
法

律
第

7
9
号
）
第

4
条
第

1
項

に
規

定
さ
れ

た
小
笠

原
諸

島
又

は
沖
縄

振
興
特

別

措
置
法

（
平
成

1
4
年
法

律
第

1
4
号
）

第
3
条
第

1
項
第

3
号
に

規
定
さ

れ
た
離
島

の
い
ず

れ
か

に
所
在

す
る
場

合
は

、
基

準
額
（

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
を
除

く
）
に
対

し
て

、
0
.
0
8
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

基
準
額

を
加

算
す

る
こ
と

。
（
小

数
点

以
下

切
捨
て

。
）

 

  
（
２

）
補
助

率
 

 
 
 

 
国
２

／
３

、
市

町
村
１

／
１
２

、
事

業
者

１
／
４

 

 
（
３

）
補
助

対
象

事
業

（
整
備

区
分
）

 

創
設

、
増

築
、

増
改

築
、

改
築

、
大

規
模

修
繕

等
（

そ
の

他
、

民
間

資
金

等
の

活
用

に
よ

る

公
共
施

設
等
の

整
備

等
の

促
進
に

関
す
る

法
律
（

平
成

1
1
年

法
律

第
1
1
7
号

）
第
８
条

第
１
項

の
規
定

に
よ
り

選
定

さ
れ

た
選
定

事
業
者

が
、
同
法

第
1
4
条

第
１

項
の
規

定
に
よ
り

整
備
し

た

施
設
を

市
町
村

が
買

収
す

る
事
業

を
含
む

も
の

と
す

る
。
）

 

 ４
 
対

象
経
費

 

 
 

種
目

 
対
象
経

費
 

本
体
工

事
費

 
施

設
の

整
備

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

工
事

事
務

費
（

工

事
施

工
の

た
め

直
接

必
要

な
事

務
に

要
す

る
費

用
で

あ
っ

て
、

旅
費

、
消

耗

品
費

、
通

信
運

搬
費

、
印

刷
製

本
費

及
び

設
計

監
督

料
等

を
い

い
、

そ
の

額

は
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費
の

2
.
6
％

に
相

当
す

る
額
を

限
度
額

と
す

る
。

以
下
同

じ
）
。

 

た
だ

し
、

別
の

補
助

金
等

又
は

こ
の

種
目

と
は

別
の

種
目

に
お

い
て

別
途

交
付
対

象
と
す

る
費

用
を

除
き
（
以
下

同
じ

。
)
、
工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と
認

め
ら

れ
る

委
託

費
、

分
担

金
及

び
適

当
と

認
め

ら

れ
る
購

入
費
等

を
含

む
（

以
下
同

じ
。
）
。

 

特
殊
附

帯
工
事

費
 

特
殊
附

帯
工
事

費
に

必
要

な
工
事

費
又
は

工
事

請
負

費
 

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
加
算

 

地
域

に
密

着
し

た
独

自
の

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

場
等

を
確

保
す

る
整

備
で
あ

っ
て
、

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
8
号
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家

庭
局

長
通

知
「

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付
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金
に

お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進

等
を

図
る

た
め

の
ス

ペ
ー

ス
（

地
域

交
流

ス

ペ
ー

ス
）

の
整

備
に

つ
い

て
」

に
定

め
る

基
準

に
適

合
す

る
整

備
に

必
要

な

事
費
又

は
工
事

請
負

費
及

び
工
事

事
務
費

 

解
体

撤
去

工
事

費

及
び

仮
設

施
設

整

備
工

事
費
（

改
築

・

大
規

模
修

繕
等

の

場
合
が

対
象
）
※
大

規
模

修
繕

等
に

つ

い
て
は

、
仮
設

施
設

整
備
費

の
み
対

象
 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な
賃

借
料
、

工
事

費
又

は
工
事

請
負
費

 

 ５
 
留

意
事
項

 

 
（
１

）
次
に

掲
げ

る
費

用
に
つ

い
て
は

、
対

象
と

し
な
い

。
 

 
 
 

①
 
土

地
の

買
収

又
は
整

地
に
関

す
る

費
用

 

②
 
既

存
建
物

の
買

収
（

既
存
建

物
を
買

収
す

る
こ

と
が
建

物
を
新

築
す

る
こ

と
よ
り

、
効
率

的

で
あ
る

と
認
め

ら
れ

る
場

合
に
お

け
る
当

該
建

物
の

買
収
を

除
く
。

）
に

要
す

る
費
用

 

 
 
 

③
 
職

員
の

宿
舎

に
要
す

る
費
用

 

 
 
 

④
 
そ

の
他

施
設

整
備
費

と
し
て

適
当

と
認

め
ら
れ

な
い
費

用
 

（
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の

交
付
を

受
け
取

得
し

た
財

産
に
つ

い
て

、
取

り
壊
し

等
の
財

産
処
分

を
行

う
場

合
に
は

、
平

成
2
0

年
４
月

1
7
日

雇
児

発
第

0
4
1
7
0
0
1
号

「
厚

生
労
働

省
所
管

一
般
会

計
補

助
金

等
に
係

る
財
産

処

分
に
つ

い
て
」

に
よ

る
財

産
処
分

の
承
認

手
続

き
等

が
必
要

で
あ
る

の
で

、
厚

生
労
働

省
又
は

各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

支
局
と

事
前

に
相

談
す
る

こ
と
。

 

（
３
）

「
次
世

代
育

成
支

援
対
策

施
設
整

備
交

付
金

交
付
要

綱
」
（

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

厚
生
労

働

省
発
雇

児
第

0
6
1
2
0
0
1
号

厚
生
労

働
省
事

務
次

官
通

知
の
別

紙
）
に

基
づ

く
交

付
金
の

対
象
と

な

る
補

助
対

象
経

費
と

本
事

業
に

よ
る

補
助

対
象

経
費

が
重

複
す

る
こ

と
が

な
い

よ
う

留
意

す
る

こ
と
。

 

   

別
添
３

６
 

 

子
育
て

短
期
支

援
臨

時
特

例
事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

児
童
福

祉
法
（

昭
和

2
2
年
法
律

第
1
6
4
号
）
第
６

条
の
３

第
３
項

に
規

定
す

る
市
町

村
が
実

施
す

る

子
育
て

短
期
支

援
事

業
の

実
施
に

当
た
り

、
保

護
者

が
レ
ス

パ
イ
ト

・
ケ

ア
の

必
要
性

を
感
じ

た
と

き

に
安
定

し
て
利

用
す

る
こ

と
が
で

き
る
よ

う
、

専
従

・
専
任

職
員
の

配
置

支
援

を
行
う

と
と
も

に
、

多

様
化
す

る
支
援

ニ
ー

ズ
に

応
じ
た

支
援
の

提
供

を
臨

時
特
例

と
し
て

実
施

す
る

こ
と
等

に
よ
り

、
こ

れ

ら
の
児

童
及
び

そ
の

家
庭

の
福

祉
の
向
上

を
図

る
こ

と
を
目

的
と
す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

 
 
以

下
（
１

）
～

（
４

）
の
事

業
を
地

域
の

実
情

に
応
じ

て
選
択

し
て

実
施

す
る
。

 

（
１
）

専
用
人

員
配

置
支

援
 

 
①
 

事
業
内

容
 

子
育
て

短
期
支

援
事

業
の

実
施
に

当
た
り

、
専

従
の

職
員
を

配
置
し

、
正

当
な

理
由
な

く
利

用
を
断

ら
な
い

実
施

施
設

等
に
対

し
て
、

専
従

職
員

の
配
置

に
要
す

る
費

用
の

支
援
を

行
う
。

 

 
②
 

実
施
要

件
 

 
 
ア

 
本
事

業
の

対
象

と
な
る

施
設
は

、
「

子
育

て
短
期

支
援
事

業
の

実
施

に
つ
い

て
」
（

平
成

2
6
年
５
月

2
9
日

雇
児
発

0
5
2
9
第

1
4
号
厚

生
労

働
省
雇
用

均
等
・

児
童

家
庭

局
長
通

知
）

（
以
下

、
子
育

て
短

期
支

援
事
業

実
施
要

綱
と

い
う

。
）
に

基
づ
き

、
市

町
村

か
ら
事

業
の

委
託
を

受
け
た

施
設

で
あ

っ
て
、

次
の
要

件
の

い
ず

れ
も
満

た
す
施

設
と

す
る

。
 

(
ｱ
)
 

子
育

て
短

期
支

援
事

業
の

利
用

相
談

が
あ

っ
た

際
に

は
、

受
入

体
制

が
整

っ
て

い
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
利

用
を

断
る

等
、

正
当

な
理

由
な

く
利

用
の

受
入

を
拒

否
し

な
い

こ

と
。

 

(
ｲ
)
 

子
育

て
短

期
支

援
事

業
に

専
従

職
員

と
し

て
、

１
名

以
上

を
配

置
す

る
こ

と
（

施
設

入
所
児

童
の
養

育
の

支
援

等
、
他

の
業
務

と
の

兼
務

は
認
め

な
い
。

）
。

 

イ
 
専

用
人
員

配
置

支
援

の
対
象

と
な
る

施
設

は
、

都
道
府

県
、
児

童
相

談
所

、
市
区

町
村
、

要
保
護

児
童
対

策
地

域
協

議
会
等

関
係
機

関
と

の
連

携
に
努

め
、
積

極
的

に
支

援
の
受

け
皿

と
な
る

こ
と
。

 

（
２
）

親
子
入

所
等

支
援

 

①
 
 
事

業
内
容

 

 
 
 
 
レ

ス
パ
イ

ト
・

ケ
ア

と
あ
わ

せ
て
、

児
童

の
養

育
方
法

や
関
わ

り
方

に
つ

い
て
支

援
が
必

要

な
親
子

を
短
期

間
受

け
入

れ
、
利

用
す
る

親
子

に
対

し
て
以

下
の
支

援
を

行
う

。
 

 
 
・

 
保
護

者
の

レ
ス

パ
イ
ト

・
ケ
ア

支
援

 

 
 
・

 
児
童

の
養

育
方

法
・
関

わ
り
方

、
そ

の
他

家
庭
に

関
す
る

不
安

・
悩

み
等
の

相
談
支

援
 

 
 
・

 
子
育

て
等

の
協

働
に
よ

る
保
護

者
の

エ
ン

パ
ワ
メ

ン
ト
支

援
 

 
 
 
 
・

 
そ
の

他
、

親
子

支
援
に

資
す
る

取
組

 

②
 
 
対

象
者

 

 
 
 
 
保

護
者
が

児
童

と
一

緒
に
レ

ス
パ
イ

ト
・

ケ
ア

を
希
望

す
る
家

庭
や

、
保

護
者
の

レ
ス
パ

イ

ト
・

ケ
ア

と
あ

わ
せ

て
児

童
と

の
関

わ
り

方
や

養
育

方
法

に
つ

い
て

支
援

が
必

要
な

家
庭

の

他
、
親

子
で
利

用
す

る
こ

と
が
必

要
で
あ

る
と

市
町

村
が
認

め
た
家

庭
。
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③
 
実

施
施
設

等
 

本
事
業

の
実
施

施
設

等
は

、
子
育
て

短
期

支
援
事

業
実
施
要

綱
に
規

定
す

る
実

施
施
設

等
で

あ
っ
て

、
親
子

支
援

を
適

切
に
行

う
こ
と

が
で

き
る

施
設
等

と
す
る

。
 

④
 
実

施
要
件

 

 
 
利

用
日
数

に
つ

い
て

は
、
実

施
主
体

と
な

る
市

町
村
が

、
支
援

を
必

要
と

す
る
家

庭
に
対

し

て
、
家

庭
が
抱

え
る

課
題

や
意
向

を
丁
寧

に
確

認
し

、
支
援

ニ
ー
ズ

に
基

づ
い

て
決
定

す
る
こ

と
。

 

（
３
）

入
所
希

望
児

童
支

援
 

①
 
事

業
内
容

 

 
 
保

護
者
の

育
児

放
棄

や
過
干

渉
等
に

よ
り

、
児

童
自
身

が
一
時

的
な

利
用

を
希
望

す
る
際

の

受
け
入

れ
支
援

を
行

う
と

と
も
に

、
児
童

及
び

そ
の

保
護
者

が
抱
え

る
課

題
や

意
向
を

丁
寧
に

確
認
し

、
児
童

と
そ

の
保

護
者
の

関
係
の

改
善

に
向

け
た
調

整
を
実

施
す

る
。

 

②
 
対

象
者

 

 
 
養

育
環
境

に
課

題
の

あ
る
家

庭
で
暮

ら
す

児
童

で
あ
っ

て
、
児

童
自

身
が

一
時
的

な
利
用

を

希
望
す

る
児
童

 

③
 
実

施
施
設

等
 

 
本
事

業
の
実

施
施

設
等

は
、
子

育
て
短

期
支

援
事

業
実
施

要
綱
に

規
定

す
る

実
施
施

設
等
で

あ
っ
て

、
児
童

の
保

護
を

適
切
に

行
う
こ

と
が

で
き

る
施
設

等
と
す

る
。

 

④
 
実

施
要
件

 

ア
 
児

童
が
直

接
又

は
関

係
機
関

を
通
じ

て
、

市
町

村
を
介

さ
ず
に

実
施

施
設

等
に
利

用
相
談

し
た
場

合
 

(
ｱ
)
実

施
施

設
等

は
、

児
童

か
ら

利
用

の
相

談
を

受
け

た
場

合
に

は
、

児
童

の
意

向
を

確
認

し
、
当

該
児
童

の
安

全
を

最
優
先

に
考
慮

し
た

う
え

で
、
受

入
の
可

否
を

行
う

こ
と
。

 

(
ｲ
)
実

施
施

設
等

が
児

童
を

受
け

入
れ

た
場

合
に

は
、

速
や

か
に

、
当

該
児

童
の

居
住

市
町

村
及
び

そ
の
保

護
者

に
対

し
て
、

児
童
の

状
況

等
の

連
絡
を

行
う
こ

と
。

そ
の

際
、
児

童

を
一
時

的
に
受

け
入

れ
る

こ
と
に

つ
い
て

、
保

護
者

の
同
意

を
取
る

こ
と

。
 

(
ｳ
)
実

施
施

設
等

は
、

保
護

者
の

同
意

が
得

ら
れ

な
い

場
合

で
あ

っ
て

、
本

事
業

に
よ

る
受

入
を
行

わ
な
い

と
児

童
の

安
心
・

安
全
が

脅
か

さ
れ

る
お
そ

れ
の
あ

る
場

合
に

は
、
当

該

児
童
の

居
住
市

町
村

に
連

絡
を
行

い
、
連

絡
を

受
け

た
市
町

村
は
児

童
相

談
所

と
も
連

携

の
う
え

、
一
時

保
護

も
含

め
て
必

要
な
支

援
を

行
う

こ
と
。

 

(
ｴ
)
受

入
を

行
っ

た
実

施
施

設
等

は
、

市
町

村
・

関
係

機
関

と
連

携
し

、
家

庭
・

養
育

環
境

の
状
況

把
握
を

行
う

こ
と

。
 

(
ｵ
)
市

町
村

は
、

受
入

を
行

っ
た

実
施

施
設

等
と

連
携

し
、

児
童

の
意

向
や

家
庭

・
養

育
環

境
の
状

況
を
勘

案
し

て
利

用
日
数

を
決
定

す
る

と
と

も
に
、

子
育
て

短
期

支
援

事
業
以

外

の
家
庭

・
養
育

環
境

支
援

等
の
提

供
も
含

め
て

必
要

な
支
援

策
の
検

討
を

行
う

こ
と
。

 

イ
 
児

童
が
直

接
又

は
関

係
機
関

を
通
じ

て
市

町
村

に
相
談

し
た
場

合
 

(
ｱ
)
市

町
村

は
、

直
接

又
は

関
係

機
関

を
通

じ
て

、
児

童
か

ら
利

用
の

相
談

を
受

け
た

場
合

に
は
、

当
該
児

童
の

意
向

や
家
庭

・
養
育

環
境

の
状

況
を
丁

寧
に
確

認
し

、
本

事
業
の

利

用
が
必

要
で
あ

る
場

合
に

は
、
市

町
村
は

受
け

入
れ

可
能
な

実
施
施

設
等

の
調

整
を
行

う

こ
と
。

そ
の
際

、
受

け
入

れ
可
能

な
実
施

施
設

等
と

調
整
し

、
支
援

を
希

望
す

る
児
童

の

送
迎
に

つ
い
て

、
適

切
な

配
慮
を

行
う
こ

と
。

 

(
ｲ
)
利

用
の

調
整

を
行

っ
た

市
町

村
は

、
当

該
児

童
の

保
護

者
に

対
し

て
、

受
け

入
れ

先
の

実
施
施

設
等
や

利
用

日
数

等
の
必

要
な
情

報
提

供
を

行
い
、

一
時
的

な
児

童
の

受
け
入

れ

に
つ
い

て
保
護

者
の

同
意

を
取
る

こ
と
。

そ
の

際
、

家
庭
・

養
育
環

境
の

状
況

把
握
に

努

め
、
子

育
て
短

期
支

援
事

業
以
外

の
家
庭

・
養

育
環

境
支
援

等
の
提

供
も

含
め

て
必
要

な

支
援
策

の
検
討

を
行

う
こ

と
。

 

(
ｳ
)
利

用
の

調
整

を
行

っ
た

市
町

村
は

、
保

護
者

の
同

意
が

得
ら

れ
な

い
場

合
で

あ
っ

て
、

児
童
の

安
心
・

安
全

が
脅

か
さ
れ

る
お
そ

れ
の

あ
る

場
合
に

は
、
児

童
相

談
所

と
も
連

携

の
う
え

、
一
時

保
護

の
検

討
を
行

う
こ
と

。
 

ウ
 
そ

の
他

 

(
ｱ
)
受

け
入

れ
期

間
は

過
度

に
長

期
間

と
な

ら
な

い
よ

う
、

児
童

及
び

そ
の

保
護

者
の

関
係

改
善
に

向
け
た

調
整

に
努

め
る
こ

と
。

 

(
ｲ
)
本

事
業

の
実

施
施

設
等

は
、

市
町

村
、

都
道

府
県

、
児

童
相

談
所

、
要

保
護

児
童

対
策

地
域
協

議
会
等

関
係

機
関

と
の
連

携
に
努

め
、

児
童

の
意

向
家
庭
・

養
育

環
境

の
状
況

を

踏
ま
え

、
必
要

に
応

じ
て

他
の
支

援
に
つ

な
ぐ

こ
と

。
 

(
ｳ
)
受
入

を
行

っ
た
実

施
施
設
等

は
、
児

童
に

と
っ

て
安
心

・
安
全

な
居

場
所

と
な
る

よ
う
、

生
活
環

境
の
配

慮
に

努
め

る
こ
と

。
 

(
ｴ
)
本

事
業

を
利

用
す

る
児

童
が

出
来

る
限

り
、

日
常

的
な

学
校

生
活

が
送

れ
る

よ
う

、
必

要
に
応

じ
て
通

学
の

際
の

送
迎
支

援
を
行

う
こ

と
。

 

(
ｵ
)
受

入
を

行
っ

た
実

施
施

設
等

は
、

児
童

の
ケ

ア
を

行
う

と
と

も
に

、
市

町
村

や
関

係
機

関
と
連

携
し
て

、
保

護
者

の
抱
え

る
課
題

や
意

向
を

丁
寧
に

確
認
し

、
親

子
関

係
の
改

善

に
向
け

た
調
整

を
行

う
こ

と
。

 

(
ｶ
)
市

町
村

は
、

支
援

を
終

結
す

る
際

は
、

当
初

想
定

し
た

利
用

日
数

を
も

っ
て

一
律

に
終

結
す
る

の
で
は

な
く

、
直

近
の
保

護
者
・

家
庭

の
状

況
や
子

ど
も
の

意
向

を
十

分
に
勘

案

し
た
う

え
で
終

結
さ

せ
る

こ
と
。

保
護
者

・
家

庭
の

状
況
や

子
ど
も

の
意

向
を

踏
ま
え

、

支
援
を

終
結
さ

せ
る

こ
と

が
適
当

で
な
い

と
判

断
し

た
場
合

に
は
、

利
用

日
数

の
延
長

を

行
う
と

と
も
に

、
必

要
に

応
じ
て

、
児
童

相
談

所
と

も
連
携

の
う
え

一
時

保
護

の
検
討

を

行
う
こ

と
。

 

（
４
）

利
用
者

負
担

軽
減

支
援

 
 

①
 
事

業
内
容

 

 
 
（

２
）
及

び
（

３
）

に
規
定

す
る
支

援
の

利
用

を
希
望

す
る
家

庭
が

適
切

に
支
援

に
繋
が

る

よ
う
、

所
得
等

に
応

じ
た

利
用
者

負
担
軽

減
を

行
っ

た
際
の

減
免
相

当
額

を
支

援
す
る

。
 

②
 
対

象
者

 

 
 
（

２
）
及

び
（

３
）

に
よ
る

支
援
を

受
け

て
い

る
児
童

の
保
護

者
で

あ
っ

て
、
以

下
の
い

ず

れ
か
に

該
当
す

る
保

護
者

。
 

ア
 
生

活
保
護

世
帯

（
支

援
を
受

け
た
日

に
お

い
て

生
活
保

護
法
（

昭
和

2
5

年
法
律

第
1
4
4

号
）
第

６
条
第

１
項

に
規

定
す
る

被
保
護

者
）

 

イ
 
住

民
税
非

課
税

世
帯

（
保
護

者
及
び

当
該

保
護

者
と
同

一
の
世

帯
に

属
す

る
者
が

地
方
税

法
（
昭
和

2
5
年
法
律

第
2
2
6
号
）
の

規
定

に
よ
る

市
町
村

民
税
を

課
さ

れ
な

い
者
（

ア
に

掲
げ
る

者
を
除

く
。

）
）

 

ウ
 
住

民
税
所

得
割

課
税

額
7
7
,
1
0
1
円

未
満
世

帯
（
年
収

3
6
0
万

円
未

満
世
帯
相

当
）
（

保

護
者
及

び
当
該

保
護

者
と

同
一
の

世
帯
に

属
す

る
者

に
つ
い

て
、
地

方
税

法
の

規
定
に

よ
る

市
町
村

民
税
の

同
法

第
2
9
2
条
第

１
項

第
２
号

に
掲
げ
る

所
得
割

の
額

を
合

算
し
た

額
（
以

下
、
市

町
村
民

税
所

得
割

合
算
額

と
い
う

。
）

が
7
7
,
1
0
1

円
未
満

で
あ

る
者

（
ア
及

び
イ
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に
掲
げ

る
者
を

除
く

。
）

）
 

エ
 

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

に
登

録
さ

れ
た

要
支

援
児

童
及

び
要

保
護

児
童

の
い

る

世
帯
、

そ
の
他

市
町

村
が

特
に
支

援
が
必

要
と

認
め

た
世
帯

の
う
ち

、
市

町
村

が
そ
の

児
童

及
び
保

護
者
の

心
身

の
状

況
及
び

養
育
環

境
等

を
踏

ま
え
、

子
育
て

短
期

支
援

事
業
の

利
用

を
促
し

た
者
で

あ
っ

て
、

子
育
て

短
期
支

援
事

業
に

係
る
利

用
者
負

担
額

を
軽

減
す
る

こ
と

が
適
当

で
あ
る

と
認

め
ら

れ
る
世

帯
（
ア

か
ら

ウ
に

掲
げ
る

者
を
除

く
。

）
 

③
 
実

施
要
件

 

 
ア
 

所
得
の

把
握

に
つ

い
て
は

、
保
護

者
の

同
意

を
得
た

上
で
、

他
の

支
援

利
用
に

伴
い
把

握

し
た
所

得
情
報

を
活

用
す

る
な
ど

、
実
施

主
体

で
あ

る
市
町

村
及
び

利
用

者
の

負
担
と

な
ら

な
い
形

で
運
用

す
る

こ
と

と
し
て

差
し
支

え
な

い
。

 

 
イ
 

補
助
対

象
と

す
る

利
用
料

に
は
施

設
利

用
中

の
食
事

代
を
含

め
て

差
し

支
え
な

い
。

 

 
ウ

 
②

イ
及

び
ウ

に
定

め
る

対
象

者
を

決
定

す
る

た
め

の
市

町
村

民
税

及
び

市
町

村
民

税
所

得
割
合

算
額
の

判
定

の
時

期
は
、

本
事
業

を
実

施
す

る
市
町

村
が
定

め
る

時
期

と
す
る

。
 

④
 
子

育
て
短

期
支

援
事

業
の
実

施
者
に

よ
る

代
理

請
求
・

代
理
受

領
に

つ
い

て
 

市
町
村

は
、
子

育
て

短
期

支
援
事

業
の
実

施
者

に
対

し
て
、

あ
ら
か

じ
め

②
に

定
め
る

対
象

者
か
ら

同
意
を

得
た

上
で

通
知
し

、
対
象

者
が

当
該

実
施
者

に
支
払

う
べ

き
利

用
者
負

担
額
に

対
し
て

対
象
者

に
補

助
す

べ
き
額

の
限
度

に
お

い
て

、
対
象

者
に
代

わ
り

、
当

該
実
施

者
に
支

払
う
こ

と
が
で

き
る

。
 

ま
た
、

こ
の
場

合
に

よ
る

支
払
い

が
あ
っ

た
と

き
は

、
対
象

者
に
対

し
補

助
が

あ
っ
た

も
の

と
み
な

す
。

 

 ３
 
事

業
の
実

施
主

体
 

市
町
村

 

 
 
 
 
な

お
、
市

町
村

が
認

め
た
者

へ
委
託

等
を

行
う

こ
と
が

で
き
る

。
 

 ４
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
専

用
人
員

配
置

支
援

 

 
 
１

施
設
当

た
り

 
年

額
6
,
4
3
3
千
円

 

②
 
親

子
入
所

等
支

援
 

 
 
延

べ
利
用

日
数

 
×

 
日
額

9
,
5
8
0
円

 

③
 
入

所
希
望

児
童

支
援

 

 
 
延

べ
利
用

日
数

 
×

 
日
額

4
,
7
4
0
円

 

④
 
利

用
者
負

担
軽

減
支

援
 

 
 
ア

 
生
活

保
護

世
帯

 
日
額

5
,
0
0
0
円

 

 
 
イ

 
住
民

税
非

課
税

世
帯

 
日
額

4
,
0
0
0
円

 

 
 
ウ

 
住
民

税
所

得
割

課
税
額

7
7
,
1
0
1
円
未

満
世
帯

 
日
額

3
,
5
0
0
円

 

 
 
エ

 
そ
の

他
、

要
保

護
児
童

対
策
地

域
協

議
会

に
登
録

さ
れ
た

要
支

援
児

童
及
び

要
保
護

児

童
の
い

る
世
帯

 
日

額
2
,
5
0
0
円

 

（
２
）

補
助
率

 

 
 
 

 
国
１

／
３

、
都

道
府
県

１
／
３

、
市

町
村

１
／
３

 

５
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議

費
、
光

熱
水

費
）

、
備

品
購
入

費
、

役
務

費
（

通
信

運
搬

費
、

広
告

料
、

保
険

料
）

、
報

償
費
、

委
託
料

、
使
用

料
及

び
賃

借
料
、

共
済
費

、
扶

助
費

、
補
助

金
、
負

担
金

 

 ６
 
留

意
事
項

 

「
子
ど

も
・
子

育
て

支
援

交
付
金

交
付
要

綱
」

（
平

成
2
8
年

７
月

2
0
日

府
子

本
第

4
7
4
号
内

閣
総

理
大
臣

通
知
の

別
紙

）
に

基
づ
く

交
付
金

の
補

助
対

象
経
費

と
本
事

業
に

よ
る

補
助
対

象
経
費

が
重

複

す
る
こ

と
が
な

い
よ

う
留

意
す
る

こ
と
。
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別
添
３

７
 

 

一
時
預

か
り
利

用
者

負
担

軽
減
事

業
 

 １
 
事

業
の
目

的
 

 
保
育

所
等
を

利
用

し
て

い
な
い

家
庭
が

地
域

の
子

育
て
支

援
機
関

に
つ

な
が

り
、
必

要
に
応

じ
て

支
援

を
受
け

る
こ
と

が
重

要
に

な
っ
て

い
る
中

で
、

保
護

者
の
疾

病
や
冠

婚
葬

祭
と

い
っ
た

急
な
預

か
り

ニ
ー

ズ
へ
の

対
応
だ

け
で

は
な

く
、
保

護
者
の

子
育

て
に

関
す
る

心
理
的

・
身

体
的

負
担
を

軽
減
す

る
目

的
も

含
め
た

一
時
預

か
り

事
業

の
利
用

を
促
進

す
る

こ
と

が
求
め

ら
れ
て

い
る

。
 

 
こ
の

た
め
、

所
得

の
低

い
世
帯

や
支
援

が
必

要
な

児
童
が

い
る
世

帯
等

（
以

下
「
低

所
得
世

帯
等

」
と

い
う
。

）
に
お

け
る

一
時

預
か
り

事
業
の

利
用

者
負

担
を
軽

減
す
る

こ
と

に
よ

り
、
低

所
得
世

帯
等

の
一

時
預
か

り
事
業

の
利

用
の

促
進
を

図
り
、

も
っ

て
す

べ
て
の

児
童
の

健
や

か
な

成
長
を

支
援
す

る
こ

と
を

目
的
と

す
る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

 
 
 

低
所
得

世
帯

等
の

児
童
が

、
一
時

預
か

り
事

業
（
「

一
時
預

か
り

事
業

実
施
要

綱
」
（

「
一

時
預

か
り
事

業
の
実

施
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
7
年
７

月
1
7
日

2
7
文
科

初
第

2
3
8
号
、
雇

児
発

0
7
1
7
第

1
1
号
）
の
別
紙

）
に

基
づ

き
市
町

村
等
が

実
施

す
る

一
時
預

か
り
事

業
に

限
る

。
以
下

同
じ
。
）
に

よ
る
支

援
を
受

け
た

場
合

に
お
け

る
、
当

該
児

童
の

保
護
者

が
支
払

う
べ

き
利

用
者
負

担
額
に

対
し

て
、
そ

の
一
部

を
補

助
す

る
事
業

。
 

 （
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

 
 
 

市
町
村

 

な
お
、

市
町
村

が
認

め
た

者
へ
委

託
等
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
。

 

 
 
 

 

（
３
）

事
業
の

対
象

と
な

る
一
時

預
か
り

事
業

 

 
 
 

事
業
の

対
象

と
な

る
一
時

預
か
り

事
業

は
、

「
一
時

預
か
り

事
業

実
施

要
綱
」

の
「
４

．
実

施
方

法
」
に

定
め
る

事
業

類
型

の
う
ち

、
次
の

ア
か

ら
エ

に
該
当

す
る
一

時
預

か
り

事
業
と

す
る
。

た
だ

し
、
「

緊
急
一

時
預

か
り

」
を
除

く
。

 

ア
 
４

（
１
）

に
定

め
る

「
一
般

型
」

 

イ
 
４

（
４
）

に
定

め
る

「
余
裕

活
用
型

」
 

ウ
 
４

（
５
）

に
定

め
る

「
居
宅

訪
問
型

」
 

エ
 
４

（
６
）

に
定

め
る

「
地
域

密
着
Ⅱ

型
」

 

 （
４
）

事
業
の

対
象

者
 

 
 
 

事
業
の

対
象

者
は

、
一
時

預
か
り

事
業

に
よ

る
支
援

を
受
け

た
児

童
の

保
護
者

で
あ
っ

て
、

次
の

ア
か
ら

エ
の
い

ず
れ

か
に

該
当
す

る
者
と

す
る

。
 
 

 
 
ア

 
一
時

預
か

り
事

業
に
よ

る
支
援

を
受

け
た

日
に
お

い
て
生

活
保

護
法
（
昭
和

2
5
年

法
律
第

1
4
4

号
）
第

６
条
第

１
項

に
規

定
す
る

被
保
護

者
で

あ
る

場
合

 

 
 
イ

 
保
護

者
及

び
当

該
保
護

者
と
同

一
の

世
帯

に
属
す

る
者
が

地
方

税
法
（
昭
和

2
5
年

法
律
第

2
2
6

号
）
の

規
定

に
よ
る

市
町

村
民
税

を
課
さ

れ
な

い
者

で
あ
る

場
合
（
ア
に

掲
げ

る
場
合

を
除
く

。
）
 

 
 
ウ

 
保
護

者
及

び
当

該
保
護

者
と
同

一
の

世
帯

に
属
す

る
者
に

つ
い

て
地

方
税
法

の
規
定

に
よ

る
市

町
村
民

税
の
同

法
第

2
9
2
条
第
１

項
第
２

号
に

掲
げ

る
所
得

割
の
額

を
合

算
し

た
（
以

下
「
市

町

村
民
税

所
得
割

合
算

額
」

と
い
う

。
）
が

７
万

7
,
1
0
1
円
未

満
で

あ
る
場

合
（
ア
及

び
イ
に

掲
げ

る
場
合

を
除
く

。
）

 

 
 
エ

 
要
保

護
児

童
対

策
地
域

協
議
会

に
登

録
さ

れ
た
要

支
援
児

童
及

び
要

保
護
児

童
の
い

る
世

帯
、

そ
の
他

市
町
村

が
特

に
支

援
が
必

要
と
認

め
た

世
帯

の
う
ち

、
市
町

村
が

そ
の

児
童
及

び
保
護

者

の
心

身
の

状
況

及
び

養
育

環
境

等
を

踏
ま

え
、

一
時

預
か

り
事

業
の

利
用

を
促

し
た

者
で

あ
っ

て
、
一

時
預
か

り
事

業
に

係
る
利

用
者
負

担
額

を
軽

減
す
る

こ
と
が

適
当

で
あ

る
と
認

め
ら
れ

る

場
合
（

ア
か
ら

ウ
に

掲
げ

る
場
合

を
除
く

。
）

 

 （
５
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 
 

３
 
一

時
預
か

り
事

業
を

行
う
者

に
よ
る

代
理

請
求

・
代
理

受
領
に

つ
い

て
 

 
市
町

村
は
、

一
時

預
か

り
事
業

を
行
う

者
（

以
下

「
事
業

者
」
と

い
う

。
）

に
対
し

て
、
あ

ら
か

じ
め

２
（
４

）
に
定

め
る

対
象

者
か
ら

同
意
を

得
た

上
で

通
知
し

、
対
象

者
が

当
該

事
業
者

に
支
払

う
べ

き
利

用
者
負

担
額
に

対
し

て
対

象
者
に

補
助
す

べ
き

額
の

限
度
に

お
い
て

、
対

象
者

に
代
わ

り
、
当

該
事

業
者

に
支
払

う
こ
と

が
で

き
る

。
 

 
ま
た

、
こ
の

場
合

に
よ

る
支
払

い
が
あ

っ
た

と
き

は
、
対

象
者
に

対
し

補
助

が
あ
っ

た
も
の

と
み

な
す

。
 

 ４
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

 
 
 

補
助
基

準
額

は
、
次
の
各

号
に
掲

げ
る

対
象

者
の
区

分
に
応

じ
、
当
該

各
号
に

定
め
る

額
と

す
る

。
 

 
 
①

２
（
４

）
ア

に
定

め
る
対

象
者

 
児
童

１
人

当
た
り

日
額

3
,
0
0
0
円

 

 
 
②

２
（
４

）
イ

に
定

め
る
対

象
者

 
児
童

１
人

当
た
り

日
額

2
,
4
0
0
円

 

 
 
③

２
（
４

）
ウ

に
定

め
る
対

象
者
 

児
童

１
人

当
た
り

日
額

2
,
1
0
0
円

 

 
 
④

２
（
４

）
エ

に
定

め
る
対

象
者

 
児
童

１
人

当
た
り

日
額

1
,
5
0
0
円

 

 （
２
）

補
助
率

 

 
 
国

１
／
３

、
都

道
府

県
１
／

３
，
市

町
村

１
／

３
 

 ５
 
対

象
経
費

 

 
扶
助

費
、
補

助
金

、
負

担
金

 

  ６
 
留

意
事
項

 

 
 
２

（
４
）

イ
及

び
ウ

に
定
め

る
対
象

者
を

決
定

す
る
た

め
の
市

町
村

民
税

及
び
市

町
村
民

税
所

得
割

合
算
額

の
判
定

の
時

期
は

、
本
事

業
を
実

施
す

る
市

町
村
が

定
め
る

時
期

と
す

る
。
こ

の
た
め

、
保

育

所
等
の

保
育
料

と
同

様
に

、
当
該

年
度
の

４
月

か
ら

８
月
ま

で
は
前

年
度

の
市

町
村
民

税
に
よ

り
、

９

月
以
降

は
当
該

年
度

の
市

町
村
民

税
に
よ

り
判

定
す

る
場
合

の
ほ
か

、
通

年
分

を
４
月

現
在
の

市
町

村
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民
税
を

も
っ
て

判
定

す
る

な
ど
の

場
合
も

国
庫

補
助

の
対
象

と
す
る

。
 

別
添
３

８
 

 

妊
婦
訪

問
支
援

事
業

 

 

１
 
事

業
目
的

 

若
年

、
経
済

的
不

安
、

生
育

歴
、

パ
ー

ト
ナ

ー
・

家
庭

の
状
況

な
ど

か
ら

、
孤

立
し

た
育

児
に

陥
る

な
ど

育
児

が
困

難
に

な
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
る

妊
婦

や
、

妊
婦

健
診

未
受

診
の

妊
婦

に
対

し
、

そ
の
家

庭
を

訪
問

し
、

継
続

的
に

妊
婦

の
状

況
を

把
握

す
る

こ
と

に
よ

り
虐

待
リ

ス
ク

等
の

高
い

妊
婦

を
早
期

に
発
見

し
、
適

切
な

支
援

に
つ
な

げ
る
こ

と
を

目
的

と
す
る

。
 

 ２
 
事

業
内
容

 

若
年

、
経
済

的
不

安
、

生
育

歴
、

パ
ー

ト
ナ

ー
・

家
庭

の
状
況

な
ど

か
ら

、
安

全
な

出
産

へ
の

危
惧

が
あ

る
妊

婦
や

妊
婦

健
診

未
受

診
の

妊
婦

な
ど

、
継

続
的

に
状

況
を

把
握

す
る

こ
と

が
必

要
な

妊
婦
の

家
庭

を
訪

問
し

、
妊

婦
の

状
況

を
把

握
す

る
。

ま
た

、
妊

婦
の

状
況

に
応

じ
て

、
妊

婦
健

康
診

査
の
受

診
を
促

す
と
と

も
に

、
産

前
・
産

後
サ
ポ

ー
ト

事
業

等
必
要

な
支
援

に
繋

ぐ
。

 

 ３
 
対

象
者

 

（
１
）

若
年
、

経
済

的
不

安
、
生

育
歴
、

パ
ー

ト
ナ

ー
・
家

庭
の
状

況
な

ど
か

ら
、
安

全
な
出

産
へ

の
危

惧
が
あ

る
妊
婦

 

（
２
）

妊
婦
健

診
未

受
診

の
妊
婦

 

（
３
）

そ
の
他

、
継

続
的

に
状
況

を
把
握

す
る

こ
と

が
必
要

な
妊
婦

 

 ４
 
事

業
の
実

施
主

体
 

市
町
村

 

な
お
、

市
町
村

が
認

め
た

者
へ
委

託
等
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
。

 

 ５
 
事

業
の
実

施
期

限
 

 
 
 
 
令

和
６
年

３
月

３
１

日
と
す

る
。

 

 
 
 

６
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

①
 
活

動
費

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
訪

問
１

件
あ
た

り
 
9
,
0
8
0
円

 

②
 
民

間
へ
委

託
す

る
場

合
の
事

業
費

 
 
 
年

額
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
6
4
,
0
0
0
円

 

 

（
２
）

補
助
率

 

 
国
１

／
２
、

市
町

村
１

／
２

 

 

７
 
対

象
経
費

 

 
 
 
 
妊

婦
訪
問

支
援

事
業

を
実
施

す
る
場

合
に

必
要

な
報
酬

、
給
与

及
び

職
員

手
当
等

（
た
だ

し
、

会
計

年
度
任

用
職
員

及
び

臨
時

的
任
用

職
員
に

関
す

る
も

の
に
限

る
）
、

報
償

費
、

共
済
費

、
旅
費

、
需

用

費
（
消

耗
品
費

、
燃

料
費

、
印
刷

製
本
費

及
び

光
熱

水
費
）

、
役
務

費
（

通
信

運
搬
費

、
広
告

料
）

、

委
託
料

、
使
用

料
及

び
賃

借
料
、

備
品
購

入
費

、
負

担
金
、

補
助
及

び
交

付
金

等
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８
 
留

意
事
項

 

（
１
）

妊
婦
の

家
庭

を
訪

問
す
る

者
は
、

助
産

師
、

保
健
師

、
看
護

師
、

そ
の

他
本
事

業
を
実

施
す

る
に

当
た
り

市
町
村

が
適

当
と

認
め
る

者
と
す

る
。

 

（
２
）

妊
婦
の

状
況

に
応

じ
、
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン

タ
ー
や

、
要

保
護

児
童
対

策
地
域

協
議

会
等

を
通
じ

て
、
関

係
者

や
関

係
機
関

と
連
絡

調
整

の
上

、
必
要

な
支
援

を
提

供
す

る
も
の

と
す
る

。
 

  

別
添
３

９
 

 

特
定
妊

婦
等
支

援
整

備
事

業
 

 １
 
事

業
の
目

的
 

予
期
せ

ぬ
妊
娠

な
ど

を
理

由
に
支

援
を
必

要
と

す
る

妊
産
婦
（
以

下
、
特
定

妊
婦
等
と

い
う

）
に

対

し
て
、

相
談
支

援
の

実
施

や
看
護

師
等
の

専
門

性
を

活
か
し

た
助
言

等
、

医
療

機
関
等

そ
の
他

関
係

機

関
へ
の

つ
な
ぎ

等
の

支
援

を
提
供

す
る
居

場
所

の
整

備
等
に

要
す
る

費
用

の
一

部
を
支

援
す
る

こ
と

に

よ
り
、

特
定
妊

婦
等

が
安

心
し
て

生
活
を

送
る

こ
と

が
で
き

る
体
制

整
備

を
目

的
と
す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

特
定
妊

婦
等
に

対
し

て
必

要
な
支

援
を
受

け
な

が
ら

、
安
心

し
て
妊

娠
・

出
産

、
産
後

の
生
活

等

を
考
え

る
こ
と

が
出

来
る

居
場
所

の
整
備

に
必

要
な

整
備
費

と
改
修

費
の

支
援

を
行
う

。
 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

都
道
府

県
、
指

定
都

市
、

中
核
市

、
児
童

相
談

所
設

置
市
、

市
及
び

福
祉

事
務

所
設
置

町
村
（

以

下
、
都

道
府
県

等
と

い
う

。
）

 

 

（
３
）

整
備
対

象
施

設
の

設
置
主

体
（
事

業
者

）
 

都
道
府

県
等
又

は
都

道
府

県
等
が

適
当
と

認
め

た
者

 

 

３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

 
（
１

）
補
助

基
準

額
 

種
目

 
補
助
基

準
額

 

本
体
工

事
 

１
世
帯

当
た
り

 
8
,
5
8
8
千
円

 

特
殊
附

帯
工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
1
6
,
5
7
2
千
円

 

地
域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算

 
１
施
設

当
た
り

 
1
2
,
1
0
4
千
円

 

解
体
撤

去
工
事

 
1
世
帯

当
た
り

 
 

 
4
1
6
千
円

 

仮
設
施

設
整
備

工
事

 
１
世
帯

当
た
り

 
 
 

7
5
7
千
円

 

※
 
大

規
模
修

繕
等

に
つ

い
て
は

、
対
象

経
費

の
実

支
出
額

を
基
準

額
と

す
る

こ
と
。

 

※
 
特

殊
附

帯
工
事

に
つ

い
て
は

、
「

次
世
代

育
成

支
援
対

策
施

設
整
備

交
付

金
に
お

け
る

特
殊
附

帯
工
事

の
取
扱

い
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
0
年
６

月
1
2
日
 

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
4
号
）

を
準

用
し

て
整
備

す
る
こ

と
。

 

※
 
地

域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算
に

つ
い

て
は
、

「
次

世
代
育

成
支

援
対
策

施
設

整
備
交

付
金

に
お
け
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る
地

域
福

祉
の

推
進
等

を
図
る

た
め

の
ス

ペ
ー
ス

（
地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス
）

の
整
備

に
つ

い
て

」

（
平
成

2
0
年

６
月

1
2
日

雇
児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
）

の
「
Ⅰ

地
域
に

密
着

し
た

独
自
の

事
業
を

実

施
す
る

た
め
の

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
の
整

備
」

を
準

用
し
て

整
備
す

る
こ

と
。

 

※
 
豪

雪
地
帯

対
策

特
別

措
置
法

（
昭

和
3
7
年
法

律
第

7
3
号

）
第

2
条

第
2
項
の

規
定
に

基
づ

き

指
定
さ

れ
た
特

別
豪

雪
地

域
、
奄

美
群
島

振
興

開
発

特
別
措

置
法
（

昭
和

2
9
年
法
律

第
1
8
9
号
）

第
1
条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群
島

、
離
島

振
興

法
（

昭
和

2
8
年
法

律
第

7
2
号

）
第

2
条
第

1
項

の
規

定
に

基
づ

き
指
定

さ
れ
た

離
島

振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法

（
昭
和

4
4
年
法

律
第

7
9
号
）
第

4
条
第

1
項

に
規

定
さ
れ

た
小
笠

原
諸

島
又

は
沖
縄

振
興
特

別

措
置
法

（
平
成

1
4
年
法

律
第

1
4
号
）

第
3
条
第

1
項
第

3
号
に

規
定
さ

れ
た
離
島

の
い
ず

れ
か

に
所
在

す
る
場

合
は

、
基

準
額
（

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
を
除

く
）
に
対

し
て

、
0
.
0
8
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

基
準
額

を
加

算
す

る
こ
と

。
（
小

数
点

以
下

切
捨
て

。
）

 

 
（
２

）
補
助

率
 

 
 
 

 
国
２

／
３

、
都

道
府
県

等
１
／

１
２

、
事

業
者
１

／
４

 

 

（
３
）

補
助
対

象
事

業
（

整
備
区

分
）

 

創
設

、
増

築
、

増
改

築
、

改
築

、
改

修
、

大
規

模
修

繕
等

（
そ

の
他

、
民

間
資

金
等

の
活

用

に
よ
る

公
共
施

設
等

の
整

備
等
の

促
進
に

関
す

る
法

律
（
平
成

1
1
年

法
律
第

1
1
7
号
）
第

８
条

第
１
項

の
規
定

に
よ

り
選

定
さ
れ

た
選
定

事
業

者
が

、
同
法

第
1
4
条
第

１
項

の
規
定

に
よ
り

整

備
し
た

施
設
を

市
町

村
が

買
収
す

る
事
業

を
含

む
も

の
と
す

る
。
）

 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
だ
し

、
令

和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、

令
和
６

年
度

中
に
完

了
が
見

込
ま

れ
る

場
合
に

は
、
施

設
整
備

が
完
了
す

る
月
の

末
日

又
は

令
和
７

年
３

月
3
1
日

の

い
ず
れ

か
早
い

日
と

す
る

。
 

 ５
 
対

象
経
費

 

種
目

 
対
象
経

費
 

本
体
工

事
費

 
施

設
の

整
備

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

工
事

事
務

費
（

工

事
施

工
の

た
め

直
接

必
要

な
事

務
に

要
す

る
費

用
で

あ
っ

て
、

旅
費

、
消

耗

品
費

、
通

信
運

搬
費

、
印

刷
製

本
費

及
び

設
計

監
督

料
等

を
い

い
、

そ
の

額

は
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費
の

2
.
6
％

に
相

当
す

る
額
を

限
度
額

と
す

る
。

以
下
同

じ
）
。

 

た
だ

し
、

別
の

補
助

金
等

又
は

こ
の

種
目

と
は

別
の

種
目

に
お

い
て

別
途

交
付
対

象
と
す

る
費

用
を

除
き
（
以
下

同
じ

。
)
、
工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と
認

め
ら

れ
る

委
託

費
、

分
担

金
及

び
適

当
と

認
め

ら

れ
る
購

入
費
等

を
含

む
（

以
下
同

じ
。
）
。

 

特
殊
附

帯
工
事

費
 

特
殊
附

帯
工
事

費
に

必
要

な
工
事

費
又
は

工
事

請
負

費
 

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
加
算

 

地
域

に
密

着
し

た
独

自
の

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

場
等

を
確

保
す

る
整

備
で
あ

っ
て
、

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
8
号
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家

庭
局

長
通

知
「

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付

金
に

お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進

等
を

図
る

た
め

の
ス

ペ
ー

ス
（

地
域

交
流

ス

ペ
ー

ス
）

の
整

備
に

つ
い

て
」

に
定

め
る

基
準

に
適

合
す

る
整

備
に

必
要

な

事
費
又

は
工
事

請
負

費
及

び
工
事

事
務
費

 

解
体

撤
去

工
事

費

及
び

仮
設

施
設

整

備
工

事
費
（

改
築

・

大
規

模
修

繕
等

の

場
合
が

対
象
）
※
大

規
模

修
繕

等
に

つ

い
て
は

、
仮
設

施
設

整
備
費

の
み
対

象
 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な
賃

借
料
、

工
事

費
又

は
工
事

請
負
費

 

 ６
 
留

意
事
項

 

 
（
１

）
次
に

掲
げ

る
費

用
に
つ

い
て
は

、
対

象
と

し
な
い

。
 

 
 
 

①
 
土

地
の

買
収

又
は
整

地
に
関

す
る

費
用

 

 
 
 

②
 
既

存
建

物
の

買
収
（

既
存
建

物
を

買
収

す
る
こ

と
が
建

物
を

新
築

す
る
こ

と
よ
り

、
効

率
的

で
あ
る

と
認
め

ら
れ

る
場

合
に
お

け
る
当

該
建

物
の

買
収
を

除
く
。

）
に

要
す

る
費
用

 

 
 
 

③
 
職

員
の

宿
舎

に
要
す

る
費
用

 

 
 
 

④
 
そ

の
他

施
設

整
備
費

と
し
て

適
当

と
認

め
ら
れ

な
い
費

用
 

 （
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の

交
付
を

受
け
取

得
し

た
財

産
に
つ

い
て

、
取

り
壊
し

等
の
財

産
処
分

を
行

う
場

合
に
は

、
平

成
2
0

年
４
月

1
7
日

雇
児

発
第

0
4
1
7
0
0
1
号

「
厚

生
労
働

省
所
管

一
般
会

計
補

助
金

等
に
係

る
財
産

処

分
に
つ

い
て
」

に
よ

る
財

産
処
分

の
承
認

手
続

き
等

が
必
要

で
あ
る

の
で

、
厚

生
労
働

省
又
は

各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

支
局
と

事
前

に
相

談
す
る

こ
と
。

 

 （
３
）

「
次
世

代
育

成
支

援
対
策

施
設
整

備
交

付
金

交
付
要

綱
」
（

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

厚
生
労

働

省
発
雇

児
第

0
6
1
2
0
0
1
号

厚
生
労

働
省
事

務
次

官
通

知
の
別

紙
）
に

基
づ

く
交

付
金
の

対
象
と

な

る
補

助
対

象
経

費
と

本
事

業
に

よ
る

補
助

対
象

経
費

が
重

複
す

る
こ

と
が

な
い

よ
う

留
意

す
る

こ
と
。
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別
添
４

０
 

 

特
定
妊

婦
等
支

援
臨

時
特

例
事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

予
期
せ

ぬ
妊
娠

な
ど

を
理

由
に
支

援
を
必

要
と

す
る

妊
産
婦

等
（
以

下
、

特
定

妊
婦
等

と
い
う

。
）

に
対
し

て
、
支

援
の

必
要

性
の
把

握
を
行

う
と

と
も

に
、
相

談
支
援

の
実

施
や

出
産
ま

で
の
間

、
安

心

し
て
生

活
を
送

る
こ

と
が

で
き
る

居
場
所

の
提

供
等

を
行
う

こ
と
で

、
支

援
が

必
要
な

妊
産
婦

等
が

安

心
し
た

生
活
を

行
う

こ
と

が
で
き

る
よ
う

支
援

す
る

。
 

 ２
 
事

業
の
実

施
主

体
 

都
道
府

県
、
指
定

都
市

、
中
核
市

、
児

童
相

談
所
設

置
市

、
市
及

び
福

祉
事
務

所
設

置
町
村
（
以

下
、

都
道
府

県
等
と

い
う

。
）

 

な
お

、
３
の
（

１
）
及
び

３
の
（
２

）
②

の
事
業

に
つ
い
て

は
全
部

又
は

一
部

を
、
３
の
（
２

）
①

の
事
業

に
つ
い

て
は

一
部

を
、
都

道
府
県

等
が

認
め

た
者
へ

の
委
託

等
を

行
う

こ
と
が

で
き
る

。
 

 ３
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

特
定
妊

婦
等

支
援

事
業

 

特
定

妊
婦

等
が

通
所

ま
た

は
入

所
に

よ
り

安
心

し
て

生
活

を
行

う
こ

と
の

で
き

る
居

場
所

を

提
供
し

、
特
定

妊
婦

等
が

抱
え
る

妊
娠
・

出
産

、
出

産
後
の

生
活
に

係
る

不
安

等
に
対

す
る
相

談

支
援
や

、
看
護

師
等

の
専

門
性
を

活
か
し

た
助

言
等

を
行
う

と
と
も

に
、

医
療

機
関
等

そ
の
他

関

係
機
関

へ
の
つ

な
ぎ

の
支

援
を
実

施
す
る

。
（

※
１

）
 

な
お
、

実
施
事

業
所

は
児

童
相
談

所
・
市

町
村

・
医

療
機
関

・
母
子

生
活

支
援

施
設
・

就
業
支

援
機
関

等
の
関

係
機

関
と

情
報
共

有
を
行

い
、

連
携

し
て
支

援
を
行

う
こ

と
。

 

あ
わ
せ

て
、
特

定
妊

婦
等

が
メ
ン

タ
ル
ケ

ア
等

の
心

理
的
支

援
や
法

律
相

談
支

援
が
必

要
な
場

合
に
は

必
要
に

応
じ

て
嘱

託
契
約

そ
の
他

方
法

に
よ

り
支
援

を
行
う

。
 

①
実
施

場
所

 

母
子
生

活
支
援

施
設
、
乳

児
院
、
婦

人
保
護

施
設
、
医
療
機

関
、
そ
の

他
都

道
府
県
等

が

妊
産
婦

支
援
を

行
う

場
所

と
し
て

適
当
と

認
め

た
場

所
（
空

き
家

や
賃
貸

物
件

の
活
用

を
含

む
。
）

 

②
実
施

体
制

 

支
援
の

実
施
に

当
た

り
、
以
下
の
（

ⅰ
）
～
（
ⅲ
）
の
職
員

を
配
置

し
て

行
う

支
援
の

ほ

か
、
必

要
に
応

じ
て

（
ⅳ

）
の
支

援
を

行
う
。

 

（
ⅰ
）

支
援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ
ー

（
管
理

者
）

 

・
 
特

定
妊
婦

等
に

対
す

る
妊
娠

・
出
産

に
関

す
る

不
安
や

葛
藤
に

関
す

る
相

談
支
援

や
、
出

産
後
自

立
す

る
ま

で
の
間

安
心
し

て
過

ご
す

居
場
所

の
提
供

等
、

特
定

妊
婦

等
へ
の

支
援
に

関
す

る
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
の

実
施

 

・
 
児

童
相
談

所
や

市
町

村
、
児

童
福
祉

施
設

、
医

療
機
関

等
関
係

機
関

と
の

連
携
や

支
援
計

画
の
策

定
（

※
２

、
３
）

 

・
 
そ

の
他
、

看
護

師
等

や
母
子

支
援
員

と
連

携
し

た
特
定

妊
婦
等

へ
の

支
援

の
実
施

 

（
ⅱ
）

看
護
師

、
助

産
師

、
保
健

師
（
以

下
、

看
護

師
等
と

い
う
。

）
 

・
 
専

門
性
を

活
か

し
た

出
産
に

向
け
た

身
体

と
心

の
ケ
ア

や
体
調

管
理

等
の

医
療
的

な
支
援

の
実
施

 

・
 
産

科
医
療

機
関

へ
の

同
行
支

援
等
の

産
科

受
診

等
支
援

 

・
 
そ

の
他
、

支
援

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

や
母

子
支

援
員
と

連
携
し

た
特

定
妊

婦
等
へ

の
支
援

の
実
施

 

（
ⅲ
）

母
子
支

援
員

 

・
 
特

定
妊
婦

等
へ

の
家

事
・
育

児
等
の

日
常

生
活

上
の
援

助
の
実

施
 

・
 
出

産
後
の

母
子

の
自

立
に
向

け
た
相

談
支

援
や

、
行
政

手
続
の

同
行

支
援

、
就
労

支
援
機

関
へ
の

同
行

支
援

の
実
施

 

・
 
そ

の
他
、

支
援

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

や
看

護
師

等
と
連

携
し
た

特
定

妊
婦

等
へ
の

支
援
の

実
施

 

（
ⅳ
）

心
理
療

法
連

携
支

援
・
法

律
相
談

連
携

支
援

 

・
 
メ

ン
タ
ル

ケ
ア

等
の

心
理
的

支
援
や

配
偶

者
と

の
ト
ラ

ブ
ル
等

法
律

相
談

支
援
が

必
要
な

特
定
妊

婦
等

に
対

し
て
、
嘱

託
契

約
そ
の

他
適
切
な

方
法
に

よ
る

支
援

の
実

施
 

 

（
※
１

）
特
定

妊
婦

等
の

健
康
状

況
等
を

勘
案

し
て

、
通
所

が
困
難

な
場

合
に

は
、
事

業
の
実

施

に
携
わ

る
支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
や
看

護
師

等
、

母
子
支

援
員
な

ど
が

訪
問

し
て
支

援
を

実
施
す

る
よ
う

努
め

る
こ

と
。

 

（
※
２

）
支
援

計
画

と
は

、
支
援

実
施
事

業
所

に
お

け
る
支

援
対
象

者
へ

の
支

援
内
容

を
中
心

に

考
え
た

も
の
と

す
る

。
 

（
※
３

）
支
援

計
画

の
策

定
に
あ

た
っ
て

は
、

特
定

妊
婦
等

の
意
向

も
十

分
に

確
認
す

る
こ
と

。

ま
た
、

策
定
の

中
で

特
定

妊
婦
等

が
特
別

養
子

縁
組

を
希
望

す
る
場

合
に

は
、

当
該
地

域
を

管
轄
す

る
児
童

相
談

所
に

連
絡
し

、
児
童

相
談

所
に

お
い
て

対
応
す

る
こ

と
。

 

 

（
２
）

特
定
妊

婦
等

の
実

態
把
握

・
関
係

機
関

連
携

事
業

 

事
業
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
①

及
び

②
の

取
組
を

実
施
す

る
も

の
と

す
る
。

 

①
 

特
定

妊
婦

等
の

支
援

を
必

要
と

す
る

妊
産

婦
の

支
援

に
必

要
な

関
係

機
関

と
の

連
携

を
行

う
た
め

の
連
絡

協
議

会
の

開
催

 

（
ⅰ
）

実
施
主

体
は

、
都

道
府
県

等
、
特

定
妊

婦
等

支
援
事

業
所
、

医
療

機
関

、
福
祉

支
援
機

関
、
就

労
支
援

機
関

等
の

関
係
機

関
が
協

議
を

行
う

場
を
設

置
し
、

各
地

域
に

お
け
る

特

定
妊

婦
等

の
支

援
を

必
要

と
す

る
妊

産
婦

へ
の

支
援

に
必

要
な

事
項

の
協

議
を

実
施

す

る
。

 

（
ⅱ
）

連
絡
協

議
会

は
年

４
回
以

上
を
目

途
と

し
て

開
催
す

る
も
の

と
す

る
。

 

（
ⅲ
）

報
告
さ

れ
た

実
態

調
査
の

結
果
に

基
づ

き
、

実
施
主

体
に
お

け
る

特
定

妊
婦
等

の
支
援

の
体
制

の
評
価

・
検

討
を

行
う
と

と
も
に

支
援

ニ
ー

ズ
に
則

し
た
支

援
体

制
の

構
築
を

検

討
す
る

こ
と
。

 

 
②
 

都
道
府

県
等

が
特

定
妊
婦

等
の
支

援
を

必
要

と
す
る

妊
産
婦

の
支

援
ニ

ー
ズ
等

を
把
握

す
る

た
め
の

実
態
調

査
や

ヒ
ア

リ
ン
グ

の
実
施

 

事
業
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
（

ⅰ
）

～
（

ⅲ
）
を

実
施
す

る
も

の
と

す
る
。

 

（
ⅰ
）

実
態
調

査
や

ヒ
ア

リ
ン
グ

の
実
施

に
あ

た
っ

て
は
、

以
下
の

項
目

を
参

考
と
し

、
各
地
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域
の
実

情
を
考

慮
し

た
上

で
連
絡

協
議
会

に
て

項
目

を
策
定

す
る
も

の
と

す
る

。
 

（
a
）
特

定
妊

婦
等
の

支
援
を
必

要
と
す

る
妊

産
婦

数
 

（
b
）
支

援
を

必
要
と

す
る
妊
産

婦
を
把

握
し

た
方

法
 

（
c
）
支

援
ニ

ー
ズ

 

（
d
）

支
援

を
必

要
と

す
る

妊
産

婦
の

相
談

内
容

（
出

産
支

援
、

就
労

支
援

、
中

絶
後

の
メ

ン
タ
ル

ケ
ア
な

ど
）

 

（
e
）
支

援
実

施
後
の

連
携
先
等

（
母
子

生
活

支
援

施
設
入

所
な
ど

）
 

（
f
）
公

的
な

サ
ポ
ー

ト
へ
の
意

見
・
要

望
 

（
g
）
そ

の
他

、
各
地

域
に
お
け

る
特
定

妊
婦

等
へ

の
支
援

に
必
要

な
情

報
 

（
ⅱ
）

調
査
方

法
は

各
地

域
の
実

情
に
応

じ
た

も
の

と
す
る

こ
と
。

た
だ

し
、

特
定
妊

婦
や
支

援
実
施

事
業
所

が
回

答
を

行
う
こ

と
が
困

難
と

な
ら

な
い
よ

う
留
意

す
る

こ
と

。
 

（
ⅲ
）

実
態
調

査
に

よ
り

得
ら
れ

た
結
果

は
、

連
絡

協
議
会

に
報
告

す
る

こ
と

。
 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ５
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
率

 

①
 
特

定
妊
婦

等
支

援
事

業
 

（
ⅰ
）

基
本
分

 
１

施
設

当
た
り

 
3
0
,
9
7
9
千

円
 

（
ⅱ
）

心
理
療

法
連

携
支

援
 
１

施
設
当

た
り

 
8
8
7
千
円

 

（
ⅲ
）

法
律
相

談
連

携
支

援
 
１

施
設
当

た
り

 
8
8
7
千
円

 

（
ⅳ
）

開
設
準

備
費

支
援

 
１
施

設
当
た

り
 
4
,
0
0
0
千
円

（
上
限

額
）

 

（
ⅴ
）

賃
借
料

支
援

 
１

施
設
当

た
り

 
3
,
0
0
0
千

円
（
上

限
額
）

 

 

②
 
特

定
妊
婦

等
の

実
態

把
握
・

関
係
機

関
連

携
事

業
 
１

都
道
府

県
等

当
た

り
 
5
,
0
8
5
千

円
 

 

（
２
）

補
助
率

 

 
 
国

１
／
２

、
都

道
府

県
・
指

定
都
市

・
中

核
市

・
児
童

相
談
所

設
置

市
１

／
２

 

 
 
国

１
／
２

、
都

道
府

県
１
／

４
、
市

及
び

福
祉

事
務
所

設
置
町

村
１

／
４

（
市
及

び
福
祉

事
務

所
設

置
町
村

が
実
施

す
る

場
合

）
 

 ６
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議
費

、
光
熱

水
費

）
、

改
修
費

、
備
品

購
入

費
、

役
務
費

（
通
信

運
搬

費
、

広
告
費

、
保
険

料
）
、

報
償
費

、
委
託

料
、

使
用

料
及
び

賃
借
料

、
共

済
費

、
扶
助

費
、
補

助
金

、
負

担
金

 

 ７
 
留

意
事
項

 

他
の
国

庫
補
助

を
受

け
る

場
合
は

、
本
事

業
の

対
象

と
な
ら

な
い
。

 

別
添
４

１
 

 

社
会
的

養
護
自

立
支

援
整

備
事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

社
会
的

養
護
経

験
者

等
へ

の
自
立

支
援
が

確
実

に
提

供
さ

れ
る
環
境

の
整

備
を

図
る
た

め
、
生

活
相

談
や
就

労
相
談

等
の

自
立

支
援
を

行
う
事

業
所

の
整

備
等
に

要
す
る

費
用

の
一

部
を
支

援
し
、

も
っ

て

社
会
的

養
護
経

験
者

等
に

対
す
る

自
立
支

援
の

体
制

整
備
を

推
進
す

る
こ

と
を

目
的
と

す
る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

以
下
に

掲
げ
る

社
会

的
養

護
経
験

者
等
に

対
し

て
、

関
係
機

関
と
連

携
し

て
生

活
相
談

や
就
労

相

談
等
の

自
立
支

援
を

行
う

事
業
所

の
整
備

に
必

要
な

整
備
費

・
改
修

費
等

の
支

援
を
行

う
。

 

①
 
施

設
等
に

入
所

し
て

い
る
者

及
び
退

所
し

た
者

（
母
子

生
活
支

援
施

設
に

あ
っ
て

は
保
護

者

を
含
む

。
）

 

②
 

里
親

又
は

フ
ァ

ミ
リ

ー
ホ

ー
ム

事
業

者
に

委
託

さ
れ

て
い

る
者

及
び

委
託

を
解

除
さ

れ
た

者
 

③
 
児

童
自
立

生
活

援
助

を
受
け

て
い
る

者
及

び
援

助
の
実

施
を
解

除
さ

れ
た

者
 

④
 

そ
の

他
、

在
宅

指
導

措
置

を
受

け
て

い
る

家
庭

に
い

る
者

で
あ

っ
て

、
自

立
支

援
を

必
要

と
す
る

者
等
、

都
道

府
県

等
が
自

立
支
援

が
必

要
で

あ
る
と

認
め
る

者
 

 

（
２
）

事
業
の

実
施

主
体

 

都
道
府

県
、
指

定
都

市
、

児
童
相

談
所
設

置
市

（
以

下
、
都

道
府
県

等
と

い
う

。
）

 

 

（
３
）

整
備
対

象
施

設
の

設
置
主

体
（
事

業
者

）
 

都
道
府

県
等
又

は
都

道
府

県
等

が
適
当
と

認
め

た
者

 

 

（
４
）

整
備
基

準
 

事
業
所

の
整
備

に
当

た
っ

て
は
、

以
下
の

①
～

⑤
の

設
備
を

設
け
る

も
の

と
す

る
。

 

①
 
社

会
的
養

護
経

験
者

等
が
集

ま
る
こ

と
が

で
き

る
設
備

 

②
 
相

談
室

 

③
 
社

会
的
養

護
経

験
者

等
が
一

時
的
に

生
活

で
き

る
居
室

 

④
 
事

務
室

 

⑤
 
そ

の
他
、

自
立

支
援

の
実
施

に
必
要

な
設

備
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３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

 
（
１

）
補
助

基
準

額
 

種
目

 
補
助
基

準
額

 

本
体
工

事
 

１
施
設

当
た
り

 
1
7
,
3
9
2
千
円

 

特
殊
附

帯
工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
1
6
,
5
7
2
千
円

 

地
域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算

 
１
施
設

当
た
り

 
1
2
,
1
0
4
千
円

 

解
体
撤

去
工
事

 
1
施
設

当
た
り

 
 

 
9
9
0
千
円

 

仮
設
施

設
整
備

工
事

 
１
施
設

当
た
り

 
 
1
,
7
5
6
千
円

 

※
 
大

規
模
修

繕
等

に
つ

い
て
は

、
対
象

経
費

の
実

支
出
額

を
基
準

額
と

す
る

こ
と
。

 

※
 
特

殊
附

帯
工
事

に
つ

い
て
は

、
「

次
世
代

育
成

支
援
対

策
施

設
整
備

交
付

金
に
お

け
る

特
殊
附

帯
工
事

の
取
扱

い
に

つ
い

て
」
（

平
成

2
0
年
６

月
1
2
日
 

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
4
号
）

を
準

用
し

て
整
備

す
る
こ

と
。

 

※
 
地

域
交

流
ス
ペ

ー
ス

加
算
に

つ
い

て
は
、

「
次

世
代
育

成
支

援
対
策

施
設

整
備
交

付
金

に
お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進
等

を
図
る

た
め

の
ス

ペ
ー
ス

（
地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス
）

の
整
備

に
つ

い
て

」

（
平
成

2
0
年

６
月

1
2
日

雇
児
発

第
0
6
1
2
0
0
8
号
）

の
「
Ⅰ

地
域
に

密
着

し
た

独
自
の

事
業
を

実

施
す
る

た
め
の

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
の
整

備
」

を
準

用
し
て

整
備
す

る
こ

と
。

 

※
 
豪

雪
地
帯

対
策

特
別

措
置
法

（
昭

和
3
7
年
法

律
第

7
3
号

）
第

2
条

第
2
項
の

規
定
に

基
づ

き

指
定
さ

れ
た
特

別
豪

雪
地

域
、
奄

美
群
島

振
興

開
発

特
別
措

置
法
（

昭
和

2
9
年
法
律

第
1
8
9
号
）

第
1
条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群
島

、
離
島

振
興

法
（

昭
和

2
8
年
法

律
第

7
2
号

）
第

2
条
第

1
項

の
規

定
に

基
づ

き
指
定

さ
れ
た

離
島

振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法

（
昭
和

4
4
年
法

律
第

7
9
号
）
第

4
条
第

1
項

に
規

定
さ
れ

た
小
笠

原
諸

島
又

は
沖
縄

振
興
特

別

措
置
法

（
平
成

1
4
年
法

律
第

1
4
号
）

第
3
条
第

1
項
第

3
号
に

規
定
さ

れ
た
離
島

の
い
ず

れ
か

に
所
在

す
る
場

合
は

、
基

準
額
（

地
域

交
流

ス
ペ
ー

ス
を
除

く
）
に
対

し
て

、
0
.
0
8
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

基
準
額

を
加

算
す

る
こ

と
。
（
小

数
点

以
下

切
捨
て

。
）

 

  
（
２

）
補
助

率
 

 
 
 

 
国
２

／
３

、
都

道
府
県

等
１
／

１
２

、
事

業
者
１

／
４

 

  
（
３

）
補
助

対
象

事
業

（
整
備

区
分
）

 

創
設

、
増

築
、

増
改

築
、

改
築

、
改

修
、

大
規

模
修

繕
等

（
そ

の
他

、
民

間
資

金
等

の
活

用

に
よ
る

公
共
施

設
等

の
整

備
等
の

促
進
に

関
す

る
法

律
（
平
成

1
1
年

法
律
第

1
1
7
号
）
第

８
条

第
１
項

の
規
定

に
よ

り
選

定
さ
れ

た
選
定

事
業

者
が

、
同
法

第
1
4
条
第

１
項

の
規
定

に
よ
り

整

備
し
た

施
設
を

市
町

村
が

買
収
す

る
事
業

を
含

む
も

の
と
す

る
。
）

 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
だ
し

、
令

和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、

令
和
６

年
度

中
に
完

了
が
見

込
ま

れ
る

場
合
に

は
、
施

設
整
備

が
完
了
す

る
月
の

末
日

又
は

令
和
７

年
３

月
3
1
日

の

い
ず
れ

か
早
い

日
と

す
る

。
 

 ５
 
対

象
経
費

 

 
 

種
目

 
対
象
経

費
 

本
体
工

事
費

 
施

設
の

整
備

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

工
事

事
務

費
（

工

事
施

工
の

た
め

直
接

必
要

な
事

務
に

要
す

る
費

用
で

あ
っ

て
、

旅
費

、
消

耗

品
費

、
通

信
運

搬
費

、
印

刷
製

本
費

及
び

設
計

監
督

料
等

を
い

い
、

そ
の

額

は
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費
の

2
.
6
％

に
相

当
す

る
額
を

限
度
額

と
す

る
。

以
下
同

じ
）
。

 

た
だ

し
、

別
の

補
助

金
等

又
は

こ
の

種
目

と
は

別
の

種
目

に
お

い
て

別
途

交
付
対

象
と
す

る
費

用
を

除
き
（
以
下

同
じ

。
)
、
工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と
認

め
ら

れ
る

委
託

費
、

分
担

金
及

び
適

当
と

認
め

ら

れ
る
購

入
費
等

を
含

む
（

以
下
同

じ
。
）
。

 

特
殊
附

帯
工
事

費
 

特
殊
附

帯
工
事

費
に

必
要

な
工
事

費
又
は

工
事

請
負

費
 

地
域

交
流

ス
ペ

ー

ス
加
算

 

地
域

に
密

着
し

た
独

自
の

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

場
等

を
確

保
す

る
整

備
で
あ

っ
て
、

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

雇
児

発
第

0
6
1
2
0
0
8
号
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家

庭
局

長
通

知
「

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付

金
に

お
け

る
地

域
福

祉
の

推
進

等
を

図
る

た
め

の
ス

ペ
ー

ス
（

地
域

交
流

ス

ペ
ー

ス
）

の
整

備
に

つ
い

て
」

に
定

め
る

基
準

に
適

合
す

る
整

備
に

必
要

な

事
費
又

は
工
事

請
負

費
及

び
工
事

事
務
費

 

解
体

撤
去

工
事

費

及
び

仮
設

施
設

整

備
工

事
費
（

改
築

・

大
規

模
修

繕
等

の

場
合
が

対
象
）
※
大

規
模

修
繕

等
に

つ

い
て
は

、
仮
設

施
設

整
備
費

の
み
対

象
 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な
賃

借
料
、

工
事

費
又

は
工
事

請
負
費

 

 ６
 
留

意
事
項

 

 
（
１

）
次
に

掲
げ

る
費

用
に
つ

い
て
は

、
対

象
と

し
な
い

。
 

 
 
 

①
 
土

地
の

買
収

又
は
整

地
に
関

す
る

費
用

 

 
 
 

②
 
既

存
建

物
の

買
収
（

既
存
建

物
を

買
収

す
る
こ

と
が
建

物
を

新
築

す
る
こ

と
よ
り

、
効

率
的

で
あ
る

と
認
め

ら
れ

る
場

合
に
お

け
る
当

該
建

物
の

買
収
を

除
く
。

）
に

要
す

る
費
用

 

 
 
 

③
 
職

員
の

宿
舎

に
要
す

る
費
用

 

 
 
 

④
 
そ

の
他

施
設

整
備
費

と
し
て

適
当

と
認

め
ら
れ

な
い
費

用
 

（
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の

交
付
を

受
け
取

得
し

た
財

産
に
つ

い
て

、
取

り
壊
し

等
の
財

産
処
分

を
行

う
場

合
に
は

、
平

成
2
0

年
４
月

1
7
日

雇
児

発
第

0
4
1
7
0
0
1
号

「
厚

生
労
働

省
所
管

一
般
会

計
補

助
金

等
に
係

る
財
産

処
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分
に
つ

い
て
」

に
よ

る
財

産
処
分

の
承
認

手
続

き
等

が
必
要

で
あ
る

の
で

、
厚

生
労
働

省
又
は

各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

支
局
と

事
前

に
相

談
す
る

こ
と
。

 

（
３
）

「
次
世

代
育

成
支

援
対
策

施
設
整

備
交

付
金

交
付
要

綱
」
（

平
成

2
0
年
６
月

1
2
日

厚
生
労

働

省
発
雇

児
第

0
6
1
2
0
0
1
号

厚
生
労

働
省
事

務
次

官
通

知
の
別

紙
）
に

基
づ

く
交

付
金
の

対
象
と

な

る
補

助
対

象
経

費
と

本
事

業
に

よ
る

補
助

対
象

経
費

が
重

複
す

る
こ

と
が

な
い

よ
う

留
意

す
る

こ
と
。

 

 

別
添
４

２
 

 

社
会
的

養
護
自

立
支

援
実

態
把
握

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

社
会

的
養

護
経

験
者

等
へ

の
自

立
支

援
が

確
実

に
提

供
さ

れ
る

た
め

の
環

境
整

備
を

推
進

す
る

た

め
、
都

道
府
県

、
指

定
都

市
、
児

童
相
談

所
設

置
市

（
以
下

、
都
道

府
県

等
と

い
う
。

）
が
社

会
的

養

護
経

験
者

等
の

実
態

把
握

に
係

る
調

査
の

実
施

や
関

係
機

関
と

の
連

携
の

強
化

に
必

要
な

支
援

を
行

う
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

以
下
の

（
１
）

及
び

（
２

）
の
取

組
を
行

う
。

 

（
１
）

自
立
支

援
に

必
要

な
関
係

機
関
と

の
連

携
を

行
う
た

め
の
連

絡
協

議
会

の
開
催

 

（
２
）

都
道
府

県
等

が
以

下
に
掲

げ
る
社

会
的

養
護

経
験
者

等
の
支

援
ニ

ー
ズ

等
を
把

握
す
る

た
め

の
実
態

調
査
や

ヒ
ア

リ
ン

グ
の
実

施
 

①
 

施
設

等
に

入
所

し
て

い
る

者
及

び
退

所
し

た
者

（
母

子
生

活
支

援
施

設
に

あ
っ

て
は

保

護
者
を

含
む
。

）
 

②
 

里
親

又
は

フ
ァ

ミ
リ

ー
ホ

ー
ム

事
業

者
に

委
託

さ
れ

て
い

る
者

及
び

委
託

を
解

除
さ

れ

た
者

 

③
 
児

童
自
立

生
活

援
助

を
受
け

て
い
る

者
及

び
援

助
の
実

施
を
解

除
さ

れ
た

者
 

④
 

そ
の

他
、

在
宅

指
導

措
置

を
受

け
て

い
る

家
庭

に
い

る
者

で
あ

っ
て

、
自

立
支

援
を

必

要
と
す

る
者
等

、
都

道
府

県
等
が

自
立
支

援
が

必
要

で
あ
る

と
認
め

る
者

 

 

 ３
 
事

業
の
実

施
主

体
 

都
道
府

県
等

 

た
だ
し
、
２
（

１
）
の

事
業
に
つ

い
て
は

一
部

を
、
２
（
２
）
の
事

業
に
つ

い
て
は
全

部
又
は

一
部

を
、
都

道
府
県

等
が

認
め

た
者
（

社
会
福

祉
法

人
、

N
P
O
法

人
等
）

に
委

託
を

行
う
こ

と
が
で

き
る

。
 

 ４
 
事

業
の
実

施
期

限
 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

 

 ５
 
実

施
要
件

 

（
１
）

自
立
支

援
に

必
要

な
関
係

機
関
と

の
連

携
を

行
う
た

め
の
連

絡
協

議
会

の
開
催

 

事
業
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
①

～
④

を
実

施
す
る

も
の
と

す
る

。
 

①
 
実

施
主
体

は
、
都

道
府
県
等
、
社
会

的
養
護

自
立
支
援

事
業
所

、
医
療

機
関
、
社
会

的
養

護
経
験

者
、
福
祉

支
援
機

関
、
就

労
支

援
機

関
等
の

関
係
機

関
が
協

議
を

行
う

場
を
設

置
し
、

各
地
域

に
お
け

る
自

立
支

援
の
提

供
に
必

要
な

事
項

の
協
議

を
実
施

す
る

。
 

②
 
連

絡
協
議

会
の

委
員

は
原
則

実
施
主

体
が

選
定

す
る
こ

と
と
す

る
が

、
社

会
的
養

護
経
験

者
を
委

員
と
す

る
な

ど
、

社
会
的

養
護
経

験
者

の
意

見
を
聞

く
機
会

を
設

け
る

こ
と
。

 

③
 
連

絡
協
議

会
は

年
４

回
以
上

を
目
途

と
し

て
開

催
す
る

も
の
と

す
る

。
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④
 
報

告
さ
れ

た
実

態
調

査
の
結

果
に
基

づ
き

、
実

施
主
体

に
お
け

る
自

立
支

援
の
体

制
の
評

価
・
検

討
を
行

う
と

と
も

に
支
援

ニ
ー
ズ

に
則

し
た

支
援
体

制
の
構

築
を

検
討

す
る
こ

と
。
 

 

（
２
）

都
道
府

県
等

が
社

会
的
養

護
経
験

者
等

の
支

援
ニ
ー

ズ
等
を

把
握

す
る

た
め
の

実
態
調

査
や

ヒ
ア
リ

ン
グ
の

実
施

 

事
業
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
①

～
④

の
取

組
を
実

施
す
る

も
の

と
す

る
。

 

①
 
実

態
調
査

や
ヒ

ア
リ

ン
グ
の

実
施
に

あ
た

っ
て

は
、
以

下
の
項

目
を

参
考

と
し
、
各
地
域

の
実
情

を
考
慮

し
た

上
で

連
絡
協

議
会
に

て
項

目
を

策
定
す

る
も
の

と
す

る
。

 

（
ⅰ
）

就
労
・

就
学

の
状

況
 

（
ⅱ
）

住
ま
い

・
家

計
の

状
況

 

（
ⅲ
）

健
康
状

態
・

医
療

サ
ー
ビ

ス
の
提

供
状

況
 

（
ⅳ
）

生
活
し

て
い

た
施

設
等
と

の
つ
な

が
り

・
相

談
相
手

の
有
無

等
 

（
ⅴ
）

最
後
に

生
活

し
て

い
た
施

設
等
か

ら
受

け
た

サ
ポ
ー

ト
の
内

容
と

評
価

 

（
ⅵ
）

公
的
な

サ
ポ

ー
ト

へ
の
意

見
・
要

望
 

（
ⅶ
）
措
置

に
は
至

ら
な

い
が
、
要
保

護
児
童

対
策

地
域
協

議
会

、
保
護

施
設

、
地

域
支
援

機

関
等
に

つ
な
が

り
支

援
を

受
け
て

い
る
、

支
援

が
必

要
な
者

の
人
数

 

（
ⅷ
）
措

置
解

除
時
の

自
立
支
援

計
画
に

基
づ

く
支

援
の
必

要
性
が

あ
る

社
会

的
養
護

経
験
者

の
人
数

 

（
ⅸ
）

そ
の
他

、
各

地
域

に
お
け

る
自
立

支
援

の
提

供
に
必

要
な
情

報
 

②
 
調

査
方
法

は
各

地
域

の
実
情

に
応
じ

た
も

の
と

す
る
こ

と
。
た
だ

し
、
社

会
的
養

護
経
験

者
等
が

回
答
を

行
う

こ
と

が
困
難

と
な
ら

な
い

よ
う

留
意
す

る
こ
と

。
 

③
 
実

態
調
査

に
よ

り
得

ら
れ
た

結
果
は

（
１

）
の

連
絡
協

議
会
に

報
告

す
る

こ
と
。

 

④
 
調

査
を
実

施
し

た
が

、
回
答

が
得
ら

れ
な

か
っ

た
社
会

的
養
護

経
験

者
等

に
対
し

て
は
、

入
所
し

て
い
た

施
設

等
の

協
力
を

得
る
等

し
て

、
所

在
の
確

認
等
の

実
態

把
握

に
努
め

る
こ

と
。

 

 ６
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

１
都
道

府
県
等

当
た

り
 

3
,
0
0
0
千
円
（

年
額

）
 

 

（
２
）

補
助
率

 

 
 
国

１
／
２

、
都

道
府

県
等
１

／
２

 

 ７
 
対

象
経
費

 

報
酬
、
給
料
及

び
職

員
手

当
等
、
旅
費
、
需
用

費
（

消
耗
品

費
、
教

材
費

、
燃

料
費
、
印
刷
製

本
費
、

会
議
費

、
光
熱

水
費

）
、
役
務
費
（
通
信

運
搬

費
、
広
告
費

、
保

険
料
）
、
報

償
費
、
委
託

料
、
使

用

料
及
び

賃
借
料

、
共

済
費

、
扶
助

費
、
負

担
金

 

 ８
 
留

意
事
項

 

（
１
）

本
事
業

の
実

施
に

よ
り
得

ら
れ
た

結
果

は
、

都
道
府

県
等
が

策
定

す
る

都
道
府

県
社
会

的
養

育

推
進
計

画
へ
の

反
映

を
検

討
す
る

こ
と
。

 

（
２
）

他
の
国

庫
補

助
を

受
け
る

場
合
は

、
本

事
業

の
対
象

と
な
ら

な
い

。
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別
添
４

３
 

 

児
童
相

談
所
一

時
保

護
施

設
整
備

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

定
員
超

過
解
消

の
た

め
の

一
時
保

護
施
設

の
創

設
等

に
よ
る

定
員
拡

大
を

図
る

た
め
の

施
設
整

備
に

要
す
る

費
用
の

一
部

を
補

助
す
る

こ
と
に

よ
り

、
子

ど
も
が

適
切
な

環
境

で
生

活
で
き

る
よ
う

な
体

制

整
備
を

行
う
こ

と
を

目
的

と
す
る

。
 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

施
設
の

定
員
拡

大
を

図
る

た
め
、

新
設
、

修
理

、
改

造
を
実

施
す
る

事
業

（
民

間
施
設

等
の
活

用
に

よ
る
公

共
施
設

等
の

整
備

等
の
促

進
に
関

す
る

法
律
（
平
成

1
1
年

法
律
第

1
1
7
号
）
第

８
条

第
１
項

の

規
定
に

よ
り
選

定
さ

れ
た

選
定
事

業
者
が

、
同
法

第
1
4
条
第

１
項

の
規
定

に
よ
り
整

備
し
た

施
設

を
③

欄
に
定

め
る
地

方
公

共
団

体
が
買

収
す
る

事
業

（
以

下
「

P
F
I
事
業

」
と

い
う

。
）
。

 

 （
２
）

整
備
対

象
施

設
 

児
童
福

祉
法
（

昭
和

２
２

年
法
律

第
１
６

４
号

）
第

１
２
条

の
４
に

基
づ

く
児

童
を
一

時
保
護

す
る

一
時
保

護
施
設

。
 

 （
３
）

事
業
の

実
施

主
体

 

『
「
一

時
保
護

所
の

定
員

超
過
解

消
計
画

」
の

実
施

方
針
に

つ
い
て

』
（

令
和

※
年
※

月
※
日

付
け

子
家
発

※
※
第

※
号

厚
生

労
働
省

子
ど
も

家
庭

局
家

庭
福
祉

課
長
通

知
）

に
基

づ
く
「

一
時
保

護
所

定

員
超
過

解
消
計

画
」
の
採

択
を
受

け
た
都

道
府

県
、
指
定
都

市
及
び

児
童

相
談

所
設
置

市
（
以

下
、
「

都

道
府
県

等
」
と

い
う

。
別

添
４
３

の
２
、

別
添

４
３

の
３
、

別
添

４
３

の
４
に

お
い
て

同
じ
。

）
。

 

 （
４
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
だ
し

、
令

和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、

令
和
６

年

度
中
に

完
了
が

見
込

ま
れ

る
場
合

に
は
、
施
設

整
備

が
完
了

す
る
月

の
末

日
又

は
令
和

７
年
３

月
3
1

日
の
い

ず
れ
か

早
い

日
と

す
る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

別
表
で

定
め
る

補
助

基
準

額
表
（

以
下
「

基
準

額
表

」
と
い

う
。
）

に
よ

り
算

出
す
る

。
 

ア
 
本

体
工
事

に
つ

い
て

は
、
定

員
規
模

に
よ

る
定

額
 

イ
 
特

殊
附
帯

工
事

を
行

う
場
合

は
、
特

殊
附

帯
工

事
費
の

基
準
額

を
適

用
 

ウ
 
増

改
築
の

場
合

に
は

、
解
体

撤
去
工

事
費

及
び

仮
設
施

設
整
備

工
事

費
が

対
象

 

エ
 

対
象

と
な

る
一

時
保

護
施

設
が

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
（

昭
和

３
７

年
法

律
第

７
３

号
）
第

２
条
第

２
項

の
規

定
に
基

づ
き
指

定
さ

れ
た

特
別
豪

雪
地
帯

、
奄

美
群

島
振
興

開
発
特

別
措
置

法
（
昭

和
２

９
年

法
律
第

１
８
９

号
）

第
１

条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群

島
、
離

島
振
興

法
（
昭

和
２
８

年
法

律
第

７
２
号

）
第
２

条
第

１
項

の
規
定

に
基
づ

き
指

定
さ

れ
た
離

島
振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法
（
昭

和
４
４

年
法

律
第

７
９
号

）
第
４

条
第
１

項
に
規

定
さ

れ
た

小
笠
原

諸
島
又

は
沖

縄
振

興
特
別

措
置
法

（
平

成
１

４
年
法

律
第
１

４
号
）

第
３
条

第
１

項
第

３
号
に

規
定
さ

れ
た

離
島

の
い
ず

れ
か
に

所
在

す
る

場
合
は

、
そ
の

定
め
る

方
法
に

よ
り

算
出

さ
れ
た

基
準
額

に
対

し
て

、
０
．

０
８
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

額
を
加

算
 

オ
 
財

政
上
の

特
別

措
置

 

南
海
ト

ラ
フ
地

震
に

係
る

地
震
防

災
対
策

の
推

進
に

関
す
る

特
別
措

置
法

（
平

成
２
５

年
法

律
第
８

７
号
）

第
１

２
条

第
１
項

に
規
定

す
る

津
波

避
難
対

策
緊
急

事
業

計
画

に
基
づ

い
て
実

施
さ
れ

る
事
業

と
し

て
行

う
場
合

は
、
基

準
額

表
の

う
ち
、

「
児
童

相
談

所
一

時
保
護

施
設
整

備
事
業

（
津
波

避
難

対
策

緊
急
事

業
計
画

に
基

づ
い

て
実
施

さ
れ
る

事
業

に
係

る
分
）

」
の
基

準
額
を

適
用

 

 （
２
）

補
助
率

 
 

国
９
／

１
０
、

都
道

府
県

等
１
／

１
０

 

 （
３
）

補
助
対

象
事

業
（

整
備

区
分
）

 

創
設
、

大
規
模

修
繕

等
（

定
員
増

を
伴
う

も
の

に
限

る
。
）

、
増
築

、
増

改
築

 

 ４
 
対

象
経
費

 

種
 
目

 
対
 
象

 
経
 

費
 

本
体
工

事
費

 
施
設
の

整
備
に

必
要

な
工

事
費
又

は
工
事

請
負

費
（

５
（
１

）
に

定
め
る

費
用

を
除
く
。
）

及
び
工

事
事
務

費
（
工
事

施
工
の

た
め
直

接
必

要
な

事
務
に

要
す
る

費
用

で
あ

っ
て

、
旅

費
、
消
耗

品
費
、
通

信
運

搬
費
、
印

刷
製
本

費
及

び
設
計
監

督
料
等

を
い

い
、
そ
の
額

は
、

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

の
２

．
６

％
に

相
当

す
る

額
を

限
度

額
と

す
る

。
）

並
び

に
既

存
建
物

の
買
収

の
た

め
に

必
要
な

公
有
財

産
購

入
費

（
P
F
I
事
業
に

限
る
。
）
。

 

た
だ
し
、
別
の

補
助
金

等
又
は
こ

の
種
目

と
は

別
の

種
目
に

お
い
て

別
途

交
付

対
象
と

す
る

費
用

を
除

き
（

以
下

同
じ

。
)
、

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と

認
め

ら
れ

る
委

託
費

、
分

担
金

及
び

適
当

と
認

め
ら

れ
る

購
入

費
等

を
含

む
（

以
下

同

じ
。
）
。

 

特
殊

附
帯

工

事
費

 

特
殊
附

帯
工
事

に
必

要
な

工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

 

解
体

撤
去

工

事
費

及
び

仮

設
施

設
整

備

工
事
費

 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な

賃
借

料
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費

 

 ５
 
留

意
事
項

 

（
１
）

次
に
掲

げ
る

費
用

に
つ
い

て
は
、

対
象

と
し

な
い
も

の
と
す

る
。

 

①
 
土

地
の
買

収
又

は
整

地
に
関

す
る
費

用
 

②
 
既

存
建
物

の
買

収
（

既
存
建

物
を
買

収
す

る
こ

と
が
建

物
を
新

築
す

る
こ

と
よ
り

効
率
的

で
あ

る
と
認

め
ら
れ

る
場

合
に

お
け
る

当
該
建

物
の

買
収

を
除
く

。
）
に

要
す

る
費

用
 

③
 
職

員
の
宿

舎
に

要
す

る
費
用

 

④
 
そ

の
他
施

設
整

備
費

と
し
て

適
当
と

認
め

ら
れ

な
い
費

用
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 （
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の
交

付
を
受

け
取
得

し
た

財
産

に
つ
い

て
、
取

り
壊

し
等

の
財
産

処
分
を

行
う

場
合

に
は
、

平
成
２

０
年

４
月
１

７
日
雇

児
発

第
０

４
１
７

０
０
１

号
「

厚
生

労
働
省

所
管
一

般
会

計
補

助
金
等

に
係
る

財
産

処
分
に

つ
い
て

」
に

よ
る

財
産
処

分
の
承

認
手

続
き

等
が
必

要
で
あ

る
の

で
、

厚
生
労

働
省
又

は
各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

（
支

）
局
と

事
前

に
相
談

す
る
こ

と
。

 

 

別
添
４

３
の
２

 

 

一
時
保

護
専
用

施
設

整
備

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

一
時
保

護
施
設

の
定

員
が

超
過
し

て
い
る

自
治

体
に

お
い
て

、
そ
の

解
消

の
た

め
、
児

童
養
護

施
設

等
に
一

時
保
護

専
用

施
設

を
設
置

し
、
児

童
養

護
施

設
等
に

お
け
る

一
時

保
護

児
童
の

受
入
体

制
の

充

実
を
図

る
た
め

の
整

備
に

要
す
る

費
用
の

一
部

を
補

助
す
る

こ
と
に

よ
り

、
一

人
ひ
と

り
の
子

ど
も

の

状
況
に

応
じ
て

、
一

時
保

護
の
目

的
を
達

成
す

る
た

め
に
適

し
た
環

境
で

保
護

す
る
こ

と
を
目

的
と

す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

児
童
養

護
施
設

等
に

お
い

て
、
「

児
童
養

護
施

設
等

に
お
け

る
一
時

保
護

児
童

の
受
入

体
制

の
整

備
に
つ

い
て
」

（
平

成
2
8
年
９

月
５
日

付
け

雇
児

発
0
9
0
5
第
２

号
厚
生

労
働
省
雇

用
均
等

・
児

童

家
庭
局

長
通
知

）
の

別
紙

「
一
時

保
護
実

施
特

別
加

算
費
実

施
要
綱

」
に

お
け

る
設
備

要
件
を

満
た

す
た
め

に
、

 

①
都
道

府
県
等

が
必

要
な

整
備
を

行
う
事

業
（

P
F
I
事
業
含

む
。
）

 

②
社
会

福
祉
法

人
、

日
本

赤
十
字

社
、
公

益
社

団
法

人
、
公

益
財
団

法
人

又
は

都
道
府

県
等
が

認

め
た
法

人
（
児

童
自

立
生

活
援
助

事
業
、
小
規

模
住

居
型
児

童
養
育

事
業

所
に

限
る
。
）
（
以

下
「
社

会
福
祉

法
人
等

」
と

言
う

。
）

 

が
設
置

す
る
施

設
に

係
る

施
設
整

備
に
対

し
、

都
道

府
県
等

が
補
助

す
る

事
業

 

を
実
施

す
る
こ

と
。

 

 

※
 
「

都
道
府

県
等

が
認

め
た

法
人
」
と

は
、

児
童

自
立
生

活
援
助

事
業

所
に

あ
っ
て

は
児
童

福
祉

法
第
６

条
 
の

３
第

１
項

、
小
規

模
住
居

型
児

童
養

育
事
業

所
に
あ

っ
て

は
同

法
第
６

条
の
３

第

８
項
に

基
づ
き

事
業

を
実

施
す
る

都
道
府

県
又

は
指

定
都
市

、
児
童

相
談

所
設

置
市
が

認
め
た

法

人
を
い

う
。

 

 （
２
）

整
備
対

象
施

設
 

①
児
童

福
祉
法

第
７

条
に

基
づ
く

乳
児
院

、
母

子
生

活
支
援

施
設
、

児
童

心
理

治
療
施

設
、
児

童
自

立
支
援

施
設

 

②
同
法

第
６
条

の
３

第
１

項
に
基

づ
く
児

童
自

立
生

活
援
助

事
業
を

行
う

事
業

所
 

③
同
条

第
８
項

に
基

づ
く

小
規
模

住
居
型

児
童

養
育

事
業
を

行
う
事

業
所

 

 （
３
）

事
業
の

実
施

主
体

 

『
「
一

時
保
護

所
の

定
員

超
過
解

消
計
画

」
の

実
施

方
針

に
つ
い
て

』
（

令
和

※
年
※

月
※
日

付

け
子
家

発
※
※

第
※

号
厚

生
労
働

省
子
ど

も
家

庭
局

家
庭
福

祉
課
長

通
知

）
に

基
づ
く

「
一
時

保
護

所
定
員

超
過
解

消
計

画
」

の
採
択

を
受
け

た
都

道
府

県
等
。

 

 （
４
）

整
備
対

象
施

設
の

設
置
主

体
 

 
 
２

（
２
）

の
①

の
施

設
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都
道

府
県

等
又

は
社
会

福
祉
法

人
、

日
本

赤
十
字

社
、
公

益
社

団
法

人
、
公

益
財
団

法
人

 

 
 
２

（
２
）

の
②

、
③

の
施
設

 

 
 
 

 
都
道

府
県

等
又

は
社
会

福
祉
法

人
等

 

 （
５
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
だ
し

、
令

和
５

年
度
中

に
施
設

整
備

に
着

手
し
、

令
和
６

年

度
中
に

完
了
が

見
込

ま
れ

る
場
合

に
は
、
施
設

整
備

が
完
了

す
る
月

の
末

日
又

は
令
和

７
年
３

月
3
1

日
の
い

ず
れ
か

早
い

日
と

す
る
。

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

別
表
で

定
め
る

補
助

基
準

額
表
（

以
下
「

基
準

額
表

」
と
い

う
。
）

に
よ

り
算

出
す
る

。
 

ア
 
本

体
工
事

に
つ

い
て

は
、
定

員
規
模

に
よ

る
定

額
 
 

 
 

 

イ
 
特

殊
附
帯

工
事

を
行

う
場
合

は
、
特

殊
附

帯
工

事
費
の

基
準
額

を
適

用
 

ウ
 
増

改
築
の

場
合

に
は

、
解
体

撤
去
工

事
費

及
び

仮
設
施

設
整
備

工
事

費
が

対
象

 

エ
 
対

象
と
な

る
児

童
養

護
施
設

等
が
豪

雪
地

帯
対

策
特
別

措
置
法

（
昭

和
３

７
年
法

律
第
７

３

号
）
第

２
条
第

２
項

の
規

定
に
基

づ
き
指

定
さ

れ
た

特
別
豪

雪
地
帯

、
奄

美
群

島
振
興

開
発
特

別
措
置

法
（
昭

和
２

９
年

法
律
第

１
８
９

号
）

第
１

条
に
規

定
さ
れ

た
奄

美
群

島
、
離

島
振
興

法
（
昭

和
２
８

年
法

律
第

７
２
号

）
第
２

条
第

１
項

の
規
定

に
基
づ

き
指

定
さ

れ
た
離

島
振
興

対
策
実

施
地
域

、
小

笠
原

諸
島
振

興
開
発

特
別

措
置

法
（
昭

和
４
４

年
法

律
第

７
９
号

）
第
４

条
第
１

項
に
規

定
さ

れ
た

小
笠
原

諸
島
又

は
沖

縄
振

興
特
別

措
置
法

（
平

成
１

４
年
法

律
第
１

４
号
）

第
３
条

第
１

項
第

３
号
に

規
定
さ

れ
た

離
島

の
い
ず

れ
か
に

所
在

す
る

場
合
は

、
そ
の

定
め
る

方
法
に

よ
り

算
出

さ
れ
た

基
準
額

に
対

し
て

、
０
．

０
８
を

乗
じ

て
得

ら
れ
た

額
を
加

算
 

オ
 
財

政
上
の

特
別

措
置

 

南
海
ト

ラ
フ
地

震
に

係
る

地
震
防

災
対
策

の
推

進
に

関
す
る

特
別
措

置
法

（
平

成
２
５

年
法

律
第
８

７
号

）
第
１

２
条

第
１
項

に
規
定

す
る

津
波

避
難
対

策
緊
急

事
業

計
画

に
基
づ

い
て
実

施
さ
れ

る
事
業

と
し

て
行

う
場
合

は
、
基

準
額

表
の

う
ち
、

「
一
時

保
護

専
用

施
設
整

備
事
業

（
津
波

避
難
対

策
緊

急
事

業
計
画

に
基
づ

い
て

実
施

さ
れ
る

事
業
に

係
る

分
）

」
の
基

準
額
を

適
用

 

 （
２
）

補
助
率

 設
置
主

体
 

国
 

都
道
府

県
等

 
設
置
主

体
（
社
会

福

祉
法
人

等
）

 

２
（
１

）
の
①

の
事

業
の

場
合

 
9
/
1
0
 

1
/
1
0
 

-
 

（
１
）

の
②
の

事
業

の
場

合
 

7
/
1
0
 

1
/
2
0
 

1
/
4
 

 （
３
）

補
助
対

象
事

業
（

整
備
区

分
）

 

創
設
、

大
規
模

修
繕

等
（

定
員
増

を
伴
う

も
の

に
限

る
。
）

、
増
築

、
増

改
築

、
改
築

 

   

４
 
対

象
経
費

 

種
 
目

 
対
 
象

 
経
 

費
 

本
体
工

事
費

 
施
設
の

整
備
に

必
要

な
工

事
費
又

は
工
事

請
負

費
（

５
（
１

）
に

定
め
る

費
用

を
除
く
。
）

及
び
工

事
事
務

費
（
工
事

施
工
の

た
め
直

接
必

要
な

事
務
に

要
す
る

費
用

で
あ

っ
て

、
旅

費
、
消
耗

品
費
、
通

信
運

搬
費
、
印

刷
製
本

費
及

び
設
計
監

督
料
等

を
い

い
、
そ
の
額

は
、

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

の
２

．
６

％
に

相
当

す
る

額
を

限
度

額
と

す
る

。
）

並
び

に
既

存
建
物

の
買
収

の
た

め
に

必
要
な

公
有
財

産
購

入
費

（
P
F
I
事
業
に

限
る
。
）
。

 

 
た
だ

し
、
別

の
補
助

金
等
又
は

こ
の
種

目
と

は
別

の
種
目

に
お
い

て
別

途
交

付
対
象

と

す
る

費
用

を
除

き
（

以
下

同
じ

。
)
、

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

に
は

、
こ

れ
と

同
等

と

認
め

ら
れ

る
委

託
費

、
分

担
金

及
び

適
当

と
認

め
ら

れ
る

購
入

費
等

を
含

む
（

以
下

同

じ
。
）
。

 

特
殊

附
帯

工

事
費

 

特
殊
附

帯
工
事

に
必

要
な

工
事
費

又
は
工

事
請

負
費

 

解
体

撤
去

工

事
費

及
び

仮

設
施

設
整

備

工
事
費

 

解
体

撤
去

に
必

要
な

工
事

費
又

は
工

事
請

負
費

及
び

仮
設

施
設

整
備

に
必

要
な

賃
借

料
、
工

事
費
又

は
工

事
請

負
費

 

 ５
 
留

意
事
項

 

（
１
）

次
に
掲

げ
る

費
用

に
つ
い

て
は
、

対
象

と
し

な
い
も

の
と
す

る
。

 

①
 
土

地
の
買

収
又

は
整

地
に
関

す
る
費

用
 

②
 
既

存
建
物

の
買

収
（

既
存
建

物
を
買

収
す

る
こ

と
が
建

物
を
新

築
す

る
こ

と
よ
り

効
率
的

で
あ

る
と
認

め
ら
れ

る
場

合
に

お
け
る

当
該
建

物
の

買
収

を
除
く

。
）
に

要
す

る
費

用
 

③
 
職

員
の
宿

舎
に

要
す

る
費
用

 

④
 
そ

の
他
施

設
整

備
費

と
し
て

適
当
と

認
め

ら
れ

な
い
費

用
 

 （
２
）

こ
の
事

業
に

よ
り

施
設
整

備
を
行

う
際

に
、

過
去
に

厚
生
労

働
省

所
管

一
般
会

計
補
助

金
等

の
交

付
を
受

け
取
得

し
た

財
産

に
つ
い

て
、
取

り
壊

し
等

の
財
産

処
分
を

行
う

場
合

に
は
、

平
成
２

０
年

４
月
１

７
日
雇

児
発

第
０

４
１
７

０
０
１

号
「

厚
生

労
働
省

所
管
一

般
会

計
補

助
金
等

に
係
る

財
産

処
分
に

つ
い
て

」
に

よ
る

財
産
処

分
の
承

認
手

続
き

等
が
必

要
で
あ

る
の

で
、

厚
生
労

働
省
又

は
各

地
方
厚

生
局
若

し
く

は
地

方
厚
生

（
支
）

局
と

事
前

に
相
談

す
る
こ

と
。
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別
添
４

３
の
３

 

 

児
童
相

談
所
一

時
保

護
所

の
生
活

向
上
の

た
め

の
環

境
改
善

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

児
童
相

談
所
一

時
保

護
所

に
お
け

る
児
童

の
心

理
的

負
担
を

軽
減
す

る
た

め
に

必
要
な

改
修
等

を
実

施
す
る

こ
と
に

よ
り

、
一

時
保
護

児
童
の

生
活

向
上

を
図
る

こ
と
を

目
的

と
す

る
。

 

 ２
 
事

業
の
内

容
 

（
１
）

事
業
内

容
 

児
童
相

談
所
一

時
保

護
所

に
お
い

て
、
児

童
の

生
活

環
境
の

向
上
を

図
る

た
め

に
必
要

な
改
修

及
び

必
要
な

備
品
の

購
入

や
更

新
を
行

う
事
業

。
（

定
員

増
を
伴

う
も
の

に
限

る
。

）
 

 （
２
）

対
象
施

設
 

児
童
福

祉
法
（

昭
和

２
２

年
法
律

第
１
６

４
号

）
第

１
２
条

の
４
に

基
づ

く
児

童
を
一

時
保
護

す
る

一
時
保

護
施
設

。
 

 （
３
）

事
業
の

実
施

主
体

 

『
「
一

時
保
護

所
の

定
員

超
過
解

消
計

画
」
の

実
施

方
針
に

つ
い
て

』
（

令
和

※
年
※

月
※
日

付
け

子
家
発

※
※
第

※
号

厚
生

労
働
省

子
ど
も

家
庭

局
家

庭
福
祉

課
長
通

知
）

に
基

づ
く
「

一
時
保

護
所

定

員
超
過

解
消
計

画
」

の
採

択
を
受

け
た
都

道
府

県
等

。
 

 （
４
）

事
業
の

実
施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。
た

だ
し

、
改
修

に
つ
い
て

は
令
和

５
年

度
中

に
改
修

に
着
手

し
、

令
和
６

年
度
中

に
完

了
が

見
込
ま

れ
る
場

合
に

は
、

改
修
が

完
了
す

る
月

の
末

日
又
は

令
和
７

年
３

月
3
1
日

の
い

ず
れ
か

早
い
日
と

す
る
。

 

 

 ３
 
補

助
基
準

額
・

補
助

率
等

 

（
１
）

補
助
基

準
額

 

１
か
所

あ
た
り

 
８

，
０

０
０
千

円
 

 （
２
）

補
助
率

 

国
９
／

１
０
、

都
道

府
県

等
１
／

１
０

 

 （
３
）

対
象
経

費
 

児
童
相

談
所
一

時
保

護
所

の
生
活

向
上
の

た
め

の
環

境
改
善

事
業
を

実
施

す
る

た
め
に

必
要
な

報
償

費
、
共

済
費
、
旅
費

、
需

用
費
（

消
耗
品

費
、
印
刷

製
本
費

）
、
役

務
費
（
通

信
運
搬

費
、
広

告
料

）
、

委
託
料

、
改
修

費
、

設
備

整
備
費

、
備
品

購
入

費
、

及
び
賃

借
料
等

 

 

４
 
対

象
事
業

の
制

限
 

本
事
業

に
つ
い

て
は

、
事

業
を
行

う
施
設

１
か

所
に

つ
き
１

回
限
り

と
す

る
こ

と
。
た

だ
し
、

災
害

等
や
む

を
得
な

い
事

情
に

よ
り
再

び
同
様

の
事

業
を

実
施
す

る
場
合

は
こ

の
限

り
で
は

な
い
。
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別
添
４

３
の
４

 

 

一
時
保

護
専
用

施
設

改
修

費
支
援

事
業

 

 １
 
事

業
の
目

的
 

一
時
保

護
を
行

う
際

は
、

一
人
一

人
の
子

ど
も

の
状

況
に
応

じ
て
、

一
時

保
護

の
目
的
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達
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す
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た
め
に

適
し
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れ
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り
、

そ
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。
こ
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一
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て
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要
な
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設
定
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整

備
を
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ほ

か
、
一

時
保

護

専
用
施

設
等
の

委
託

一
時

保
護
を

活
用
す

る
等

に
よ

り
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切

な
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援
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す

る
必
要
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、
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施
設
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改
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を

支
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り
、
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保

護
専

用
施

設
の
設

置
促
進
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る
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で

あ
る
。
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の
内
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護
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２
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施
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。
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。
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庭
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く
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一
時
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護
所

定

員
超
過

解
消
計

画
」

の
採

択
を
受

け
た
都

道
府

県
等

。
 

 （
３
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事
業
の
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施

期
限

 

令
和
６

年
３
月

３
１

日
と

す
る
。

た
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し

、
改

修
に

つ
い
て

は
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年

度
中

に
改
修

に
着
手

し
、

令
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６

年
度
中

に
完

了
が

見
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ま

れ
る
場

合
に

は
、

改
修
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す

る
月

の
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又
は

令
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７

年
３

月

3
1
日
の

い
ず

れ
か
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い
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と
す

る
。
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率
等
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１
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１
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所
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２

１
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９
０
０
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円

 

 

改
修
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間
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用
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１

０
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０

０
０

千
円
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上
限

）
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。
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国
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施
設
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（令和元年10月１日現在）より。なお、各年齢の数値は、人口推計年報における当該年齢と当該年齢より１歳上の年齢の数値を合計し、２で除して算出したもの。
※幼保連携型認定こども園の数値は令和元年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３１年4月1日現在）より。
※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。数値は令和元年度「学校基本調査」（確定値、令和元年５月１日現在）より。
※保育園の数値は令和元年の「待機児童数調査」（平成３１年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型保育事業も含む。４歳と５歳の数値について
は、 「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成３０年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育所型認定こども園、地域型保育事業所の利用者数比により按分したもの。

※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。このため、企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用する
児童を含む。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

②幼稚園児

③幼保連携型認定こども園児

92万人 95万人 98万人98万人 97万人 99万人（%）該当年齢人口

①保育園児

就園していない児童
※各年齢の人口から①～③を差し引いた推計
※企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用している児童を
含むことに留意が必要

13万人
（14％）

35万人
（37％）

41万人
（42％）

42万人
（43％）

42万人
（43％）

41万人
（41％）

2万人（３％）

８万人（８％）
９万人（９％）

16万人
（16％）

17万人
（17％）

77万人
（84％）

52万人
（55％）

48万人
（49％）

５万人（5％）

34万人
（35％）

39万人
（40％）

41万人
（42％）

17万人
（17％）

保育園・幼稚園等の年齢別利用者数及び割合（令和元年度）

○ 未就園児（保育園や認定こども園、幼稚園に就園していない児童）の大半は０～２歳児となっている。

○ 現在、回答者の母親自身が育った市区町村で子育てをしているとの回答割合は、全体では27.8％で、７割
以上の母親は自身が育っていないまちで子育てを行っている。
○ 「近所に子どもを預かってくれる人がいる」との回答割合は、全体では39.9％で、６割の母親は「子ども
を預かってくれる人はいない」と回答している。

子育て家庭の孤立

※ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において任意の開所曜日・時間に１拠点あた
り10人程度に無作為配布するよう依頼し回答を得たもの（有効回答数1136人））

81



○ 地域子育て支援拠点を利用している母親に対し、拠点を利用する前の自身の子育ての状況をたずねたところ、
「子育てで、つらいと感じることがあった」（62.6％）、「家族以外の人と交流する機会があまりなかっ
た」（57.2％）、「子育ての悩みや不安を話せる人がほしかった」（55.4％）、など、子育ての不安や悩
みを相談・共有するニーズがある。

子育て家庭の置かれている子育ての状況

※ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において任意の開所曜日・時間に１拠点あたり10人程度に無作為配
布するよう依頼し回答を得たもの（有効回答数1136人））

拠点を利用する前の自身の子育ての状況

児童虐待相談の対応件数推移及び虐待相談の内容・相談経路

11,631
17,72523,274

23,738

26,569

33,408

34,472

37,323

40,639

42,664

44,210

56,384

59,919

66,701

73,802

88,931
103,286

122,575 133,778

159,838

193,780

205,044

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

児童虐待相談対応件数の推移
児童虐待相談対応件数

○ 虐待相談の内容別割合

身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 総 数

令和２年度 50,035(24.4%)
（+795）

31,430(15.3%)
（－1,915）

2,245(1.1%)
（+168）

121,334(59.2%)
(+12,216)

205,044(100.0%)
（+11,264）

○ 虐待相談の相談経路

家族 親戚 近隣
知人

児童
本人

福祉
事務所

児童
委員 保健所 医療

機関
児童福祉
施設 警察等 学校等 その他 総 数

２年度
14,093
（7%）
（+933）

2,672
（１%）
（+33）

27,641
（13%）
（+2,356）

2,115
（1%）
（＋452）

8,265
（4%）
（-625）

210
（0%）
（±0）

233
（0%）
（+１）

3,427
（2%）
（-248）

2,979
（1%）
（+108）

103,625
（51%）
（+7,152）

14,676
（７%）
（-152）

25,108
（12%）
（+1,254）

205,044
（100%）
（＋11,264）

平成27年７月
児童相談所全国共通
ダイヤルを３桁化

平成25年８月
「子ども虐待対応の手引き」において、
きょうだいへの虐待を当該児童に対する
心理的虐待であると例示。

平成16年10月
児童虐待防止法の改正により、配
偶者間の暴力（面前DV）が心理的
虐待に含まれることが明確化され
た。

○ 令和２年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、205,044件。平成11年度に比べて約18倍。
○ 心理的虐待の割合が最も多く（59.2%）、次いで身体的虐待の割合が多い（24.4%）。
○ 相談経路は、警察等（51％）、近隣知人（13％）、家族（7％）、学校等（7％）からの通告が多くなっている。

平成25年12月
警察がDV事案への積極的な介
入及び体制を確立したことに伴
い、警察から児童相談所への通
告が増加した。

令和元年12月
児童相談所虐待対応
ダイヤルを無料化
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20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

2,563件 2,456件 2,580件 2,697件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

2,597件 2,571件 2,685件 2,536件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

2,651件 2,396件 2,441件 2,595件

相談対応件数 205,044件※１

一時保護 27,390件※２

施設入所等 4,348件※３、４

内訳

児童養護施設

２，２７４件

乳児院

６６３件

里親委託等

６５６件

その他施設

７５５件

※それぞれ別個の集計結果のため、
「施設入所等」は「一時保護」の内
数ではない。

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

679件 643件 728件 713件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

747件 715件 785件 753件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

773件 800件 736件 850件

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

282件 312件 389件 439件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

429件 390件 537件 464件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

568件 593件 651件 735件

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

638件 620件 739件 650件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

723件 789件 778件 817件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

853件 790件 813件 849件

※１ 児童相談所が児童虐待相談として対応した件数（延べ件数）
※２ 児童虐待を要因として一時保護したが、令和２年度中に一時

保護を解除した件数（延べ件数）
※３ 児童虐待を要因として、令和２年度中に施設入所等の措置が

なされた件数（延べ件数）
※４ 令和２年度 児童虐待以外も含む施設入所等件数 8,982件

【出典：福祉行政報告例】

児童虐待相談対応の内訳

※平成22年度の相談対応件数、一時保護件数及び施設入所等件数は
東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

○ 児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数（205,044件）のうち、一時保護がされるのが約13％
（13.4%）、施設入所等の措置をされるのが約２％（2.1%）である。

死亡した０歳児の月齢

○ 毎年、児童虐待による死亡事例が発生しており、心中以外の虐待死亡事例の人数はほぼ横ばい。（令和元年度心中
以外の虐待死は57人）
〇 年齢別でみると、
・ ０歳児が最も多く（令和元年度心中以外の虐待死 49.1％）、そのうち月例０か月児の死亡は39.3％であった。
・ ２歳児以下の割合は約６割（59.7％）を占めている。

児童虐待による死亡事例の推移と虐待死に占める年齢割合

児童虐待による死亡事例の推移（児童数）

（注１）平成15年～平成19年までは暦年。平成20年度以降は年度、
（注２） 平成15年はH15.7.1～H15.12.31の６か月間、
（注３）平成19年はH19.1.1～H20.3.31の15か月間

（出典）社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会による検証結果より

49.1%

5.3%
5.3%

12.3%3.5%
0.0%

1.8%
8.7%

14.0%

死亡時点の子どもの年齢（心中以外の虐待）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７～17歳 不明

０歳児
28人（49.1％）
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子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターの設置状況

子ども家庭総合支援拠点 子育て世代包括支援センター

小規模A型
（児童人口概ね0.9万人未満）

26.4%
（347/1313）

89.9%
（1181/1313）

小規模B型
（児童人口概ね0.9万人以上1.8万人未満）

61.6%
（132/214）

98.1%
（210/214）

小規模C型
（児童人口概ね1.8万人以上2.7万人未満）

71.2%
（62/87）

98.9%
（86/87）

中規模型
（児童人口概ね2.7万人以上7.2万人未満）

80.4%
（78/97）

99.0%
（96/97）

大規模型
（児童人口概ね7.2万人以上）

53.3%
（16/30）

100.0%
（30/30）

○ 支援の供給量としては、令和元年度実績を見ると、一時預かり事業については約521万人日、子育て短期支援事業
のショートステイにあっては約9万人日、養育支援訪問事業は約18万件となっている。
→ 要支援児童・要保護児童１人当たりでは、ショートステイは約0.39日/年、養育支援訪問事業は約0.78件/年の利用
にとどまっている。
※ 未就園児（182万人）１人当たりでは、一時預かり事業は約2.86日/年、ショートステイは約0.05日/年、養育支援訪問は約0.1件/年

子育て支援の利用状況

【養育支援訪問】

約18万件
（令和元年度実績）

【一時預かり】

約521万人日
（令和元年度実績）

【ショートステイ】

約９万人日
（令和元年度実績）

子ども子育て支援事業

未就園児１人当たりでは・・・

【一時預かり】

約2.86日/年

【ショートステイ】

約0.05日/年

【養育支援訪問】

約0.1件/年

要支援児童、要保護児童１人当たりでは・・・

【ショートステイ】

約0.39日/年

【養育支援訪問】
約0.78件/年

要保護児童（約15万人）
→保護（約５万人）
→入所措置（約１万人）

要支援児童（約８万人） 要対協リスト掲載
約23万人

全子育て世帯
約1,200万世帯
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虐待による死亡事例における行政機関等による子育て支援事業の利用状況

○ 虐待による死亡事例のうち、心中以外の虐待死（56例）について、子育て支援を利用しているのは32.1％（18例）
に止まる。このうち、最も利用されている事業は「乳児家庭全戸訪問事業」の15例であり、要支援・要保護児童を主
な対象としている「養育支援訪問事業」は２例、「子育て短期支援事業」は０例となっている。

行政機関等による子育て支援事業の利用状況（複数回答）

（出典）児童虐待による死亡事例検証結果報告（第17次）より
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